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１ 大学の概要   

 
（１）大学名 

      北海道公立大学法人札幌医科大学 
 
（２）所在地 

      北海道札幌市中央区南１条西１７丁目２９１番地８５ 
 
（３）役員の状況（平成２３年４月１日現在） 

      理 事 長    島本 和明（学長） 
      副理事長    平山 和則 
      理  事    黒木 由夫（医学部長） 
      理  事    乾  公美（保健医療学部長） 
      理  事    塚本 泰司（附属病院長） 
      理  事    白崎 賢治 
      監  事    籏本 道男 
      監  事    渡辺 英一 
 
（４）学部等の構成（平成２３年４月１日現在） 

  ①学部等 

    医学部       医学科 
    保健医療学部    看護学科 理学療法学科 作業療法学科 
    医療人育成センター 
   

②大学院 

    医学研究科    医科学専攻（修士課程） 
             地域医療人間総合医学専攻（博士課程） 
             分子・器官制御医学専攻（博士課程） 
             情報伝達制御医学専攻（博士課程） 
    保健医療学研究科 看護学専攻（博士課程前期・後期） 
             理学療法学・作業療法学専攻 

（博士課程前期・後期） 
 

 
 
③附属病院（平成２３年４月１日現在） 

   診療科数     ２３診療科 
   病床数     ９３８床 
   室数      ２７３室 
 
④その他の附属施設等（平成２３年４月１日現在） 

附属総合情報センター 
附属産学・地域連携センター 
医学部附属教育研究機器センター 
医学部附属動物実験施設部 
医学部附属フロンティア医学研究所 

   
（５）学生数及び教員数（平成２３年４月１日現在） 

    学部学生    １，００６人 
 大学院生      ２８７人 
    研究生       １９５人 
    訪問研究員       ５人 
    留学生         ９人 
     
    教員数       ３７７人 
    役職員数    １，１２８人 
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（６）沿革 

本学は、北海道総合開発の一環として、昭和２５年に旧道立女子医学専

門学校を基礎に、戦後の新制医科大学第一号の医学部医学科の単科大学と

して開学した。 
    その後、平成５年には札幌医科大学衛生短期大学部（昭和５８年開学）

を発展的に改組することにより、保健医療学部として開設し、本道で唯一

の公立医科系総合大学として発展してきた。 
この間、医師をはじめとする多くの医療人を育成するとともに、先進医

学・保健医療学の研究や高度先進医療の提供、さらには地域への医師派遣

などを通じて、北海道の医療・保健・福祉の向上に大きく貢献してきた。 
また、平成１９年４月には新たな理念及び行動規範を掲げ、理事長のリ

ーダーシップのもと最高レベルの医科大学を目指して、北海道公立大学法

人札幌医科大学として新たに出発した。 
   さらに、平成２０年１０月には、新たな教育組織として、教養教育と専

門教育（医学及び保健医療学）の有機的連携の下、高度な医療技術を有し、

かつ、高い医療倫理と教養を備えた人間性豊かな医療人を育成することを

目的に、医療人育成センターを開設した。 
 

（７）建学の精神 

   一、進取の精神と自由闊達な気風 
一、医学・医療の攻究と地域医療への貢献 

 
（８）理念 

   最高レベルの医科大学を目指します 
・人間性豊かな医療人の育成に努めます 
・道民の皆様に対する医療サービスの向上に邁進します 
・国際的・先端的な研究を進めます   

 
 
 
 
 
 
 

 
（９）行動規範 

  １．医学と保健医療学を通じて、北海道そして広く日本社会さらに世界に

貢献します。 
２．最高の研究・教育・診療レベルを目指します。 
３．法令を遵守し、生命倫理・研究倫理・社会倫理を尊重します。 
４．地域と社会に対して必要な情報を公開します。 
５．人権・人格・個性を尊重し、差別・ハラスメントの無い環境を目指し

ます。 
６．生命倫理・社会倫理を脅かす反社会的行為に対し毅然として対応しま

す。 
７．地域・地球環境を守り、環境の保全・改善のために行動します。 

 
 
（１０）中期目標（基本目標） 

  １．創造性に富み人間性豊かな医療人を育成し、本道の地域医療に貢献す

る。 
２．進取の精神の下、世界水準の研究を推進し、国際的な研究拠点の形成

を目指す。 
３．高度先進医療の開発・提供を行い、本道の基幹病院としての役割を果

たす。 
４．健康づくり、疾病予防の視点に立った総合的な地域医療支援ネットワ

ークの形成に努める。 
５．最新の研究・医療に関する情報の地域社会への提供やより一層の産学

官連携を進め、研究成果の社会還元に努める。 
６．国際交流を推進し、国際的医療・保健の発展に寄与する。 
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２ 総括実績（平成２２年度） 

 
（１）総括 

本学は、公立大学法人として発足後、平成２２年度で４年目を迎え、中期計

画に基づき、順調に運営している中、現中期計画が残り２年となることから、

取組が遅れている項目・課題を中心に積極的に取組を進めた。 
また、平成２２年度に開学６０周年（創基６５周年）を迎えたことから、「記

念講演会」等の記念事業を実施したほか、北海道新聞社との協力により、朝刊

に本学のあゆみや取組を紹介した広告を折り込み、本学がこれまで行ってきた

地域医療の貢献に対する実績及び今後の方針等について広く道民への周知に

努めた。 
 教育の分野における具体的な取組については、本学教員の教育能力、教育水

準及び質の向上を図ることを目的に、「教育評価委員会」を設置し、鋭意検討

を行ったほか、両学部において学生にきめ細かな授業の提供に向けて、カリキ

ュラムの再編・準備に取り組んだ。 
  研究の分野においては、引き続きトランスレーショナルリサーチ事業の推進
に取り組んだほか、北海道地域医療再生計画に基づき、３つの特設講座を設置

し、道民の医療・保健・福祉に関する社会的要請の高い研究を推進していく体

制を整備した。 
附属病院においては、病院経営にあたり、収支等の経営指標に係る進捗状況

をその都度報告・把握し、目標達成に向けた具体的な取組を指示するなど、一

層の改善に向け、積極的に取組を行った結果、大幅な収支改善を実現した。 

業務運営においては、引き続きプロパー職員の採用に努めたほか、法的義務

である７年ごとの認証評価機関（大学基準協会）による認証評価を受審し、大

学基準に適合していると認定された。 

また、社会貢献・財務内容の改善の一環として、大学施設の開放に関し、本

学の「講堂」及び「記念ホール」の利用提供に向けて検討を行い、使用基準、

使用料金、手続等を定め、平成２３年度から施行することとしたほか、大学グ

ッズの作成・販売に向け、要綱等を整理するなど準備を進めた。 

今後も、中期目標の達成に向けて、人的、物的ネットワークを活用し、理念

に掲げる最高レベルの医科大学を目指し邁進していくものである。 
 
 

 
 
（２）計画の全体的な進捗状況 

 
平成２２年度の年度計画の進捗状況を把握するため、全１６８項目につい

て自己点検評価を行った結果、Ｓ評定４項目（２．４％）、Ａ評定１６３項

目（９７．０％）、Ｂ評定１項目（０．６％）、Ｃ評定０項目となった。 
  Ａ評定以上となった項目は１６７項目（９９．４％）であり、全体として

は計画どおり取組が実施され、一定の成果を上げることができたと考えてい

る。  
なお、各項目の進捗状況については次のとおり。 

 
 
第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 

第１分野は、年度計画の７割以上の項目（１３４項目）で構成されており、

計画の重点分野として位置づけられている。 
評価結果については、Ｓ評定１項目、Ａ評定１３２項目、Ｂ評定１項目と

なっており、概ね計画どおりに取組が実施された。 
しかし、研究者ごとに評価結果を踏まえた改善策を盛り込んだ計画の作成

のあり方の検討（年度計画№６９）については取組に遅れが見られるため、

B評定となった。 
  実施した主な内容は次のとおりである。 
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○両学部共通科目化の検討、学内における単位互換制度の導入 

（年度計画 No1、No13） 

 「心理学（医学部）」と「心理学概論（保健医療学部）」について平成２３年

度から両学部共通科目として実施することを決定した。 
 また、「物理学（医学部）」と「生命の物理学（保健医療学部）」の科目で 
平成２３年度から単位互換を導入することを決定した。 
 
○「教育評価委員会」の設置 

（年度計画№28、No35、No47、No48、No49、No50、No51） 

 本学教員の教育能力、教育水準及び質の向上を図ることを目的に、学長を委

員長とする「札幌医科大学教育評価委員会」を設置し、検討を行った。 

※主な検討結果 

・学生による授業評価結果の授業への反映方法等について検討を行った結果、

両学部とも結果をホームページ上で公表し、結果の周知に努めた。 

・学生による投票で評価の高い教員を表彰し、インセンティブを与える「ベス

トティーチャー賞」の導入について検討を行い、平成２２年度においてトラ

イアルを実施した。 

 

○地域医療再生計画に基づく特設講座の設置（年度計画№58、№79） 
 北海道地域医療再生計画に基づき、次のとおり特設講座を設置し、道民の医

療・保健・福祉に関する社会的要請の高い研究を推進していく体制を整備した。 
○「オホーツク医療環境研究講座」 

 ・北見赤十字病院からの申出により設置。(８月１日付） 

  ・研究概要…オホーツク圏域における地域医療を担う医療従事者に対する医 

学知識の刷新及び再研修方法の研究及びその実践。 

○「道民医療推進学講座」 

 ・道からの申出により設置。(９月１日付) 

 ・研究概要…地域医療の確保を目的に、地域医療を担う医師の養成に関す 

る調査、研究。 

○「南檜山周産期環境研究講座」 

 ・道からの申出により設置。(９月１日付） 

 ・研究概要…南檜山地域の周産期医療を担う医師の養成及び安全な分娩体制 

の構築について調査、研究。 

 

○トランスレーショナルリサーチ事業の推進（年度計画 No61） 

 文部科学省から委託を受けている「橋渡し研究支援推進プログラム『オール

北海道先進医学・医療拠点形成』」により設置した北海道臨床開発機構の支援

を受け、重点的研究の一つである脳梗塞治療の研究を推進するため、「教育研

究機器センター管理運営規程」の改正及び「細胞プロセッシング施設管理運営

細則」を制定し、ＣＰＣ（細胞プロセッシング施設）を運営するための体制を

整備した。 
 さらに、「治験センター設置要綱」などを制定し、医師主導治験を行うため

の体制を整備したほか、当該研究の先進医療及び医師主導治験の申請等に向け

た準備を支援した。 
 なお、北海道臨床開発機構の廃止（平成 24 年 3 月末）を見越して、本学に
今後の事業運営を担う「トランスレーショナルリサーチセンター」を設置した。 
 

○大学開放施設の範囲、料金設定の検討（年度計画№86、No151） 

 大学施設の開放に関し、住民などから、本学の「講堂」及び「記念ホール」

の利用可否に関する照会・要望が多く寄せられていることから、ニーズがある

と判断し、両施設について有料で学外者の使用に供することを決定し、使用基

準、使用料金、手続き等に関し、検討を進めた。 
 その結果、使用基準等を整理した「札幌医科大学施設の使用取扱要領」を

制定し、平成２３年度から施行することとした。 
 

○新たな大学との交流協定の検討（年度計画 No89） 

平成２０年度から相手方の都合により中止となったカルガリー大学臨床実

習にかわる派遣先として、アジアンパシフィックを中心に英語で臨床実習が可

能な大学として「韓国カトリック大学」と協議を行った。 
 また、保健医療学部の研究交流促進を図るため、「香港理工大学」と学部間

交流の覚書を平成２３年２月に取り交わした。交流期間を 2年間とし、当該期
間の交流実績を踏まえ、協定締結について判断することとした。 
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○医学部附属フロンティア医学研究所の設置（年度計画 No66） 

 「研究所・機器センター再編検討ＷＧ」において検討を行い、平成２３年４

月から新たな研究組織として「フロンティア医学研究所」、研究支援組織とし

て「教育研究機器センター」として再編することとした。 

 

○診療支援要請への対応（年度計画 No75、 No115） 

平成 22年度は、緊急的な医師派遣の要請は無かったが、地域医療機関へ次
のとおり診療支援を行った。 
※派遣要請…2,143件 派遣実績…2,047件（応諾率 95.5％） 
※公的医療機関への派遣割合…59.4％ 

 

○開学６０周年(創基６５周年)記念事業の実施（年度計画 No81、 No118） 

北海道新聞社との「健やか北海道プロジェクト」を活用して、朝刊に本学の

あゆみや取組を紹介した広告(タブロイド版、全面カラー、４ページ)を折り込
み、札幌圏に３８万部配布したほか、道内全市町村、病院、高等学校等に配布

して周知を図った。 
 また、札幌医科大学開学６０周年（創基６５周年）「記念講演会」（道民公開

講座）については、プレスリリースを行ったほか、上記タブロイド版で紹介し

たことにより、定員(３５０名)を上回る申し込みが殺到する結果となった。 
 

○図書館サービスの向上に向けた検討（年度計画 No83） 

「附属総合情報センター運営委員会」等で検討し、次のとおり実施した。 
※学術文献検索システムの改修内容 
・「Web of Science」の更新し、提供を行った。 
・道内医療機関発行誌全文の電子化の募集を行い、10機関 719件を新たに公 
開した。 

・機関リポジトリの改修を行った。 
・横断情報検索システムのオープンライセンスのソフトウェア導入により新た 
な検索画面を構築した。 

 
  
 
 
 

  
○各種教育研究機器等の他機関への貸出範囲・料金の検討 

（年度計画 No85、150） 

「研究所・機器センター再編検討ＷＧ」を設置し、新研究所の研究部門、教

員定数、教育研究機器センターの組織、所管業務内容、再編方法と時期などの

検討を行い、検討結果報告書をとりまとめた。 
 この報告書を受け、「教育研究機器センター管理運営委員会」において、所

管機器の外部利用について検討を進め、教育研究機器の外部利用制度を創設し

たほか、外部利用対象機器候補の選定を行った。 
 
○附属病院における経営改善の推進 （No119） 

経営指標（ＫＰＩ）を設定し、病院運営会議、業務連絡会議、役員会及び役

員会懇談会等の定例会において、進捗状況を報告し、病院長のリーダーシップ

の下、目標達成に向けた取組を推進した。 

 また、特段の対策が必要な局面においては、病院長より診療科長等あて個別

に経営改善に係る指導を行い収支改善に寄与した。 

 さらに、病院経営の一層の改善を図るため、平成２３年度より新たに「病院

経営・管理部」を設置することを決定した。 

 
○病院機能評価の継続認定の取得（No134） 

 改善要望事項（抗がん剤の調製・混合）に関し、６月に確認審査を受審した

結果、継続認定となり、認定証の交付を受けた。 
 
※継続認定期間…平成２１年９月２７～平成２６年９月２６日（５年間） 
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第２ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置 

 

第２分野（１２項目）については、全ての項目がＡ評定であり、概ね計画ど

おり取組が実施された。 
  実施した内容は次のとおりである。 
 
○不正防止プログラムの策定（年度計画 No138） 

 公的研究費の適正な管理・執行を図るため、平成２３年３月に「北海道公立

大学法人札幌医科大学における競争的資金等の使用に関する不正防止プログ

ラム」を策定した。 

 
○多様な年齢層のプロパー職員の採用（年度計画№144） 

平成２２年４月１日付けで、事務局に、専門的経験を有する者等プロパー職

員を１０名配置した。 
 

○職員の適切な評価制度の構築（年度計画№145、146） 

 職員の勤務実績を踏まえた評価制度として、「勤勉手当に係る勤務実績評価

制度」を導入し、平成２２年１２月期の勤勉手当から実施した。 
勤務実績評価制度は、毎年６月期及び１２月期の年２回の勤勉手当において

実施するもので、評価結果に基づきインセンティブを付与するものとなってい

る。 
 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

第３分野（１０項目）については、Ｓ評定３項目、Ａ評定７項目となってお

り、概ね計画どおり取組が実施された。 
実施した主な内容は次のとおりである。 
 

○附属病院の経営状況の把握等（年度計画№147） 

附属病院の月別収支状況（ＫＰＩ）を毎月の役員会に報告し、対応策の検討

を行ったほか、過去３年間の財務状況をまとめた「財務報告書」を作成し、情

報共有を図った。 

 
○各種グッズ、刊行物の作成・販売（年度計画№153） 

 「札幌医科大学広報委員会一般広報部会」で検討を進め、グッズに入れるシ

ンボルマークやロゴマークの取扱いに関し、使用許可、著作物利用料等につい

て定めた「取扱要綱」や著作物使用許諾契約書のひな形を作成した。 
 また、北海道弘仁会とグッズ作成の話を進め、取扱要綱に基づき平成２３年

度中に所定の事務手続きを行い、作成・販売する予定となっている。 
 
 
第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するための措置  

 

第４分野（７項目）については、全ての項目がＡ評定であり、概ね計画どお

りに取組が実施された。 

 実施した主な内容は次のとおりである。 

 

○認証評価の受審（年度計画№157） 

 平成２０・２１年度に実施した自己点検・評価に基づき、(財)大学基準協会

による認証評価を受審した。 

 その結果、平成２３年３月３０日に(財)大学基準協会の大学基準に適合して

いると認定された。 

 
 
第５ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

第５分野（５項目）については、全ての項目がＡ評定であり、概ね計画ど 
おりに取組が実施された。 
実施した主な内容は次のとおりである。 

 
○「ＥＳＣＯ事業」の検証（年度計画№164） 

 事業開始から２年目となり、コージェネレーションが本格的に稼働し、省エ

ネ率の検証を行った結果、当初予定の省エネ率１１％を５％上回る「１６％」

の削減効果があったほか、７月～９月の猛暑においても、北電からの購入電気

量を削減するなど、大きな効果が発揮された。 
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３ 総括実績（平成１９年度～２２年度） 

（１）総括 

札幌医科大学は、平成１９年４月に新たな理念及び行動規範を掲げ、公

立大学法人として新たに出発し、創造性に富み人間性豊かな医療人を育成

し、本道の地域医療に貢献することなどを重要な使命とし、法人化以後、

各分野において様々な取組を進めてきた。 

 

＜教育分野＞ 

○入学者選抜方法の検討 

平成１９年度から医学部において、将来、地域医療に従事する意志を有

する者を対象とした「特別推薦選抜」制度を導入した。また、平成２２年
度から保健医療学部では後期日程を廃止して推薦入試を導入した。 

 
○「医療人育成センター」の開設 

平成２０年度に教養教育と専門教育の有機的連携のもと、高度な医療技 
術を有し、かつ、高い医療倫理と教養を備えた人間性豊かな医療人の育成

を目的として「医療人育成センター」を開設した。 
 
○医学部の定員増 

地域の医師不足を解消するため、平成２０年度に医学部の定員を５名増 
やし１０５名としたほか、平成２１年度には、さらに５名増やし１１０名

とした。 
 

＜研究分野＞ 

○橋渡し研究の基盤を整備 

平成１９年度に文部科学省の先端医科学研究の成果を実際の医療に活用 

するための橋渡し研究拠点の整備を目的としたプログラムが採択となり、

本道における橋渡し研究の基盤を整備し、先進医療科学分野の有用な研究

シーズの発掘育成に努めた。 
 
○新たな連携協定を締結 

産学官との連携協定を進め、銀行、大学、自治体と新たな連携協定を締 
結した。 

 

 

＜社会貢献＞ 

○道内の大学、研究機関等と連携 

公的医療機関への医師派遣や行政機関からの健康活動等に関する講師等 

の派遣要請に対し、積極的に対応したほか、道内の大学、研究機関等と連

携し、フォーラムの開催等の取組を進め、地域への貢献に努めた。 

 

＜附属病院＞ 

○快適な病院環境の実現に向けた取組 

平成１９年度に「患者サービスセンター」や「患者サービス向上委員会」 

を設置し、快適な病院環境の実現に向けた取組を行ったほか、クレジット

カードによる医療費支払制度を導入した。 
 
○院内感染予防と対策の強化に向けた取組 

平成２０年度に、院内感染予防と対策を強化するため、感染管理室の機 
能体制を充実強化したほか、「感染制御部」を設置した。 
 
○病棟クラークの導入 

平成２０年度から医師、看護師の事務負担を軽減し、事務の効率化を図 
るため、病棟クラークを導入した。 
 
＜その他＞ 

○大学のトップマネジメントの強化 

平成１９年度に役員会、経営審議会及び教育研究評議会を設置し、意志 

決定の迅速化及び大学のトップマネジメントの強化を図った。 
 
○テレビ局と共同番組制作・放送 

平成２０年度に教育、研究、診療、社会貢献等の活動状況などを、親し 
みのもてる内容で道民に提供するため、テレビ局と共同で番組（医の１Ｂ

ＡＮ）を制作し、２３回にわたり放送した。 
 
○プロパー職員の採用 

平成１９年度から専門的経験を有するプロパー職員の採用や外部資金を

活用した契約職員の採用を進めるとともに、平成２２年度に職員の能力を

発揮させるための適切な評価制度を構築した。 
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（２）計画の全体的な進捗状況 

 
中期計画の進捗状況を把握するため、全２３３項目について自己点検評価を

行った結果、５評定０項目、４評定１５７項目（６７．４％）、３評定７５項

目（３２．２％）、２評定１項目（０．４％）、１評定０項目となった。 
 ３評定以上となった項目は２３２項目（９９．６％）であり、全体としては

計画どおり取組が実施され、一定の成果を上げることができたと考えられる。 

なお、各項目の進捗状況については次のとおり。 
 

第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 

第１分野は、中期計画の７割以上の項目（１７３項目）で構成されており、 
計画の重点分野として位置づけられている。 
評価結果については、４評定１０７項目、３評定６５項目となっており、概

ね計画どおりに取組が実施された。 
 
○学士課程におけるカリキュラムの充実（中期計画 No1～No4） 

 医学部において、平成２２年度より新カリキュラムを導入、保健医療学部に

おいて「保健医療学総論」の充実などを図ったほか、両学部合同の「地域医療

合同セミナー」や「双方向医療コミュニケーション概論」などを実施した。 
 
○大学院課程の充実（中期計画 No6） 

 医学研究科で平成１９年度に新たに修士課程及び博士課程に「臨床医学研究

コース」を開設したほか、がんプロフェッショナル養成プランを開始した。 

 保健医療学研究科に専門看護師コース（クリティカルケア看護、小児看護）

を開設した。 

 

○入学者選抜方法の検討（中期計画 No8） 

医学部の平成２０年度入学者選抜試験から、本学卒業後、一定期間道内の地 
域医療に従事する意志を有する者を対象とした入学者選抜方法として「特別推

薦選抜制度」を導入した。また、平成２２年度から保健医療学部では後期日程

を廃止して推薦入試を導入した。 

 

 

 

○「医療人育成センター」の設置（中期計画 No1,No11,No16） 

 平成２０年１０月に「医療人育成センター」を開設し、両学部の教養教

育の実施、一貫した入試選抜業務の実施並びに全学的な見地から教育活動

全般についての企画・実施・検証・改善を行う体制を構築した。 

 

○チーム医療のための効果的な体験学習の推進（中期計画 No17） 

 地域密着型チーム医療実習について、これまでの実施成果を検証し、実

施施設、実施行程の見直しや事前教育の改善等を図り、平成１９年８月に

両学部合同の地域密着型チーム医療実習を実施した。 

 
○他大学院との単位互換性の検討（中期計画 No33） 

 平成２１年度に道内五大学で修士課程の大学院生を対象とした共通プログ

ラムによる単位互換認定協定を締結した。 

 
○基礎研究・臨床研究の推進（中期計画 No80） 

 脳梗塞患者に対する自家培養骨髄間葉系幹細胞の静脈内投与による細胞療 
法の検討やヒト癌ワクチン実用化の臨床研究などを推進し、国等から高く評価 
された。 
 
○医学部附属研究所の再編（中期計画 No92） 

 平成２２年度に医学部附属研究所について、そのあり方を検討し、新たに「フ

ロンティア医学研究所」として再編した。 

 

○公的医療機関等に対する人的・技術的支援（中期計画 No114,No163） 

 安全で安心できる地域の医療体制を構築するため、高度先進医療の提供を行 
う本道の中核的医療機関として、公的医療機関への医師派遣を積極的に実施し 
た。  
 
○総合情報センターの充実（中期計画 No118） 

 平成１９年度から図書館を２４時間開館するとともに、蔵書・文献の検索シ 
ステムの機能充実やデータベースの拡充を図った。 
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○国際交流の促進（中期計画 No136,139） 

 平成１９年度に中国佳木斯（ジャムス）大学と新たに交流協定を締結したほ

か、平成２０年度に学術交流協定を締結している中国医科大学と新たに学生交

流協定を締結した。また、アルバータ大学語学研修及び中国医科大学臨床実習

を実施するなど、国際交流を促進した。 
 

○治験の推進体制の整備・充実（中期計画 No154） 

 質の高い効率的な治験管理を行うため、平成１９年度に従来の治験管理室に 

薬剤部等のスタッフを加えた「治験センター」を設置し、さらに医師主導治験 
に向けたサポート体制の強化のため、充実を図った。 
 
○病院経営の改善（中期計画 No165～172） 

 経営指標（ＫＰＩ）を設定のうえ、病院運営会議等で進捗状況を把握し、病

院長のリーダーシップのもと経営改善に取り組んだ結果、大幅な収支改善を達

成した。また、病院経営に向けた体制強化を図るため、平成２３年度から新た

に「病院経営・管理部」の設置を決定した。 

 

○病院運営の効率化（中期計画 No169） 

 医師、看護師の事務負担を軽減し、事務の効率化を図るため、平成２０年度 
から産科等に病棟クラークを配置した。 
 
第２ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置 

 

第２分野（２３項目）については、４評定２０項目、３評定３項目となって

おり、概ね計画どおり取組が実施されている。 
  実施した内容は次のとおりである。 
 
○大学運営体制の整備（中期計画 No174、No181） 

 役職員が、法令や社会的規範を遵守した活動を行うため、平成１９年度に「北

海道公立大学法人札幌医科大学役職員倫理規程」を整備し、倫理研修を行った。 

 また、機動的で効率的な大学運営の体制を整備するため、役員会、経営審議

会及び教育研究評議会の定例開催や臨時開催を行い、迅速で的確な意思決定を

行った。 

 

 

○教員任期制の導入（中期計画 No191） 

 教員の教育や研究活動等を一層活性化することを目的として、平成２０年度

から「教員の任期制及び評価制度」を導入した。 

 

○事務職員等の多様な採用制度の導入（中期計画 No193 No194） 

 事務職員については、平成１９年度からプロパー職員や外部資金を活用した

職員など、様々な雇用形態の職員を採用したほか、人材育成を図るため、法人

職員としての基礎知識の習得を目的とした研修や、接遇・会話技法、倫理研修、

公立大学協会主催の研修などへ参加した。 

 

○職員の適切な評価制度の導入（中期計画 No196） 

 職員の勤務実績を踏まえた評価制度としての「勤勉手当に係る勤務実績評価

制度」について、職員組合との交渉を経て柔軟性と機動性の高い組織の構築に

取り組み、平成２２年１２月期の勤勉手当から実施した。 

 
 
第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

第３分野（１７項目）については、４評定１４項目、３評定３項目となって

おり、概ね計画どおり取組が実施されている。 
実施した主な内容は次のとおりである。 

 
○大学の運営と経営分析（中期計画 No198） 

 法人の運営・経営分析に必要な会計情報を集約し、業務の改善に反映させる

ため、主要な経営指標について、毎月調査し、四半期毎に集約を実施するとと

もに、同規模の医科系大学との比較・検証を行った。 
 
○法人が保有する施設の活用（中期計画 No206） 

 学生・患者等の利便性の向上を図るため、平成１９年度に大学においては、 
学内書店の拡充、附属病院においてはコーヒーショップ及びコンビニエンスス 
トアを新設した。 
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第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するための措置  

 

第４分野（１１項目）については、４評定９項目、３評定２項目となってお

り、概ね計画どおり取組が実施されている。 

  実施した主な内容は次のとおりである。 
 
○自己点検・自己評価の実施（中期計画 No214） 

 平成１９年度から自己点検・評価を全学的に実施し、その自己点検・評価委

員会等の開催状況及び検討内容をホームページで公表したほか、平成２１年度

に報告書を刊行し、関係者への周知を図った。 
 
○情報公開の推進（中期計画 No219） 

 教育・研究・診療・社会貢献等の活動状況などを、親しみの持てる内容で道 
民に提供するため、平成２０年度にテレビ局と共同で番組を作成し、放送した 
ほか、新聞社との連携・協力に基づくフォーラムを共同開催した。 
 平成２１年度に本学ホームページにＣＭＳを導入し、全面的にリニューアル 
を実施した。 
 

第５ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

第５分野（９項目）については、４評定９項目、３評定２項目となっており 
概ね計画どおりに取組が実施された。 
実施した主な内容は次のとおりである。 

 

○施設整備基本計画と長期保全計画の策定（中期計画 No225） 

 平成２０年度に本学の施設整備の方向性や、各施設の必要機能を示した「札

幌医科大学における施設整備の基本計画」を策定したほか、現有施設の適切な

保全や機能維持を図るための「札幌医科大学施設長期保全計画」を策定した。 

 

○ファシリティマネジメントの取組・推進（中期計画 No226） 

 省エネルギー対策の取組を積極的に進めるため、平成２０・２１年度に省エ

ネ改修工事を実施し、平成２２年度からＥＳＣＯ事業を本格的に稼働した。 
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４ その他の主な実績等 

（１）教育 

 ① 学士課程 

創造性に富み人間性豊かな医療人を育成し、本道の地域医療に貢献するこ

とが中期目標にも掲げられているところであり、すべての職種の国家試験に

おいて、全国平均を上回る合格率となっている。 

 

＜医師＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

 受験者（人） 109 106 101 104 

 合格者（人） 103 102 95 100 

 合格率（％） 94.5 96.2 94.1 96.2 

 （全国平均合格率）（％） 90.6 91.0 89.2 89.3 

＜保健師＞  １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

 受験者（人） 47 53 55 53 

 合格者（人） 46 53 54 53 

 合格率（％） 97.9 100.0 98.2 100.0 

 （全国平均合格率）（％） 91.1 97.7 86.6 97.7 

  

 

＜看護師＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

 受験者（人） 48 52 55 52 

 合格者（人） 48 52 55 52 

 合格率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 

 （全国平均合格率）（％） 90.3 89.9 89.5 91.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜理学療法士＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

 受験者（人） 21 18 23 21 

 合格者（人） 21 18 23 20 

 合格率（％） 100.0 100.0 100.0 95.2 

 （全国平均合格率）（％） 86.6 90.9 92.6 74.3 

 
 

＜作業療法士＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

 受験者（人） 21 21 24 24 

 合格者（人） 19 19 23 22 

 合格率（％） 90.5 90.5 95.8 91.7 

 （全国平均合格率）（％） 73.6 81.0 82.2 71.1 

 
② 大学院課程 

医学・医療に関する高度な知識と技術に支えられ、国際的に通用する研究人

材の養成や、地域における高度・専門職業能力を有するリーダーとなる人材を

養成することを目標として、教育・研究指導体制の改善・充実に取り組んでい

る。  
 
学位授与者数（人） １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

医学研究科 

（課程博士） 
38 31 29 30 

 医学研究科 

（論文博士） 
30 21 17 4 

保健医療学研究科 

（修士） 
19 18 14 17 

 保健医療学研究科 

（博士） 
5 3 4 7 
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④ 道内出身者の入学状況 

地域医療に貢献する医療人の育成を目指し、平成２０年度から、道内高校の

卒業生を対象に、医学部卒業後、一定期間道内の地域医療に従事する意志を有

する者を対象とした特別推薦選抜制度を導入した。また、平成２２年度から保

健医療学部では後期日程を廃止して推薦入試を導入した。 

 

＜医学部＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

全入学者数（人） 100 105 110 110 110 

一般選抜（人） 53 49 47       43       40 

一般推薦（人） 20 20 20 20 20 

特別推薦（人） - 8 15 12 15 

道内出身比率 73.0 73.3 74.5 68.2 68.2 

＜保健医療学部＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

全入学者数（人） 99 93 90 90 90 

一般選抜（人） 96 84 84 73 73 

一般推薦（人） - - - 15 16 

道内出身比率 97.0 90.3 93.3 97.8 98.9 

 

 

 

⑤ 研修医の状況 

平成１６年度に導入された「臨床研修制度」により、多くの研修医が大規模

一般病院で初期研修後も、そのまま臨床研修を続けることが多いことから、大

学病院の医師数が減少している。 

 そのため、本学大学院では、平成２０年度から医学研究科に臨床医学研究コ

ースを整備し、大学院在籍のまま地域医療を経験するプログラムを設けるな

ど、魅力ある実質的な大学院の構築に努めている。 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

初期研修者数（人） 36 47 43 52 32 

後期研修者数（人） 77 71 58 79 70 

 

 

 

 
⑥ 道内への定着率 

＜医学部＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

初期臨床研修者数（人） 103 100 90 95 

道内在住者数（人） 76 73 76 79 

道内在住比率（％） 73.8 73.0 84.4 83.2 

地域医療への貢献を建学の精神に掲げた教育が功を奏し、卒業生の８割以上

が道内に在住している。 

＜保健医療学部＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

就 職 者 数（人） 74 78 83 80 

道内在住者数（人） 68 75 73 73 

道内在住比率（％） 91.9 96.2 88.0 91.3 

＜両学部計＞ １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

道内在住比率（％） 81.3 83.8 86.1 88.2 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

※医学部は、本学を卒業した初期臨床研修者、保健医療学部は、本学卒業者で

就職した者のうち、道内在住者の割合を示している。 
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（２）  研究 

① 外部資金の獲得 

研究資金等の確保のため、科学技術研究費補助金、受託研究費の受入や奨学

寄附金の獲得にも努めている。 

 

・科学技術研究費補助金申請・採択件数 

 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

文科省科研費申請件数 310 312 300 279 

対１８年度比（％） 109.1 109.9 105.6 98.2 

※中期計画目標値 

（２４年度）（％） 

   110.0 

② 寄附講座・特設講座の設置・運営 

本学では、寄附講座として、株式会社アインファーマシーズの支援による「緩

和医療学講座」、日東電工株式会社の支援による「分子標的探索講座」の２つ

の講座を設置し、研究を推進している。 

 また、特設講座として、平成２０年度から「神経再生医学講座」を設置して

いるほか、平成２２年度において北海道地域医療再生計画に基づき、「オホー

ツク医療環境研究講座」、「道民医療推進学講座」、「南檜山周産期環境研究講座」

の３つの特設講座を設置し、道民の医療・保健・福祉に関する社会的要請の高

い研究を推進していく体制を整備した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３） 社会貢献 

高度先進医療の提供を行う本道の中核的医療機関として、道、関係機関との

連携を深め、地域社会に貢献している。 
 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

実医療機関数（機関） 425 449 488 523 

増加割合（％） 137.5 145.3 157.9 169.2 

※中期計画目標値 

（２４年度）（％） 

   120.0 

① 地域医療連携室の実利用医療機関数 

 

 
 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

公開講座等（件） 24 36 55 32 

出前講座（件） 5 8 9 7 

計 29 44 64 39 

対１８年度比（％） 120.8 183.3 220.7 162.5 

※中期計画目標値 

（２４年度）（％） 

   130.0 

② 公開講座、出前講座件数 

 
 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

共同研究（件） 13 15 21 17 

受託研究（件） 200 272 273 355 

計 213 287 294 372 

対１８年度比（％） 102.4 137.9 141.3 178.8 

※中期計画目標値 

（２４年度）（％） 

   120.0 

 ③ 共同研究、受託研究実施件数 
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（４）  附属病院 

附属病院については、ＭＲＩ等の高度先端医療機器を新たに整備するなど医

療の質の向上を図り、外来診療室の整備によるプライバシーの確保や残食調査

や嗜好調査の実施による給食の充実など、患者サービスの充実を行うととも

に、運営の改善及び効率化をすすめ、自立的経営を目指している。 

 

① 年間延べ患者数（人） 

 

 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

外来 469,830 478,149 483,396 494,480 

入院 281,163 270,018 272,206 279,923 

② 手術件数（件） 

 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

 6,870 6,594 6,598 6,801 

 

③ 診療医等の待遇改善、附属病院の就労・診療環境の改善 

附属病院において、診療報酬改定などの影響により経営改善が見込まれるこ

とから、非常勤職員である診療医等の待遇改善を目的に、年２回の特別手当と

して診療等勤務特別手当を新設した。 

また、附属病院の就労改善として、看護師等の休憩室の改修や職員用トイレ

の改善を行ったほか、診療環境の改善として、老朽化の著しい医療機器（ＣＴ

装置、放射線一般撮影装置）の更新や、院内テレビの地デジ化の整備を行った。 

 

 

 
（５）  国際交流 

① 北方医学交流 

本学では、北方圏諸国の諸大学の医学研究者との相互派遣による学術交流を

積極的に進め、北海道をはじめ北国に住む人々の健康と福祉の発展を目指して

いる。 
  昭和５２年以降、フィンランド、カナダ、中国、アメリカの各大学と交流協
定を結び、研究者の派遣・受入交流を行っている。 
  平成１１年度から学生が国際的な視野を広げ、将来の活動の基礎を築くこと
をねらいとし、カナダアルバータ大学での語学研修が行われているほか、中国

医科大学と学生の臨床実習を行っている。 
・語学研修者数（人） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

アルバータ大学 8 9 中止 10 

中国医科大学 - - 中止 2 

 
 
 
 

② 国際貢献 

平成１９～２１年度に受け入れていたＪＩＣＡ地域別研修については、平成

２２年度から２４年度までの３年間、引き続き「仏語圏アフリカ母子保健」コ

ースとして受け入れることとした。 

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

8 7 8 9 

・ＪＩＣＡ仏語圏アフリカ母子保健人材育成研修の受入状況（人） 
 
 
 
 

（６）その他（東日本大震災の被災地に対する支援について） 

３月１１日に発生した東日本大震災に伴い、本学では、道や各団体などから

の様々な要請に応じ、重症患者の受け入れや「災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）」

への参加、医療救護班の派遣等により支援活動を行った。 

また、被災学生に対する配慮として、被災状況に応じて授業料を減免する措

置を決定し、対象となる学生と個々に相談を行ったほか、教職員等を対象とし

た義援金の募集活動を行った。 

さらに、地震災害の発生を機に法人として節電に取り組んでおり、病棟のエ

レベータホールや大学廊下の間引き消灯を行った。 

 



５　項目別実績
中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標
ア　　学士課程

中期
目標

№ №

1

年度
評価平成１９～２１年度の実施状況中期計画

1 【地域医療合同セミナーの点検・充実】
　両学部、医療人育成センターのコア教員が中心となって、平成22年度の
実施内容の点検や、平成23年度に向けた実施体制の検討を行った。

（平成22年度の実施状況の点検結果）
　第1学年と第3学年の「地域医療合同セミナー」と各学年の「医療実習」
とを関連づけたことから地域医療に関する授業の目的が明確になったとの
意見や、第1学年及び第2学年の「地域医療合同セミナー」を正規の時間割
枠内で開講することができたため、保健医療学部学生の受講生が大幅に増
加した。

（平成23年度の実施体制の検討）
　平成23年度から第1学年の医療実習について、「利尻地区」のほか新たに
「留萌地区」でも実施することとした。

【双方向コミュニケーション概論の実施】
　両学部共通科目として、「双方向コミュニケーション概論」を実施し
た。

【両学部共通科目化の検討】
　現在、医学部及び保健医療学部それぞれで行われている「心理学（心理
学概論）」について、平成23年度から両学部共通科目として実施すること
を決定した。
※共通科目化に関する検討会議
　・医学部カリキュラム委員会（H22.12.7）
　・保健医療学部カリキュラム委員会（H22.12.16）
　・医療人育成センターあり方検討ＷＧ（H22.11.24）

「地域医療合同セ
ミナー」を点検し、
充実を図るほか、
両学部共通科目と
して「双方向コミュ
ニケーション概論」
を実施する。また、
人文・社会科学系
の教養科目におけ
る両学部共通科目
化に向けて医療人
育成センターを中
心に検討する。

3Ａ

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

高い倫理観を持っ
た人間性豊かな医
療人を育成するた
め、教養教育カリ
キュラムを検証し、
改善・充実を図る。

【教養教育カリキュラムの検証・改善・充実】
　平成20年10月に教養教育科目を担当する医療人育成セン
ターを開設し、教養教育カリキュラムを検討する体制を整備
したほか、次のとおり、改善・充実を図った。

（医学部）
　平成22年度から３年間で第１～４学年まで新カリキュラム
を導入することを決定した。
　平成22年度から第１学年に新たに「言語と人間」を開講す
ることを決定した。

（保健医療学部）
　平成22年度の時間割編成に際し、一部科目で履修者数に応
じて開講曜日・日時を変更した。

【両学部共通科目】
　平成22年度から「地域医療合同セミナー」を両学部共通科
目として開講することを決定した。

学務課
（医、保、
育）

（保健医療学部）
これまで検討した教養教育カリキュ
ラムに係る改善・充実方策を踏まえ
た新カリキュラムを策定する。

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局

（ア）人間の生命と人権を尊重し、高い倫理観を持った人間性豊かな医療人を育成する。

15



16

№ №

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

2 専門教育に必要な
基礎的能力を養う
ため、基礎教育カリ
キュラムを検証し、
改善・充実を図る。

【基礎教育カリキュラムの検証・改善・充実】
  基礎教育カリキュラムについて、次のとおり検証し、改
善・充実を図った。

（医学部）
　 平成22年度からのカリキュラム改正で、情報系科目の履
修学年の再編、「数学２」の選択必修科目化、「医学概論」
「医学総論」について、テーマ別グループ学習から少人数グ
ループ編成による早期体験実習への変更を行った。

（保健医療学部）
　カリキュラム委員会で検討を行い、現状のカリキュラムで
おおむね良好と結論を得た。
　「保健医療総論」で実施する実習先の拡大など、体験学習
の実施内容を拡充させた。

2 自然科学系の基礎
教育カリキュラムを
点検するほか、基
礎教育に係る入学
前の履修状況など
を把握し、初年次
教育やリメディアル
教育の実施体制に
ついて検討する。

Ａ

年度
評価平成１９～２１年度の実施状況中期計画

【自然科学系基礎教育カリキュラムの点検】
　基礎教育科目を所管している医療人育成センターにおいて、自然科学系
科目（物理、化学、生物等）について、両学部からの要望・意見を踏まえ
ながら、点検を行い、次のような結論を得た。
・物理学、化学、生物等については、当面、現行の内容から大きな変更は
必要ないが、学生の実情に併せて引き続きシラバスの内容を検討していく
こととした。
・現行の物理学実験・化学実験・生物学実験科目の今後のあり方（スリム
化等）について引き続き検討していくこととした。
・数学及び情報科学の学習内容を変更し、統計学関連のテーマを通年で組
み込むこととした。

【基礎教育に係る入学前の履修状況の把握】
　自然科学系科目においては、各科目で新入生に入学前の履修状況につい
てアンケート調査を行い、未履修学生に対するカウンセリング等を実施し
た。
　
【初年次教育・リメディアル教育の実施体制の検討】
　医療人育成センター教授会等において検討した結果、保健医療学部の教
養科目のうち物理・化学・統計情報に関して、ｅラーニングコンテンツの
見直しなどの整備を行ったほか、リメディアル教育に関しては、「オフィ
スアワー」の実施を決定し、その中で個別に対応していくこととした。

※「オフィスアワー」…学生からの授業をはじめ学業等に係る様々な質問
や相談に応じるために教員が必ず自室等にいる時間帯。教員各自が授業時
間以外の特定の時間帯をあらかじめ設定する。

3

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

（保健医療学部）
これまでの点検、検討などにおいて
抽出された諸課題について、平成23
年度申請予定の新カリキュラムへ反
映する。

（医療人育成センター）
本学における教養教育の充実に向け
て更なる改善を図るため、教養教育
カリキュラム全般に関して点検を行
い、対応可能なものから順次、カリ
キュラムへ反映していく。

学務課
（医、保、
育）



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標
ア　　学士課程

中期
目標

№ №
平成１９～２１年度の実施状況

社会に貢献できる
医療人として専門
的な知識・技術と多
様化する課題への
解決能力を身につ
けるため、専門教
育カリキュラムを検
証し、改善・充実を
図る。

3

中期
計画
自己
評価

Ａ 3

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価 事務局

（イ）医学・医療に関する専門的な知識と技術を持ち、多様化する課題への解決能力を身につけた人材を育成する。

各種専門教育に関
し、保健医療学部
において、法改正
などによる国の動
向を踏まえ、カリ
キュラムの充実に
向けた検討をする
（再掲No.１５）

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

学務課
（医、保）

【カリキュラムの充実に向けた検討（保健医療学部）】
　平成22年4月の保健師課程に関わる指定規則の改正を受け、専門教育に関
し、カリキュラム委員会で検討した結果、次の事項について決定され、そ
れに伴う授業科目の内容について調整を進めた。
・平成24年度から新カリキュラムに移行することとし、平成23年度中に変
更申請を行うこと
・保健師教育については選択制とする方向で検討すること
・看護学科のカリキュラム見直しに併せて、理学療法学科、作業療法学科
についてもカリキュラムを見直すこと
などを決定した。

　

3【専門教育カリキュラムの検証・改善・充実】
　専門教育カリキュラムについて、カリキュラム委員会等で
次のとおり検証し、改善・充実を図った。

（医学部）
　平成22年度からのカリキュラム改正において、主に学問体
系による授業科目の再編を行った。
　基礎医学（生理系、病理系、社会医学系）、臨床医学（内
科系、外科系）の流れに関して開講時期を整理した。
　地域医療については、「地域医療」、「地域医療合同セミ
ナー１及び２」を新規開講した。
　また、基礎配属については、教育効果に配慮して、平成22
年度のカリキュラム改正に合わせて1年早く3年前期に実施す
ることとした。

（保健医療学部）
　「地域医療合同セミナー」などを自由選択科目として単位
を付与することとした。

（医療人育成センター）
　両学部合同による地域密着型チーム医療実習を平成19年度
から正規のカリキュラムとして導入した。

中期計画

（保健医療学部）
これまで検討した現行の専門教育カ
リキュラムに係る改善・充実方策を
踏まえた新カリキュラムを策定す
る。

17
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標
ア　　学士課程

中期
目標

№ №

4 多様な価値観への
理解を深めるととも
に、表現能力の向
上を図るため、効果
的なカリキュラムの
設定に努める。

【効果的なカリキュラムの設定】
　効果的で多様な授業形態やカリキュラムの設定を実施し
た。

（医学部）
　平成21年度から「医学概論」「医学総論１」を早期体験実
習へ変更したほか、PBLチュートリアルで大教室型を試行導
入するなど、必要に応じた変更を行った。

（保健医療学）
　平成21年度から表現能力の向上に資する「双方向医療コ
ミュニケーション概論」を自由選択科目として単位を付与し
た。

4 保健医療学部にお
いて、「保健医療総
論」の開講時期や
内容について検討
する。

【保健医療総論の内容検討（保健医療学部）】
　「保健医療総論」Ⅰ～Ⅳの科目担当者による会議を招集し、複数回にわ
たり、検討を行った。検討結果については次のとおり。

・開講から10年以上経過したことや、各学科の臨床（臨地）実習と内容が
一部重複していることから、内容について検討した結果、講義目的を達成
する上で内容は適正である。
・各学科の科目数が増加したことにより、授業日程が立てにくい状況であ
ることから、5日間で実施している開講期間の短縮化ついて検討した結果、
講義目的を達成する上で期間は適正である。
・年度当初に実施している開講時期については、現状カリキュラムでは他
教科との日程調整を行うことが困難である。
　
　上記について、カリキュラム委員会へ報告した結果、平成24年度から実
施予定の新カリキュラム編成に向けて「保健医療総論」に関するＷＧを設
置し、具体的な検討を行うこととした。

Ａ 3

（保健医療学部）
平成23年度申請予定の新カリキュラ
ムについて、科目間の内容を精査し
た上で、科目の統合を図るなど、効
果的な新カリキュラムを設定する。

学務課
（医、保）

5 国際化に伴う現代
社会の諸要請に応
えられるよう外国語
教育の改善・充実を
図る。

平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

【外国語カリキュラムの点検】
　医療人育成センターの教員が参画した両学部のカリキュラム委員会にお
いて、点検を行った結果、次のとおり結論が出された。

（医学部（専門科目の英語による授業の実施検討））
　専門科目の英語による授業の実施について検討した結果、従来の基礎的
な読み・書きに加え、ヒアリング、スピーキングなど、より実践的に使え
る英語力を養うカリキュラムや、医学に関する専門用語のボキャブラリー
を増やすカリキュラムなどについて、学年をまたいで体系的に構築するこ
ととし、平成23年度から、2年次から4年次までの英語科目を「医学英語１
～３」として再編することを決定した。

（保健医療学部（外国語科目の同時開講の実施など））
　平成22年度から第1学年のスペイン語とロシア語、第2学年の英語ⅢとⅣ
の同時開講を実施した結果、学生数が平準化され、授業運営が容易になっ
たほか、両科目の定期試験の平均点はいずれも上昇するなど同時開講の効
果があった。
　また、平成23年度に向けて新たな同時開講について検討した結果、外国
語科目における科目選択の幅を確保するため、現行以上の同時開講は行わ
ないこととした。

Ａ ー4

年度
評価

中期
計画
自己
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

（ウ）広い視野を有し、高いコミュニケーション能力を持った国際性豊かな人材を育成する。

5  両学部と医療人
育成センターが連
携して、外国語教
育のカリキュラムを
点検し、医学部で
は、専門科目の英
語による授業の実
施について検討す
る。保健医療学部
では、外国語科目
の同時開講を実施
し、学生の履修選
択の動向などを把
握するとともに、新
たな同時開講につ
いて検討する。

学務課
（医、保、
育）

事務局平成２３～２４年度の実施予定

【外国語カリキュラムの改善・充実】
　外国語カリキュラムについて、次のとおり改善・充実を
図った。
　また、新入生オリエンテーション等において、語学研修、
TOEIC、TOEFLの認定取得制度について説明の上、推奨し、単
位認定を実施した。

（医学部）
　平成22年度からのカリキュラム改正の中で、英語の単位数
の見直しや科目の統合、第2学年での第2外国語を廃止し、1
学年の基礎の体得に力点をシフトし、より実践的な内容とし
たほか、少人数制授業の実施を決定した。

（保健医療学部）
　外国人講師を積極的に採用したほか、ロシア語とスペイン
語の同時開講により履修者数の適正化を図ることとした。

中期計画



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標
イ　大学院課程

中期
目標

№ №
平成22
年度計画

6

平成１９～２１年度の実施状況

6

（ア）医学・医療に関する高度な知識と技術に支えられ、国際的に通用する独創的・先端的な研究に取り組むことができる人材を養成する。

中期
計画
自己
評価

（保健医療学研究科）
教育・研究指導体制に関し、平成22
年度までに検討した改善内容を踏ま
え、大学院カリキュラム委員会にお
いて、履修基準、単位取得などにつ
いて改善を図る。

【教育・研究指導カリキュラム体制の検証・改善・充実】
　教育・研究指導カリキュラムや体制を点検し、次のとおり
改善・充実を図った。

（医学研究科）
 ・修士課程、博士課程に「臨床医学研究コース」を開設
 ・がんプロフェッショナル養成プランを開始
 ・共通講義の授業評価を実施

（保健医療学研究科）
 ・専門看護師コース（クリティカルケア看護）の開設認可
を受けるとともに、同コース（小児看護）を開設
 ・研究領域の再編（理学・作業療法学専攻）の実施に向け
学則を改正

課題の把握と問題
解決に必要な手法
を開拓できる能力を
持ち、研究者として
自立して研究に取り
組むことができる人
材を養成するため、
教育・研究指導カリ
キュラム及び体制
を検証し、改善・充
実を図る。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

学務課
（大学院）

Ａ

【カリキュラム及び教育・研究指導体制の点検（医学研究科）】
　大学院共通講義（医学研究入門・基礎医学・先端医学各セミナー）の授
業評価の集計結果を取りまとめ、教務委員会において検証を行った。
　学生意見として、修士課程から博士課程に進学した際に理解しやすい内
容に配慮してほしいとの意見があったことから、平成23年度から配慮する
よう、担当教員に周知した。
　また、「修士課程再編ワーキンググループ」において、平成24年度から
の講義時間設定及びカリキュラムの変更について検討を行い、現在は4月か
ら7月まで毎日講義を行っているものを前期週2日、後期週1日に配分変更
し、社会人学生が講義のために連続して休暇を取得しなくてもよくなるよ
う、社会人学生の受入に配慮した内容とすることを決定した。

【学生へのアンケート手法の改善・充実（医学研究科）】
　調査項目について検討を行い、研究コース別、基礎系・臨床系別、主科
目の授業評価の項目を追加する等の改善・充実を図った。

【教育研究体制の充実（保健医療学研究科）】
  教育体制を充実させるため、平成22年度から保健医療学研究科長を直接
的に補佐する「副研究科長」を副学部長兼務として配置した。

【研究領域再編の実施（保健医療学研究科）】
　看護学専攻において、平成23年度から教授のほか准教授の教育研究分野
を新たに加え、研究指導領域を再編した。
〈准教授の教育研究分野〉
 　①修士論文コース
　　　女性健康看護学（周産期）、小児健康看護学、
　　　地域看護学（地域）、成人健康看護学、精神看護学
 　②専門看護師コース
　　　小児看護、クリティカルケア看護、精神看護

中期計画 事務局平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

 医学研究科では
カリキュラム及び
教育・研究指導体
制を点検するほ
か、学生へのアン
ケートの手法など
について改善・充
実を図る。保健医
療学研究科では、
教育研究体制を充
実するため、研究
科長を直接的に補
佐する教員を配置
するほか、研究指
導領域の再編を実
施する。

3
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標
イ　大学院課程

中期
目標

№ №

7 地域が必要としてい
る高度専門職業人
を養成するため、実
務家の参画を得る
など、より実践的な
教育研究プログラ
ムの編成に努め
る。

【実践的な教育研究プログラムの実施】
（医学研究科）
　専門家を講師とした「知財教育セミナー」を「医学研究セ
ミナー」に指定して知的財産に関する講義を実施した。

（保健医療学研究科）
　研究倫理及知的財産に関する内容を盛り込んだ「リハビリ
テーション研究法」の講義を実施した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー 学務課
（大学院）

年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

中期
計画
自己
評価

中期計画
平成22
年度計画

（イ）医学・医療に関する高度な知識と技術を身につけ、地域におけるリーダーとして医療の質の向上に取り組むことができる高度で専門的な職業能力を有する人材を養成する。

平成１９～２１年度の実施状況



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
ア　入学者の受入れ

中期
目標

№ №

8 入学者受入方針
（アドミッション・ポリ
シー）を平成１９年
度中に明確に示し、
本学が求める学生
が選抜されるよう入
学者選抜方法を検
討する。

【アドミッションポリシーの策定】
　平成19年度に策定し、入学者選抜要項、募集要項、大学案
内等に記載し周知を図った。

【入学者選抜方法の検討】
（医学部）
　平成20年度の入試から、地域医療に従事する意志を有する
者を対象とした「特別推薦選抜制度」を実施した。

（保健医療学部）
　多様な人材の入学に向けて平成22年度の入試から後期日程
を廃止し、推薦入試を実施することとした。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
学務課
（入試）

9 高校教育の多様化
など、教育を巡る環
境の変化に対応す
るため、高校教育と
本学教育の適切な
連携方法等につい
て検討し、入学者選
抜方法等に反映さ
せる。

【高等教育との連携】
　オープンキャンパス等において、高校生を対象に模擬講義
や体験学習を実施した。
※オープンキャンパス参加者数
  ⑲医252名、保405名
  ⑳医306名、保512名
  ㉑�医200名、保478名

【リメディアル教育】
　平成20年度に現代GP事業（文部科学省補助事業）を活用
し、基礎科目（物理・生物学）に係るeラーニングプログラ
ムを開発した。
  平成21年度には、学生からのアンケート調査結果を踏ま
え、授業科目の内容の点検やコンテンツの改良を行うなど､
効果的なリメディアル教育の実施に努めた。

【入学者選抜方法】
　保健医療学部の平成22年度の入試においてセンター試験選
択科目変更や、後期日程を廃止し、推薦入学を導入すること
とした。

7  高校生を対象とし
たプレ教育のため
のｅ－ラーニングプ
ログラムの実施体
制や、リメディアル
教育を推進するた
めのサポート組織
のあり方について
医療人育成セン
ターにおいて検討
する。

【高校生を対象としたプレ教育のためのe-ラーニングプログラム等の実施
体制の検討】
　「e-ラーニング取組方針調査検討委員会」を設置（H22.8）し、e-ラーニ
ングに係る今後の実施体制のあり方などについて検討が行われた結果、当
面の取組方針として教育関連事務局も含めた学内での協力体制、組織づく
りが必要であり、今後さらにｅ－ラーニングを発展させるためには、コン
テンツ作成や著作権管理の対応までもサポートできる専門部局の設置を検
討すべきとの答申がされた。

【リメディアル教育を推進するためのサポート組織のあり方検討】
　医療人育成センター教授会等において検討した結果、リメディアル教育
に関しては、「オフィスアワー」の実施を決定し、その中で個別に対応す
ることとした。

※「オフィスアワー」…教員が研究室等において、学生から勉強など様々
な相談にのるために、毎週、指定した時間帯に待機する制度。

Ａ 4 ー 学務課
（育）

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成１９～２１年度の実施状況中期計画 年度
評価

（ア）学士課程
教育をめぐる環境の変化に対応し、選抜方法の改善、高校の教職員及び受験希望者への広報活動の強化等を図り、学習意欲と目的意識を持った優れた人材を確保する。

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

中期
計画
自己
評価

21



22

№ №

11 入学者選抜業務の
事案に一貫性を
持って対応し、これ
ら業務の点検・企
画・実施・評価を行
うことができる体制
について検討する。

【入学選抜業務の点検・評価体制について】
　平成19年度に事務局学務課に入試室を設置したほか、平成
20年度に医療人育成センター入学者選抜企画研究部門を設置
し、学生募集から入学者選抜まで一貫した対応を行った。
　業務の点検・評価については、高等学校関係者からの意見
聴取や受験者、入学者へのアンケート結果を用い、入学者選
抜委員会及び入学試験委員会において行う体制とした。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 学務課
（入試）

中期計画

（２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－

受験希望者、保護
者、高校の教職員
などへの広報活動
を充実し、入学者受
入方針、教育・研究
活動や社会貢献の
成果等に関する状
況を効果的に伝え
る。

学務課
（入試）

10

4

年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

－ ー

【受験希望者等への広報活動の充実】
　次のとおり広報活動を実施した。

・受験生対象の大学案内冊子「LEAP」の内容を充実し、紙面
を刷新。
・オープンキャンパスや学部説明会を実施。
・医学部では函館、旭川での学部説明会を実施。
・保健医療学部では、希望校への高校訪問を実施。
・公開講座委員会事業の一環として高等学校を対象とした出
前講座を実施。
・進学相談会等に参加し、両学部の受験生等に説明を行った
ほか、個々の相談に応じた。
・医学部では、高校の要請に基づいて、高校生メディカル講
座等における講演・講義に講師を派遣。

平成１９～２１年度の実施状況 平成２３～２４年度の実施予定
平成22
年度計画

中期
計画
自己
評価

事務局

-



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
ア　入学者の受入れ

中期
目標

№ №

12 入学者受入方針を
平成１９年度中に明
確に示し、国内外
から多様な資質及
び学習・研究歴を持
つ人材が確保でき
るよう入学者選抜
方法を検討する。

【入学者受入方針の策定、入学者選抜方法の検討】
（医学研究科）
　平成19年度にアドミッションポリシーを策定し、公表し
た。
  外国人受験者用に英語の試験問題を作成し、検証したほ
か、社会人向けに研究教授制をホームページで周知した。

（保健医療学研究科）
　平成19年度にアドミッション・ポリシーを策定し、「大学
院履修概要」及びホームページにおいて公開した。
　入学試験において、社会人特別選抜及び外国人留学生選抜
を実施した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（大学院）

13 入学希望者に向
け、本学の教育内
容や研究実績など
を積極的に広報す
る。

【入学希望者に向けた広報の実施】
（医学研究科）
　学生募集要項を関係機関へ送付したほか、ホームページに
掲載して広く情報周知を行った。
　大学院の教育・研究内容等を積極的に紹介するため、Ｍ
Ｄ.ＰｈＤプログラム説明会を開催した。
　研究教授制についてホームページに掲載して広く周知し
た。

（保健医療学研究科）
　学生募集要項を関係機関へ送付したほか、本学内、他大
学、病院等に配布し、ホームページ上に公開した。
　保健医療学研究科ホームページを作成し、各専攻の教育内
容を広報した。

8 医学研究科では大
学院修士課程の学
生に向けた共通プ
ログラム（５大学連
携事業）について、
各種広報媒体によ
り積極的な情報発
信を行う。保健医
療学研究科では、
研究成果を効率的
に発信するため、
ホームページやパ
ンフレットなどによ
り情報発信を行う。

【５大学連携事業の情報発信】
（医学研究科）
　シラバスに５大学連携事業として、特に異分野（医学以外）の学生を対
象とした「異分野大学院連携教育プログラム」の項目を追加したほか、教
育プログラム及び授業科目一覧の詳細版を掲載し、修士課程学生に広く周
知した。
　また、共通プログラムをホームページに掲載したほか、学内にポスター
を掲示する等、幅広く周知を図った。

【研究成果の情報発信】
（保健医療学研究科）
　随時、研究成果に係るホームページの更新作業を進め、研究成果（7件）
の発信に努めた。

Ａ 4 － 学務課
（大学院）

（イ）大学院課程
 研究の高度化・多様化に対応し、選抜方法の改善、国内外の学生及び社会人への広報活動の強化等を図り、研究意欲と目的意識を持った優れた人材を確保する。

平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
事務局平成２３～２４年度の実施予定

中期
計画
自己
評価

中期計画
平成22
年度計画

年度
評価

23



24

№ №

14 社会人が学習・研
究しやすい体制の
整備に取り組む。

【社会人の学習・研究体制の整備】
（医学研究科）
　医学研究入門セミナー、基礎医学セミナー、先端医学セミ
ナーを夜間に実施したほか、ｅ-ラーニングによる受講も可
能とした。

（保健医療学研究科）
　夜間及び土･日曜日の講義を実施した。
　平成22年度大学院博士課程前期に入学する学生を対象に長
期履修制度を策定し、運用を開始した。
　一部の大学院専門科目において携帯端末を活用したe-ラー
ニングの教材開発を進めた。

9 医学研究科では、
e－ラーニングプロ
グラムの充実な
ど、社会人の入学
を促す体制につい
て検討し、適宜実
施する。保健医療
学研究科では、携
帯端末を利用した
e-ラーニングの利
活用を進める。
（再掲No.３７)

【e－ラーニングプログラムの充実】
（医学研究科）
　社会人が興味をもち入学を促すようなプログラムとして「先端医学セミ
ナー」のコンテンツを拡充（10コマ）し、e-ラーニングで受講可能なコン
テンツを70コマに増やしたほか、社会人学生の入学を促進する内容とする
ため、e-ラーニングのみで共通講義の単位取得を可能とするなど、履修基
準の変更を行い、社会人学生の単位取得に配慮した。

【携帯端末を利用したe-ラーニングの利活用の推進に向けた検討】
（保健医療学研究科）
　院生と教員との情報交換会を実施し、携帯端末を利用したe-ラーニング
の利活用について意見を聴取した。
　また、カリキュラム委員会において、「開講時間により履修困難な基礎
科目の取得対策として、e-ラーニング教材を作成し、導入科目を設置する
こと」等の意見があり、カリキュラム改訂に向けて検討を行っていくこと
とした。

Ａ 3

（保健医療学研究科）
平成２２年度に実施した、大学院生
との情報交換会などの情報も参考
に、学習、研究がしやすい履修環境
について、e-ラーニング教材を作成
する。

学務課
（大学院）

15 優秀な外国人学生
の受入れを推進す
るため、広報活動
の方法・体制につい
て検討・工夫する。

【外国人学生の受入に向けた広報の実施】
（医学研究科）
　英語版ホームページに、詳細なコース内容を紹介したペー
ジを新たに追加した。

（保健医療学研究科）
　外国人の受入を推進するため、英語版ホームページを作成
した。

10 英語版のホーム
ページについて、
日本語版と同等の
内容を提供するよ
う充実を図る。ま
た、外国人向け広
報活動の体制の充
実に向け、学内各
関係委員会と連携
を図りながら検討
する。
（再掲Ｎｏ．９４）

【英語版ホームページの充実に向けた検討】
（医学研究科）
　教務委員会において、英語版の「募集要項」をホームページに掲載する
ことについて検討した結果、募集要項の掲載は必要であるが、併せて講義
内容などの掲載も必要であり、そのためには外部委託を含めたホームペー
ジの作成方法や、所要予算、掲載時期について、なお調整を要することか
ら、引き続き、検討することとした。

（保健医療学研究科）
　外国人学生からの問い合わせに配慮し、英語版ホームページにおいて、
各科目の担当教員を新たに明示した。

【外国人向け広報活動の体制充実に向けた学内各委員会との連携】
　留学生をはじめ、外国人向けに提供する情報の充実について、平成２２
年６月に設置された札幌医科大学広報委員学生広報部会との連携を図りな
がら検討を進めることとした。

Ａ 3

（両研究科）
外部委託化等により、英語版のホー
ムページについて充実を図る。

学務課
（大学院）

平成１９～２１年度の実施状況中期計画
平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
イ　教育課程

中期
目標

№ №

17 地域におけるチー
ム医療の重要性を
学習するため、効
果的な体験実習を
推進する。

【チーム医療のための効果的な体験学習の推進】
（医学部）
　地域密着型チーム医療実習について、平成19年度の実施成
果を踏まえて、平成20年度においてはコミュニケーション
力・能動的学習態度を身につけること等に重点を置いた内容
で、根釧地区に加えて、新たに西紋別地区でも実施した。

（保健医療学部）
　両学部合同で実施する「地域密着型チーム医療実習」や
「地域医療合同セミナー」を自由選択科目として教育課程表
に登載し、単位付与も行った。
　「地域医療合同セミナーⅠ、Ⅱ」は、当初放課後等の時間
外で実施していたが、平成22年度より正規の時間帯で実施す
ることとした。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医、保）

平成１９～２１年度の実施状況中期計画

【教育目標に沿ったカリキュラムの編成】
（医学部）
　平成22年度にカリキュラムを改正した。
※主な改訂点
・講義時間を60分から90分とする。
・専門教育については、医学教育モデル・コア・カリキュラ
ムに準拠しつつ、主に学問体系により授業科目を再編すると
ともに、基礎医学系（生理系、病理系、社会医学系）、臨床
医学系（内科系、外科系）の流れについて開講時期を整理。
　
（保健医療学部）
　平成19年度に、カリキュラム変更申請を行い、自由選択科
目を設定した。
　平成21年7月の保健師助産師看護師法の改正により、その
後の保健師学校・看護師学校指定規則が改正され次第、カリ
キュラム変更に向けた具体的検討に入ることとした。

【医療人育成センターの開設】
　平成20年10月に、教育センターとして、「医療人育成セン
ター」を設置した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

16

－ 4

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成22
年度計画

（ア）学士課程
 教育をめぐる環境の変化に対応し、効果的な教育課程の編成に取り組む。

学務課
（医、保）

平成２３～２４年度の実施予定

－

【両学部共通】
本学の理念や教育
目標に沿ったカリ
キュラムの編成に
努めるとともに、全
学的見地から教育
活動全般の企画・
実施・検証・改善を
行うため、教育セン
ターの整備につい
て検討する。

年度
評価

中期
計画
自己
評価

－

事務局

25



26

№ №

18 英語力向上のため
ＴＯＥＦＬ、ＴＯＥＩＣ、
語学研修の実績等
を活用した単位認
定を行う制度の充
実を図るとともに、
支援する体制を検
討する。

11 学生の英語力向上
のため、ＴＯＥＩＣな
どの受験者に対す
る支援について検
討する。

【ＴＯＥＩＣ等の受験者に対する支援・検討】
　医療人育成センターにおいてＴＯＥＩＣ等の受験予定者（希望者）に対
して、個別に相談に応じたほか、テキストの紹介や学習方法の助言指導な
どを積極的に行った。
　その結果、平成22年度において、合計４名（１学年：３人、２学年：１
人）から単位認定の申請があり、教授会の審議を経て、単位を付与した。

Ａ ー 学務課
（育）

12 アルバータ大学に
おける英語研修プ
ログラムを推進す
る。

【アルバータ大学での英語研修プログラムの推進】
　アルバータ大学語学研修プログラム（8月1日～8月22日）に両学部から10
名の学生が参加した。(医学部～8名、保健医療学部～2名)
　参加学生のうち2名(医学部1名、保健医療学部1名)が単位振替を希望し認
められた。

Ａ

アルバータ大学における英語研修プ
ログラムを推進する。

経営企画課
（国際交流）

19 両学部間の連携を
強化し共通科目の
開講について検討
する。また、学部
間、他大学との単
位互換制度の導入
について検討する。

13 リメディアル教育を
含めた両学部共通
科目の開講や、両
学部間における単
位互換制度の導入
に向け、医療人育
成センター教育開
発研究部門を中心
に検討する。

【両学部共通科目の開講】
　両学部共通科目については、「心理学（医学部）」と「心理学概論（保
健医療学部）」を平成23年度から開講することを決定した。

【学内における単位互換制度の導入】
　単位互換については、「物理学（医学部）」と「生命の物理学（保健医
療学部）」の科目で平成23年度から導入することを決定した。 Ａ

医療人育成センターを中心に、新た
に両学部で開講が可能な科目（共通
科目）について検討し、導入する。

学務課
（育）

14 保健医療学部にお
いて、他大学の調
査結果を踏まえ、
単位互換制度の導
入に向けてメリッ
ト・デメリットなど具
体的な課題等につ
いて検討を行う。
（再掲No２９)

【他大学との単位互換制度の導入に向けた検討（保健医療学部）】
　カリキュラム委員会において検討した結果、首都大学東京、北里大学、
埼玉県立大学、鹿児島大学の先行事例等から、通学に係る学生の経済的・
時間的な負担、制度導入及び維持に係る人的・財政的負担に見合う効果
が、保健医療系学部には十分認められないとして、保健医療学部では導入
しないとの結論を得た。

Ａ ー
学務課
（保）

平成22
年度計画

【ＴＯＥＦＬ等を活用した単位認定】
（医学部）
　ＴＯＥＦＬ等については、規程に基づき随時単位認定を
行っており、新入生ガイダンスを活用するなど、積極的な周
知も図った。
　医療人育成センターと連携してＴＯＥＦＬ、ＴＯＥＩＣ等
に関する情報提供等を行い、学生の自主的な英語学習の支援
を行った。

（保健医療学部）
　ＴＯＥＦＬ等の得点やアルバータ大学語学研修の成績に基
づく英語の単位認定を行っており、新入生オリエンテーショ
ン等の機会を捉え学生へのさらなる周知を図った。
　また、教務委員会で検討を行い、英語担当教員への聴き取
りなどを通じて現状把握・問題点の抽出を行い、支援方策を
提言した。

【英語力向上に向けた取組】
　カナダアルバータ大学語学研修を次のとおり実施した。
⑲日程：8/5～8/26（３週間） 参加者：8名
⑳日程：8/3～8/24（３週間） 参加者：9名
　なお、平成21年度については、新型インフルザの流行によ
り応募者が４人と最少催行人数を下回ったため、国際交流委
員会でやむを得ず中止が決定された。

【両学部共通科目の開講】
　「地域医療合同セミナー」、「地域密着型チーム地域医療
実習」、「双方向医療コミュニケーション医療概論」を開講
した。

【学部間、他大学との単位互換制度導入の検討】
（医学部）
　平成19年度に道内3医育大学間で特別聴講学生に関する協
定を締結し、単位互換を各大学の判断で可能としている。

（保健医療学部）
　道外の保健医療系大学の状況を調査し、一部の大学から単
位互換制度の導入状況についての資料を得るとともに、その
内容や実施にあたっての課題を確認した。

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
年度
評価 事務局

3

3

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定



№ №

20 学習目標との整合
を適時点検し、カリ
キュラムを企画する
初期段階から、適
切に教員を配置す
ることやティーチン
グ・アシスタント（Ｔ
Ａ）を活用したプロ
グラムの作成など
の工夫を行う。

【カリキュラム企画段階における適切な教員配置】
　医療人育成センターの教員が両学部のカリキュラム委員会
に参画してカリキュラムの企画・検討を行った

【ティーチング・アシスタント（TA）を活用したプログラ
ムの作成】
　TAを活用したプログラムとして、医学部の「生化学実習」
の講義や保健医療学部では「保健医療総論」の実習などがあ
り、実習、演習の補助として効果的に実施している。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 学務課
（医、保）

21 【医学部】
医学概論・医療総
論等のカリキュラム
を検証し、教養教
育・基礎教育と専門
教育の効果的な統
合の取組みを強化
する。

【医学総論・医療総論等のカリキュラム検証】
　平成21年度から「医学概論・医療総論1」を実習に変更
し、教養教育科目の講義が中心である第1学年のうちから、
専門教育の一環である医療機関における早期体験実習を行う
ことにより、医師に求められる多角的な能力を理解させるこ
ととした。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医）

22 地域医療に貢献す
る人材を育成する
ため、プライマリー
ケア、総合診療医
育成教育、地域医
療、地域保健政策
などに関する講義・
実習の充実を図
る。

【地域医療に関する講義・実習の充実】
　プライマリーケア等の講義を充実するため、平成20年度か
らモデル・コア・カリキュラムに沿った科目である「地域医
療」を新規開講した。
　平成20年度に「地域医療合同セミナー1」を正式なカリ
キュラムとしたのに続き、平成21年度には「地域医療合同セ
ミナー2」をカリキュラムに加えた。
　平成20年度から特別推薦枠の学生を対象に、地域医療総合
医学講座において定期的にミーティングを行った。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医）

23 臨床実習教育カリ
キュラムを検証し、
診療参加型臨床実
習（クリニカル・ク
ラークシップ）に関
する指針を平成２０
年度までに作成す
るなど、臨床実習教
育の充実を図る。

【クリニカル・クラークシップ指針の策定】
　平成20年度に「クリニカル・クラークシップ指針（平成21
年度版）」を作成した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 －
学務課
（医）

平成22
年度計画

平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
年度
評価中期計画

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

27



28

№ №

24 適切に臨床実習開
始前共用試験（ＣＢ
Ｔ、ＯＳＣＥ）を実施
し、カリキュラムの
改善・充実に結びつ
ける。

【臨床実習開始前共用試験の実施】
　CBTが進級要件化されたことにより、CBT対策として平成20
年度カリキュラムから１週間のISTを新設した。
　OSCEにおける評価の客観性を高めるため、評価者を１名か
ら２名とするなど改善・充実を図った。
　平成22年度からのカリキュラム改訂の中で、臨床実習開始
前共用試験の実施結果の検証も踏まえて検討し、臨床医学系
の開講時期（内科系から外科系へ）を改めて整理した。
　また、「医学概論・医療総論４」及び「臨床入門」の中
で、臨床実習前に修得しておくべき必要な事項を教授した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医）

25 個々の学生の学問
に対する興味、専
門教育への意欲を
促すため、新入生
セミナー等少人数カ
リキュラムの充実を
図る。

【少人数カリキュラムの充実】
　「医学概論・医療総論」について、「医学概論・医療総論
教育企画委員会」において検討し、「医学概論・医療総論
１」を平成21年度から少人数グループ編成による早期体験実
習に変更した。
　また、平成21年度よりPBLチュートリアルで大教室型を試
行的に導入するなど、カリキュラムを検証した上で必要に応
じた変更を行った。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医）

26 【保健医療学部】
地域医療の実情や
他分野の医療専門
職への理解を深め
るため、地域医療・
チーム医療に関す
る講義・実習の充実
を図る。

【地域医療・チーム医療に係る講義・実習の充実】
　地域医療・チーム医療について、医学部との合同授業であ
る「地域医療合同セミナー」や「地域密着型チーム医療実
習」を実施し、自由選択科目として単位を付与するなどして
充実を図った。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医）

27 専門職としての最
先端の知識と技術
の効率的な学習を
進めるため、平成２
３年度までにカリ
キュラムを見直し、
充実を図る。

【カリキュラムの充実・見直し】
　「保健医療学総論」など各学科の横断的な科目について実
習先の拡大や学生による実習先の選択、またＧＰ科目との振
り替えなどの改善を図った。
　平成21年7月の保健師助産師看護師法改正に伴い、平成23
年度に、国における法律及び指定規則の改正やこれまで検討
した現行の専門教育カリキュラムに係る改善・充実方策を踏
まえた新カリキュラムを策定することとした。

15
再掲

各種専門教育に関
し、保健医療学部
において、法改正
などによる国の動
向を踏まえ、カリ
キュラムの充実に
向けた検討をす
る。（再掲No.３）

【カリキュラムの充実に向けた検討（保健医療学部）】
　平成22年4月の保健師課程に関わる指定規則の改正を受け、専門教育に関
し、カリキュラム委員会で検討し、
・平成24年度から新カリキュラムに移行することとし、平成23年度中に変
更申請を行うこと
・保健師教育については選択制とする方向で検討すること
・看護学科のカリキュラム見直しに併せて、理学療法学科、作業療法学科
についてもカリキュラムを見直すこと
などを決定した。

Ａ 3

（保健医療学部）
国における法律及び指定規則の改正
やこれまで検討した現行のカリキュ
ラムに係る改善・充実方策を踏まえ
た新カリキュラムを策定する。

学務課
（保）

28 附属病院及び学外
の医療機関等との
連携を深めるなど
臨床教育・実習の
体制を整え、体験
的学習の充実を図
る。

【臨床教育・実習の体制整備】
【体験的学習の充実】
　各学科において、実習先の実習指導者を招いて会議を開催
し、密接な連携のもと実習科目を運営し、豊富な症例と実地
医療の実態に接することにより、体験的学習の充実を図っ
た。

※臨床実習指導者会議開催件数
⑲20回、⑳14回、㉑�13回

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（保）

年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期
計画
自己
評価

中期計画
平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定 事務局平成１９～２１年度の実施状況



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
イ　教育課程

中期
目標

№ №

29 【両研究科共通】
学生が研究を効率
よく進めることがで
きるよう、教育指
導・研究プログラム
を検証し、改善・充
実を図る。特に、共
通講義の活用や科
目選択の再編等に
ついて検討する。

16 学生の卒業後の進
路を調査し、学生
に対する教育、研
究指導などの成果
を教務委員会など
で検証する。また、
保健医療学研究科
では、院生の全て
の研究活動実績に
関するデータベー
スを構築する。

【学生の卒業後の進路調査】
（医学研究科）
　博士課程4年生に対し、学位論文提出時にアンケート用紙を配布し、卒業
後の進路調査を実施した。
　平成21年度のアンケート結果については10月の教務委員会で検証し、平
成22年度の調査項目に研究コース別、基礎系・臨床系別、主科目の授業評
価も追加したほか、e-ラーニングのみで共通講義の単位取得を可能とする
など、履修基準の変更を行い、教育指導・研究プログラムの改善・充実を
図った。

（保健医療学研究科）
　修了予定者に対し、調査票を配布し、卒業後の進路調査を実施した。

【院生の全ての研究活動実績に関するデータベースの構築】
（保健医療学研究科）
　取りまとめた研究業績をエクセルに集約し、データ検索を行えるデータ
ベースを構築した。さらに、データソフトにより情報管理を行えるよう準
備を進めた。
　

Ａ

（保健医療学研究科）
院生の研究実績を順次データソフト
に入力し、情報管理を行う。

学務課
（大学院）

17 保健医療学研究科
において、カリキュ
ラム再編に向けた
検討グループを設
置し、検討を進め
る。

【カリキュラム再編に向けた検討グループの設置】
　10月の研究科委員会において「保健医療学研究科カリキュラム委員会」
を設置した。
　同委員会において、保健医療学研究科カリキュラム再編に向けて、平成
23年度以降に行うべき検討項目等について取りまとめ、研究科委員会に報
告した。
（カリキュラム委員会）
①12/20  平成23年度運営に向けた課題と対応提案
② 1/6   現行カリキュラム運営に関する課題整理
③ 1/20  カリキュラム改訂作業に向けた提言の策定
④ 1/27  カリキュラム改訂の作業手順、スケジュールの提言

Ａ

（保健医療学研究科）
院生のこれまでの研究活動実績の取
りまとめ結果を踏まえ、共通講義の
活用や科目選択の再編を行う。

学務課
（大学院）

中期計画 年度
評価

平成22
年度計画

【教育指導・研究プログラムの検証】
（医学研究科）
　学位論文提出時に４年生に対し進路調査を実施し、集計結
果を基に、教育・研究指導成果の検証を行った。
　
（保健医療学研究科）
　学生に対する教育・研究指導成果を検証するため、大学院
生の全ての研究業績のとりまとめを開始した。
　また、専門看護師コース（クリティカルケア看護）の認可
を受けるとともに、専門看護師コース（小児看護）を開設
し、教育・研究指導プログラムの改善・充実を図った。

【共通講義の活用】
　平成19年度まで３種類であった共通講義を5種類に拡充し
たほか、知財講義の単位認定を行うなど、大幅に共通講義の
バラエティを拡充した。

平成２３～２４年度の実施予定
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

（イ）大学院課程
  研究の高度化・多様化に対応し、学生の専門知識・技術の習得と研究能力の向上が図られるよう教育課程を充実させる。

3

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況 事務局

29



30

№ №

30 学生の研究に対す
るモチベーションを
高めるため、研究
計画発表会への参
加と発表への指導
を強化する。

【研究計画発表会への参加・発表の指導強化】
（医学研究科）
　平成20年度に開設した博士課程「医科学研究コース」の学
生の研究計画発表会を実施した。
　また、平成21年度に修了生の学会発表件数について、各講
座に確認して集計を行った。

（保健医療学研究科）
　学生の研究に対するモチベーションを高めるため、学位論
文発表会を実施するとともに、指導教員が専門学会での発表
を奨励した。
　また、「研究計画審査委員会」を設置し、学生のスキルに
あわせた審査指導体制を構築した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 学務課
（大学院）

31 研究の成果として、
課程を修了する際
の学位論文を国内
外の医学誌等に投
稿するよう奨励す
る。

【学位論文の投稿奨励】
　両研究科専攻科目の指導教員がレフェリー制度のある英文
学術雑誌等への奨励を積極的に行った。

（医学研究科）
　「医学研究入門セミナー」において、英語論文作成の指導
を行ったほか、修了生の学会発表件数について各講座に確認
し、集計を行った。

（保健医療学研究科）
　研究の成果として、レフェリー制度のある雑誌への投稿を
奨励してきたが、その方策を検討するため、専門学会での発
表状況の取りまとめを開始した。

18  学位論文につい
ては、レフェリー制
度のある英文学術
雑誌などへの投稿
を奨励するほか、
過去の投稿の実績
調査を実施する。

【英文学術雑誌などへの投稿の奨励】
（医学研究科）
　授業などを通じ、積極的に奨励を行うとともに、投稿実績を調査した結
果、平成21年度は修了生29名中13名が英文雑誌にアクセプトされ学位申請
した。
　英文雑誌への投稿率は平成19年度は29％、平成20年度は32％、平成21年
度は44％と増加している。
　なお、平成22年度については、平成23年4月1日現在20％（30名中6名）で
あるが、1年以内に英文雑誌にアクセプトされるものが平成21年度と同程度
見込まれる。

（保健医療学研究科）
　レフェリー制度のある雑誌へ投稿するためには、本学の倫理審査委員会
の承認を必要とするため、１月に「倫理委員会審査に関する説明会」を開
催し、担当職員から必要書類・手続き等について説明を行った。
　また、平成21年度及び平成22年度における院生の投稿実績研究業績の取
りまとめを行った
　※投稿実績…７８名中１６名投稿（H21年度）
　　　　　　　８３名中１６名投稿（H22年度）
　　　　　　　　※その他に修了生４名がH22に投稿

Ａ

（医学研究科）
学位論文については、大学院修了時
までに、コアジャーナル（英文雑
誌）にアクセプトされて、学位申請
をする学生が５割を越えることを目
指す。

学務課
（大学院）

19 学生の優秀な論文
を表彰する制度に
ついて他大学の調
査を踏まえ、教務
委員会などで検討
する。

【論文表彰制度の検討】
（医学研究科）
　北海道大学などの３大学の調査結果を踏まえ、教務委員会で検討を行っ
た結果、選考の基準が難しいこと、大学院4年間で選考するのは困難と結論
を得たことから、大学院生に限定せずに若手研究者を対象に含め、大学院
の枠を越えた表彰制度を引き続き検討することとした。

（保健医療学研究科）
　10月に北海道大学などの５大学に聞き取り調査を行い、運営会議で検討
した結果、表彰以前に院生の業績整理、環境整備が先であるとの理由か
ら、当面、表彰制度を見送ることを決定し、11月の研究科委員会において
承認された。

Ａ

（医学研究科）
学生の優秀な論文を表彰する制度に
ついて他大学の調査を踏まえ、導入
の可否について結論を得る。

学務課
（大学院）

3

中期
計画
自己
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定

平成22
年度計画

事務局中期計画 平成１９～２１年度の実施状況



№ №

32 学生による授業評
価等を平成２０年度
までに実施し、教育
内容や教育・研究
指導の実施体制の
改善への参考とす
る。

【学生による授業評価の実施】
（医学研究科）
　平成20年度から大学院共通講義において、講師の質や講義
内容に関する選択式の授業評価を実施し、その結果を各講師
宛に通知した。

（保健医療学研究科）
　教育内容や教育・研究指導の実施体制改善の参考とするた
め、授業評価の様式を作成し、平成21年度にトライアルを実
施した。（平成22年度から授業評価を正式に実施。）

20 学生による授業評
価などにあたり、様
式などの見直しを
行うなど、教育内
容などの改善に向
けて教務委員会な
どで検討する。

【学生による授業評価結果の検証】
（医学研究科）
　授業評価の様式に関し、自由記載の意見欄を追加する見直しを行った。
　また、授業評価で低評価をつけた学生の内訳について、教務委員会で検
証した結果、文系出身で修士から博士課程に進学した者やコメディカルな
ど医師免許を持たない学生に低評価をつけた割合が多かったことから、平
成23年度から博士課程に進学した際の講義内容に関し、これらの医師免許
を持たない学生について配慮するよう担当教員に伝えた。
　
（保健医療学研究科）
　研究科運営会議において授業評価の様式を検討し、自由記載の意見欄を
追加する様式の見直しを行った

Ａ 3

（保健医療学研究科）
授業評価について、平成22年度に実
施された学生との情報交換会での意
見を反映し、実施する。

学務課
（大学院）

33 国内外の他大学院
との単位互換制に
ついて、他大学の
授業科目の内容等
を十分考慮し、導入
を検討する。

21 北海道大学、旭川
医科大学との単位
互換について、各
大学と連携を取り
ながら学生に対し
て他大学の授業科
目内容の情報提供
を図る。

【授業科目内容の情報提供】
　単位互換が実施可能なセミナーや関係者による打合せ時等を通じて、各
大学の授業科目内容等について、情報交換を図ったほか、授業内容につい
て、ホームページに掲載し広く周知を行った。
　
※情報交換を図った会議
　・7月1日　「養成ボード会議」
　・10月19日「特別セミナー」
　・11月20日「薬物療法講演会」

Ａ ー 学務課
（GP）

22 ５大学連携事業に
おける単位振替の
あり方について、
研究科委員会で検
討する。

【５大学連携事業における単位振替のあり方検討】
　医学研究科修士課程運営委員会において、5大学連携事業で履修した単位
について検討した結果、必修の30単位には組み入れないこと、修了した場
合の単位取得は認めるとの結論を得た。 Ａ ー

学務課
（大学院）

34 【医学研究科】
ＭＤ－ＰｈＤコース
の教育成果を検証
し、改善・充実を図
る。

【ＭＤ－ＰｈＤコースの検証・改善】
　ＭＤ－ＰｈDコースについて副研究科長が個別に学生から
聴取を行ったところ、経済的支援の要望があったことから、
札幌医科大学学術振興会から研究助成を受けられるよう検討
を行ったほか、平成21年度から研究助成の対象者はリサーチ
アシスタント（RA）の適用を優先的に受けることができるこ
ととなった。

23 ＭＤ－PｈＤコース
について学生の意
見を聴取し、教務
委員会で教育成果
を検証し、改善を
図る。

【ＭＤ－ＰｈＤコースの検証・改善】
　10月にＭＤ.ＰｈＤプログラム（前期・後期）アンケートを行い、集計結
果を10月の教務委員会で報告・検証したほか、学会発表や参加の機会があ
り刺激になったことや、どのような研究を行っているのか説明して欲しい
等の意見があったことから、平成23年度のＭＤ.ＰｈＤプログラム説明会に
おいてこれらの意見を反映する内容とすることとした。
　また、博士課程の履修基準を見直し、ＭＤ.ＰｈＤプログラムの学生もe-
ラーニングのみで共通講義の単位取得が出来るように改善した。

Ａ 3

（医学研究科）
ＭＤ－ＰｈＤコースについて学生の
意見を聴取し、教務委員会で教育成
果を検証し、改善を図る。

学務課
（大学院）

35 学生の要望、社会
の研究要請等を検
証し、専攻間におけ
る領域、科目の再
編について検討す
る。

【臨床医学研究コースの設置】
　学生の要望、社会の研究要請等を踏まえ、平成20年度に
「臨床医学研究コース」を設置した。

- ２４年度に計画登
載予定のため、年
度計画なし

－ － 3 － 学務課
（大学院）

【他大学院との単位互換性の検討】
　北海道大学、旭川医科大学との単位互換制について医学研
究科教務委員会において検討を行い、平成19年度に単位互換
に関する協定を締結（平成19年5月8日）した。
　また、平成21年度に5大学連携事業により5大学間（千歳科
学技術大学、北海道医療大学、小樽商科大学、室蘭工業大
学、札幌医科大学）で単位互換協定を締結(平成22年3月9
日）した。

4

事務局

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成22
年度計画

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
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№ №

36 多様な知識と技術
を持った医学研究
者・教育者、あるい
は、医学知識を必
要とする高度職業
分野で活躍できる
人材を育成するた
め、平成２０年度に
医学研究科に修士
課程を開設する。

【修士課程の開設】
　平成20年度に医学研究科修士課程を開設した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（大学院）

37 広い視野に立った
総合的かつ独創的
研究を目指す人材
の育成を目的とし
て、学内外の教員
等により行う医学研
究セミナー等を充実
する。

【医学研究セミナー等の充実】
　平成20年度にそれまで3種類であった共通講義科目を5種類
に増設したほか、知財講義を単位認定するなど、幅広い知
識・技術習得の機会を提供した。
　開催予定のセミナーについて、各講座所属の大学院生に案
内パンフレットを配付するとともに、医学研究科委員会にお
いて、各指導教員に対して、大学院生の積極的な参加につい
て周知した。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（大学院）

38 【保健医療学研究
科】
保健医療専門職と
して社会の要請に
応えた高度専門的
知識・技術の習得
のため、実践力向
上の場を充実する。

【調査研究フィールドの充実】
　調査研究フィールドの充実に向け、次のとおり実施した。

・北大、道教育大、病院等と連携交流を実施。
・早稲田大学スポーツ科学学術院及び全日本スキー連盟と連
携協定を締結。

24 他大学、研究機
関、医療機関など
の連携において、
これまでの交流を
基盤に、これらの
機関などとの協同
で研究集会などの
開催を推進してい
く。

【他大学との研究集会の開催】
　大学連携協定を締結している早稲田大学スポーツ科学学術院と合同で研
究集会を開催した。

※開催日時…12月4日
　場所…早稲田大学大隈講堂
　参加者数…50名

Ａ 4 ー
学務課
（大学院）

事務局
年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
中期計画 平成１９～２１年度の実施状況



№ №

39 各専攻相互に連携
した教育・研究指導
を強化し、保健医療
領域における教育
の充実を図る。

【教育・研究指導の強化】
　教育研究体制の高度化を目的に、平成20年度より検討を進
めてきた理学療法学・作業療法学専攻の領域再編の最終調整
を行い、平成22年度から実施できる体制を整えた。

25  時代のニーズに
見合う、より充実し
た教育プログラム
を推進するため、
臨床高度化を目指
すカリキュラムの
検討を行う。また、
看護学専攻が実施
するような臨床
ベースの修士課程
などの設置の可能
性を理学療法学・
作業療法学専攻で
も検討し、臨床を
基盤とした専攻間
の連携をすすめ
る。

【臨床高度化を目指したカリキュラムの検討】
（看護学専攻）
　臨床フィールドを活用するために、看護師・助産師による専門外来の開
設に向けた調整を附属病院と進めた。

（理学療法学・作業療法学専攻）
　専攻代表会議において、理学療法と作業療法学間及び臨床フィールドを
活用するための前提となる附属病院との連携について検討を行ったほか、
附属病院リハビリテーション部との連携協力の体制について検討を行っ
た。 Ａ 3

（保健医療学研究科）
看護学専攻ＣＮＳプログラムの充実
や、助産師教育、保健師教育および
ＰＴ・ＯＴ専攻の臨床専門教育な
ど、臨床高度化を推進するためのカ
リキュラムを導入する。

学務課
（大学院）

平成22
年度計画

【専門看護師コースの検証】
　専門看護師コースの教育成果の充実を図るため、学生から
意見を聴取し検討した結果、実践力を養うために第１学年後
期から臨床へ赴くことを決定した。
　また、その体験を第2学年の臨地実習に活用できるよう準
備を進めた。

Ａ 3

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成１９～２１年度の実施状況

26 専門看護師（クリ
ティカル看護、精
神看護、小児看
護）コースについて
は入学生の拡大を
はかり、高度専門
的知識・技術の習
得の場及び高度臨
床研究の推進の場
として、本学附属
病院および機関関
連病院における大
学院生の教育研究
環境を充実する。

40 専門看護師（クリ
ティカルケア看護、
精神看護）コースの
教育成果等につい
て検証し、充実を図
る。

事務局

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

（保健医療学研究科）
開設コースの再編や附属病院との連
携を進める。

学務課
（大学院）

年度
評価

【専門看護師コースの入学生の拡大】
  試験合格者を増やすため、希望者を対象に試験科目である外国語（英
語）の勉強会を開催し、入学者の拡大を図った。
　これにより、各コースの平成23年度入学者数は次のとおりとなった。
（（　）内はＨ２２入学者数）
　・精神看護コース…４名(０名）
　・小児看護コース…２名(０名）

【附属病院等における大学院生の教育研究環境の充実】
・クリティカルケア看護コース
　実習病院において、看護部長、副看護部長及び本学のクリティカルケア
看護コースの修了生らの指導の下で、臨地実習を実施した。また、附属病
院との連携を強化すべく看護部と保健医療学研究科との情報交換や事業連
携などを進めている。（実習病院：本学附属病院高度救急救命センター、
集中治療部門）
・精神看護コース
　学生らは実習病院の専門看護師から臨床講義を受け、さらに見学実習を
実施した。（実習病院；林下病院、五稜郭病院）
・小児看護コース
　教授のほか、准教授の教育研究分野を新たに加え、研究指導領域を再編
した。

中期計画

33



34

中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
ウ　教育方法

中期
目標

№ №

41 講義、演習、実験、
フィールドワークな
ど、多様で効果的な
授業形態を設定し、
学生が関心を持ち
理解を進める授業
を実施する。

【多様で効果的な授業形態の設定】
（医学部）
　平成21年度から「医学概論・医療総論１」を従来のグルー
プ学習（演習）から札幌市内の医療機関における早期体験実
習に変更し、医師や看護師などの業務に同行して観察し、医
師に求められる多角的能力を理解させることとしたなど、カ
リキュラムの検証と効果的な編成を行った。

（保健医療学部）
　カリキュラム委員会で検討を行い、国家試験合格率や学生
による授業評価等の観点から検証を行い、現状の授業形態で
おおむね良好であるとの結果を得た。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 学務課
（医、保）

平成１９～２１年度の実施状況 事務局
年度
評価

情報技術の活用、授業形態の多様化などを図り、教育方法を充実する。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定
中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

中期計画

42 個人を重視した教
育を行うため、
チュートリアル教育
など少人数教育の
充実を図る。なお、
チュートリアル教育
の教育課程全体の
中での位置づけに
ついて検証する。

【少人数教育カリキュラムの充実】
（医学部）
　少人数教育であるＰＢＬチュートリアルについて、学生評
価を行い、毎年クールごとに取りまとめて報告書にし、教育
効果を検証した。
　ＰＢＬの実施の際にはチューターへの説明会やチューター
会議を行っているほか、シナリオ作成のためのＦＤの実施、
平成20年度にはＰＢＬのラージクラスモデルのＦＤワーク
ショップを実施するなど、チューターのレベルアップを図っ
てきた。
　平成21年度には、ＰＢＬチュートリアルの中で、ラージク
ラスモデルを取り入れ、学生の評価も踏まえて実施結果を検
証し、今後の大教室型の改善に生かすこととした。

【チュートリアル教育の教育課程全体の中での位置づけに
係る検証】
　毎年度のカリキュラムの編成において、チュートリアル教
育について検証を行い、医学４年生の通年科目としているほ
か、生涯学習者としての（知識・学識・技能・講堂）を修得
するために、少人数グループを通してチューターにより個別
指導のもと事例（ケース）の有する諸問題をグループで討議
することにより、学習すべき項目を自ら発見し、個々に必要
な総合的自己学習能力を養成するとともに、対人技能を身に
付けることを目的とし、医学４年生の通年科目としている。
　

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 学務課
（医）



№ №

43 体系的なＦＤ活動に
取り組むとともに、
学生による授業評
価も参考とするなど
して授業方法の向
上を図る。

27 教員の教育歴など
に応じた階層別ＦＤ
の実施や、ベー
シックＦＤ、アドバン
スＦＤ、ＳＤを実施
する。

【ＦＤ活動の実施】
　次のとおりＦＤ活動を実施した。（参加人数：延べ212名）

　・ＦＤワークショップ1回(12/7)
　・ＦＤセミナー3回(1/11,1/18,2/21)
　・新任教員研修1回(12/20)

Ａ ー 学務課
（育）

28 授業評価の実施結
果を授業へ反映さ
せる方法などにつ
いて検討を行うた
め、全学的な委員
会の設置について
検討する。（再掲
No.４９）

【教育評価委員会の設置】
　平成22年7月に、本学教員の教育能力の向上、本学における教育水準及び
質の向上を図ることを目的に、学長を委員長とする「札幌医科大学教育評
価委員会」を設置した。
　授業評価結果の授業反映方法について検討を行った結果、両学部とも
ホームページ上で公表を行うこととし（委員会決定:H22.10、公表日
12/9）、結果の周知に努めたほか、授業評価に係るアンケート項目につい
て見直しを行った。
　
＜主な変更点＞
①授業評価質問項目を両学部で統一、②自由設問の設定、
③両学部自由意見記載の導入など

Ａ

授業評価結果の授業への反映方法に
ついて検討し、実施する。

学務課
（育）

44 多様な教養・専門
教育を提供し、学
士・大学院課程に
おける本学の授業
科目を補完するた
めに、他大学との単
位互換について検
討する。

【他大学との単位互換に向けた検討】
（医学部）
　平成19年度に道内３医育大学間で特別聴講学生に関する協
定を締結済みであり、単位互換を各大学の判断で可能として
いる。

（保健医療学部）
　道外の保健医療系大学の状況を調査し、一部の大学から単
位互換制度の導入状況についての資料を得るとともに、その
内容や実施にあたっての課題を確認した。

29
再掲

保健医療学部にお
いて、他大学の調
査結果を踏まえ、
単位互換制度の導
入に向けてメリッ
ト・デメリットなど具
体的な課題等につ
いて検討を行う。
（再掲No.１４）

【他大学との単位互換制度の導入に向けた検討（保健医療学部）】
　カリキュラム委員会において検討した結果、首都大学東京、北里大学、
埼玉県立大学、鹿児島大学の先行事例等から、通学に係る学生の経済的・
時間的な負担、制度導入及び維持に係る人的・財政的負担に見合う効果
が、保健医療系学部には十分認められないとして、保健医療学部では導入
しないとの結論を得た。

Ａ 4 ー
学務課
（保）

事務局平成２３～２４年度の実施予定
平成22
年度計画

3

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

中期
計画
自己
評価

年度
評価平成１９～２１年度の実施状況

【体系的なＦＤ活動の取組】
　医療人育成センターの開設に伴い、それまで医学部及び保
健医療学部それぞれが組織していたＦＤ委員会を、有機的・
発展的に統合した「札幌医科大学ＦＤ委員会」を設置（平成
21年9月）し、今後の本学におけるＦＤ活動について、全学
的に企画・実施していくこととした。

【学生による授業評価の実施】
（医学部）
　毎年、学生による授業評価を実施しており、授業評価の結
果は冊子としてまとめ、教員にフィードバックした。

（保健医療学部）
　授業評価結果について教員に周知するとともに、結果を
ホームページ上で公開した。

35
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№ №

45 情報技術を利用し
た教育を推進する
など、学習環境の
改善・整備を図る。

【情報技術を利用した教育の推進に向けた検討】
（医学部）
　一部科目において、e-ラーニングやデジタルポートフォリ
オなどITを活用している。
　更に情報系の科目の担当教員から聞き取り調査を行い、教
務委員会でその聞き取り内容や学生アンケート結果などをも
とに検討を行った。
　例えばｅ－ラーニングは大学院など遠隔地で受けるような
場合は有効であるが、学部学生については大学で講義に出席
することが基本であり、本学においては試験等を受けるため
に必要な出席時間も規定されている。
　こうしたことからＩＴを導入して便利化することにより講
義の欠席が多くなるという影響も考えられ、ＩＴを活用する
かどうかは教員の判断とすることとした。

30 ＩＴを利用した教育
方策の課題につい
て、大学全体の調
整を図るため、総
合情報センターが
中心となり、学部・
大学院などの実務
者レベルの検討組
織を設置する。（再
掲No.４０）

【e-ラーニング取組方針調査検討委員会の設置】
　全学的なe-ラーニングの取組方針を調査検討するため、教育研究評議会
の下に、実務者レベルの「e-ラーニング取組方針調査検討委員会」を設置
し、附属総合情報センターが中心となり、以下のとおり検討を行い、検討
結果について学長に答申の上、教育研究評議会に諮った。
※委員会での主な検討内容
　・各部局におけるe-ラーニング導入の可能性と要件について
　・他の医療系大学における取組
　・本学における現在の取組　など
※今後の方向性
　・e-ラーニングの専門部署の設置に向けた検討の必要性
　・e-ラーニングを実施する上で必要な条件や課題などについて十分な知
識の取得と全学的な共通認識を図るため、ＦＤの教育セミナーにおける今
後の方向性を含めた内容の講演の実施

Ａ 3

e-ラーニングを実施する上で必要な
条件や課題などについて十分な知識
の取得と全学的な共通認識を図るた
め、ＦＤの教育セミナーにおいて、
今後の方向性を含めた内容の講演を
実施する。

総合情報セ
ンター
学務課
（医、保、
育、
大学院）

46 医学部において
は、学生に教育者・
研究者としての自
覚を促すため、
ティーチング・アシ
スタント（ＴＡ）制度
及びリサーチ・アシ
スタント（ＲＡ）制度
を検証し、改善を図
る。また、保健医療
学部においては、Ｔ
Ａ制度及びＲＡ制度
の導入について検
討する。

【医学研究科におけるＴＡ・ＲＡ制度の検証】
　医学研究科におけるＴＡ・ＲＡ制度は、既に平成9年度か
ら導入されており、修士課程への適用については、平成20年
度から拡大して運用済であり、その運用状況を踏まえ、より
効果的な運用を今後、検討することとした。

【保健医療学研究科におけるＴＡ・ＲＡ制度の導入に向け
た検討】
　教務委員会などでＴＡ・ＲＡ制度の導入に向けた検討を行
い、その結果、平成20年度から、ＴＡ・ＲＡ制度の運用を開
始した。

31  医学研究科修士
課程におけるＴＡ
制度の課題を教務
委員会などで検討
する。

【医学研究科におけるＴＡ制度の課題検討】
　修士課程学生のＴＡ採用にあたり、それまで、採用時間数・支給額にバ
ラツキがあり、公平性に欠けるなどの課題があったことから、平成22年度
から一律50時間で65,000円の支給とする内容を決定し、申請者全員をＴＡ
として採用し、改善を図った。
　またＴＡ制度の採用によって、修士課程の学生が、学部学生の実習を行
うための資料収集・作成補助を経験する機会を構築した。

Ａ 4 ー
学務課
（大学院）

事務局
年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成22
年度計画

中期
計画
自己
評価

中期計画 平成２３～２４年度の実施予定平成１９～２１年度の実施状況



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標
エ　成績評価

中期
目標

№ №

48 シラバス（授業要
目）について、到達
目標、評価方法、評
価基準等の記載方
式を統一するなど、
工夫・改善を図る。

【シラバスの記載方式の統一】
（医学部）
　カリキュラム委員会で検討し、平成21年度版からシラバス
の科目別要覧に授業科目の到達目標を、平成22年度版から学
習教育目標、学習上の助言、評価方法（試験、小テスト、レ
ポート、成果発表等の割合）を記載することとした。

（保健医療学部）
　シラバスの項目として、既に評価方法、基準を設定してい
るほか、記載方法についてほぼ統一したものとなるよう検討
することとした。

32 標準的な評価方
法・基準の例や具
体的な評価方法、
試験やレポートの
評価基準について
検討を進める。

【シラバスにおける評価方法・基準に係る検討】
（保健医療学部）
　教務委員会や学生担当教員で平成22年度シラバスについて、設定した評
価方法や基準、記載内容、記載方法について検証し、現状において適切な
ものとなっていること、また評価方法は授業形態によって異なるため、現
状を超えた基準等を作成する意義等は見いだせないとの結論に至り、教務
委員会に報告し、今後は記載内容のチェックをより強化していくことを決
定した。 Ａ 4 ー 学務課

（医、保）

－

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

教育効果や目標達
成度の測定方法を
確立し、厳正かつ
公平な成績評価方
法等を整備する。

47

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況

－－

-

事務局

客観的で明確な基準に基づき厳正な成績評価を行い、学生の進級・卒業時の質の保証を確保する。

4

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

（２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

学務課
（医、保）

【厳正かつ公平な成績評価方法の整備】
（医学部）
　厳正かつ公平な成績評価に向けて、ＣＢＴ問題や
AdvancedOSCE課題、卒業試験問題について教員によるブラッ
シュアップを実施した。
　AdvancedOSCEについては、評価者を２名とし、終了後に関
係者により改善すべき点等について協議したほか、全ての試
験について「試験に係る担当教員留意事項」に基づき適切に
実施した。

（保健医療学部）
　厳正かつ公正な成績評価に向けて、「不合格者に対する科
目責任者による報告書」を策定し、平成19年度後期から実施
した。

37
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№ №

49 各年次等における
学部及び大学院教
育の学業成績が特
に優秀な学生への
表彰制度を検討す
る。

【優秀な学生表彰制度の検討】
（医学部）
　他大学における学生の表彰制度について調査し、教務委員
会において検討した結果、考えられるとすれば教養、基礎、
臨床などの各段階での表彰であるが、本学のカリキュラムは
学年をまたがっており、また重み付けという点からも賞が数
多くあることがよいとも思われないことから、現時点では学
年ごとの表彰は行わず、現行のとおり卒業時の大野賞のみと
することとした。

（保健医療学部）
　卒業時に成績優秀な者に対する表彰制度があり、また、進
級制限を設けない単位制でもあるため、当面、4年間を総合
的に判断することが望ましいとの検討結果を得た。

- （２１年度に実施済
み・計画統合のた
め、年度計画なし）

－ － 4 －
学務課
（医、保）

平成22
年度計画

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況 平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

中期
計画
自己
評価

事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標
ア　実施体制及び教職員の配置

中期
目標

№ №

50 両学部教員が相互
に教育カリキュラム
に参加する体制を
検討する。

【両学部教員が教育カリキュラムに参加する体制検討】
　医学部や保健医療学部の一部の科目において、学内の教
養・専門分野の教員が両学部を相互に担当し、講義・実習を
行った。

（例：医学部における「リハビリテーション・介護」科目。
保健医療学部における「心理学概論」、「心理学実験」、
「法学」、「保健医療統計学」科目。）

33 教員が両学部を相
互に担当すること
のできる講義・実
習について共通カ
リキュラム委員会
で検討する。

【一教員が両学部を担当する講義・実習の検討】
　両学部合同カリキュラムである「地域医療合同セミナー」や「双方向医
療コミュニケーション概論」において、両学部教員による授業を実施した
ほか、医学部や保健医療学部の一部の科目において、学内の教養・専門分
野の教員が両学部を相互に担当し、講義・実習を行った。
　また、現在医学部及び保健医療学部それぞれで行われている「心理学
（心理学概論）」について、平成23年度から両学部共通（合同）科目とし
て実施することを決定した

Ａ 4 ー
学務課
（育）

51 教育に対する責任
体制を明確にし、教
育活動全般につい
て、企画・実施・評
価を推進管理する
体制を検討する。

【教育活動を推進管理する体制の検討】
　「教育センター（仮称）設置検討委員会」の報告書を踏ま
え、平成20年10月に「医療人育成センター」を設置した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（育）

52 教育に関する調査・
研究及び企画・調
整機能を強化する
ため、教育専任教
員制度の充実につ
いて検討する。

【教育専任教員制度の充実に向けた検討】
　平成20年10月に医療人育成センターを開設し、本学の教育
活動の強化を図っていくため、その役割を担う教育開発研究
部門に専任教員（教授１名と講師１名）を配置し、さらなる
機能強化と充実を図るため、平成21年度には講師１名増員し
た。
　さらに、両学部と密接な連携や協力を行っていくため、両
学部教務委員長を当該部門の兼任教員とした。

34 医療人育成セン
ター教育開発研究
部門を中心に、教
育専任教員制度の
充実について検討
する。

【教育専任教員制度の充実に向けた検討】
　第4回医療人育成センターあり方検討ＷＧ会議(H22.6.9)において、教育
開発研究部門の機能強化のため、保健医療学分野担当の当該部門教員１名
を増員することを決定した（H23.4.1付け配置）。

Ａ 3

「医療人育成センターの組織機構及
び管理運営要領」に基づき、教育開
発研究部門に教員を配置する。

学務課
（育）

53 研究実績のみなら
ず教育能力も重視
した見地からの教
員選考について検
討する。

【教育能力を重視した教員選考の実施】
　選考の実施にあたり、広く公募を行うとともに、平成19年
度に医学部では准教授の資格要件に「教育上の優れた知識・
能力及び実績を有する者」を条件として追加したほか、保健
医療学部では、教授、准教授、講師、助教の選考にあたって
の具体的な評価項目の１つに「教育活動実績」を追加した。

※採用実績
⑳医学部4名、保健医療学部2名、医療人育成センター1名
㉑�医学部1名、保健医療学部4名、医療人育成センター1名

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 － 総務課
（人事）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価 事務局平成２３～２４年度の実施予定

多様化する学生の教育ニーズに対応し、学部間及び学部・研究科間の連携を強化するとともに、適切な教職員配置を行うなど、効果的かつ効率的な実施体制を整備する。

平成22
年度計画

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況中期計画

39
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№ №

54 常勤の教員に対し
てＦＤ活動やＰＢＬ
チュートリアルへの
積極的参加を促す
とともに、参加状況
等を教育活動評価
に反映させる。

【教員のＦＤ活動への参加に向けた取組】
　ＦＤ活動への参加促進にあたり、企画の都度、教授会での
周知、文書による各講座等への通知、ポスター掲示などを
行った。
　ＦＤ活動への参加実績については、昇任に係る資格審査項
目の一つとしているほか、ＦＤ実施後には、参加者へのアン
ケート調査を行い、企画内容や開催時間の検討・改善等を行
い、教員の参加促進に努めてきた。

35 授業評価や個人評
価項目、インセン
ティブ方策などに
ついて検討を行う
ため、全学的な委
員会の設置につい
て検討する。（再掲
No.５０）

【教育評価委員会の設置】
　平成22年7月に、本学教員の教育能力の向上、本学における教育水準及び
質の向上を図ることを目的に、学長を委員長とする「札幌医科大学教育評
価委員会」を設置した。
　12月に、インセンティブ方策などについて検討を行った結果、学生に
とってわかりやすい、充実した質の高い講義を行うことを各教員に積極的
に意識してもらうため、学生による投票で評価の高い教員を表彰し、イン
センティブを与える「ベストティーチャー賞」の導入について検討を行
い、平成22年度においてそのトライアルを実施し、その結果をもとに、平
成23年度から｢ベストティーチャー賞｣を本格的に実施することとした。

Ａ 4 ー 学務課
（育）

55 非常勤講師の適切
な選考及び配置を
進める。

【非常勤講師の適切な選考・配置】
（医学部）
　道外からの非常勤講師の委嘱をできるだけ避けるという平
成19年度の確認事項を非常勤講師申請とりまとめの際に周知
した。
　委嘱については、教務委員会及び教授会において委嘱が必
要な理由や業績、経歴等を確認し審議していることから、特
に基準は設けないこととした。
　評価については、非常勤講師が科目コーディネーターであ
る科目についても学生の授業評価を実施した。

(保健医療学部)
　医学部と同様に、原則札幌圏内の講師を選定する方針とし
ているほか、非常勤講師の評価については、就任前の時点で
の教務委員会、学科長会議、教授会等での審議、授業終了後
の学生による授業評価により行われており、特段の問題は生
じていないとの結論を得た。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医・保）

56 本学において経験
できない特徴を有
する医療施設で臨
床実習を行う体制
を整備するなど、学
外連携の充実を図
る。特に、プライマ
リーケアや専門性
のある臨床指導の
実施を積極的に進
める。

【学外臨床実習体制の充実】
　豊富な症例と実地医療の実態に接するため、学外の専門の
先生を採用する「臨床教授制度」を活用したほか、プライマ
リーケアや専門性のある臨床指導の強化にあたり、学外の医
療機関で臨床実習を推進している。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 －
学務課
（医・保）

中期計画
中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成２３～２４年度の実施予定年度

評価



№ №

57

平成22
年度計画

学部・学科、大学院
研究科等の教育活
動状況を点検し、必
要に応じ適切な教
職員の配置ができ
る体制を整備する。

【学部・学科、大学院研究科等の教育活動状況の点検及び
適切な教職員配置に向けた体制整備】
　平成20年10月に「医療人育成センター」を設置したほか、
教養教育に関する諸問題を検討するため、「教養教育研究部
門将来構想検討委員会」を設置し、教員の配置や職務のあり
方、教室の再編・統合の方向性等について検討を行い、準大
講座制を目指すなどとする検討結果をとりまとめた。

36 学部、学科、大学
院研究科等の教育
活動状況を点検
し、医療人育成セ
ンターにおける準
大講座制の導入な
ど、弾力的かつ適
切な教職員の配置
を行う体制の整備
について検討す
る。

【学部、学科、大学院研究科等の教育活動状況の点検】
【医療人育成センターにおける準大講座制の導入など弾力的かつ適切な教
職員配置を行う体制整備の検討】
　各学部、学科、大学院において、次のとおり教育活動状況を点検すると
ともに、医療人育成センターでは、教授懇談会において、センターが目指
すべき準大講座制の姿（小講座制的な縦のしばりを弱め、個々の教員の裁
量や責任を強めていく）について検討し、センター教員に係る教育研究費
予算配分について、従来の教室配分（管理）から教員個人配分（管理）に
変更したなど、両学部とは異なる組織体制の構築を進めた。

※教育活動状況の点検結果
（医学部）
・ＯＳＣＥ、ＰＢＬチュートリアル、ＣＢＴなど、それぞれ所管する委員
会において実施結果の検証を行い、翌年度のマニュアル等に反映させるこ
ととした。
・アドバイザー制度や新入生宿泊研修について、学生アンケート結果に基
づく点検を行い、平成23年度の実施体制等に反映させることとした。

（保健医療学部）
・平成22年4月の保健師課程に関わる指定規則の改正を受け、平成24年度か
ら新カリキュラムへの移行や保健師教育については選択制とする方向で進
めることとした。

（医療人育成センター）
・両学部共通科目化の検討を行い、心理学については、平成23年度から実
施することを決定した。
・地域医療合同セミナーの実施内容等の点検を行い、平成23年度から1学年
について、新たに留萌地区でも実施することとした。

（大学院医学研究科）
・社会人学生の単位取得を容易にするため、ｅ－ラーニングのコンテンツ
を拡充し、eーラーニングのみで共通講義の単位取得を可能とする履修基準
の変更を行った。
・大学院共通講義（医学研究入門・基礎医学・先端医学各セミナー）の授
業評価の集計結果によりカリキュラム等の検証を行った。

（大学院保健医療学研究科）
・保健医療学研究科カリキュラム委員会を設置し、カリキュラムの再編に
向けて、平成23年度以降に行うべき検討項目等を取りまとめた。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成１９～２１年度の実施状況中期計画
中期
計画
自己
評価

Ａ 4 ー 学務課
（育）

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
年度
評価

41
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№ №

58 大学院において社
会人学生が学習・
研究しやすいカリ
キュラムの編成や
研究指導体制の充
実に取り組む。

37
再掲

医学研究科では、
e－ラーニングプロ
グラムの充実な
ど、社会人の入学
を促す体制につい
て検討し、適宜実
施する。保健医療
学研究科では、携
帯端末を利用した
e-ラーニングの利
活用を進める。
（再掲No.９）

【e－ラーニングプログラムの充実】
（医学研究科）
　社会人が興味をもち入学を促すようなプログラムとして「先端医学セミ
ナー」のコンテンツを拡充（10コマ）し、e-ラーニングで受講可能なコン
テンツを70コマに増やしたほか、社会人学生の入学を促進する内容とする
ため、e-ラーニングのみで共通講義の単位取得を可能とするなど、履修基
準の変更を行い、社会人学生の単位取得に配慮した。

【携帯端末を利用したe-ラーニングの利活用の推進に向けた検討】
（保健医療学研究科）
　院生と教員との情報交換会を実施し、携帯端末を利用したe-ラーニング
の利活用について意見を聴取した。
　また、カリキュラム委員会において、「開講時間により履修困難な基礎
科目の取得対策として、e-ラーニング教材を作成し、導入科目を設置する
こと」等の意見があり、カリキュラム改訂に向けて検討を行っていくこと
とした。

Ａ

（保健医療学研究科）
平成２２年度に実施した、大学院生
との情報交換会などの情報も参考
に、学習、研究がしやすい履修環境
について、e-ラーニング教材を作成
する。

学務課
（大学院）

38 医学研究科では、
研究指導体制の充
実に向け、研究教
授制の周知につい
てパンフレットなど
により周知に努め
る。保健医療学研
究科では研究教授
制の導入について
検討する。

【研究教授制の周知に向けた取組】
（医学研究科）
　研究教授制の内容について記載してあるパンフレットを大学院の掲示板
に掲載したほか、本学ホームページに掲載するなど周知を図った。

【研究教授制の導入に向けた検討】
（保健医療学研究科）
　研究教授制を活用することで充実が見込まれる研究について、専攻代表
会議において検討したが、当初適用を具体的に検討していた研究に変更が
あり、現時点で具体的に導入による充実が見込まれる研究がないことか
ら、当面導入を見送ることとした。

Ａ -
学務課
（大学院）

59 開かれた大学とし
て、本学学生のみ
ならず、研究生、聴
講生等に対しても
充実した教育・研究
の場を提供する。

【研究生・聴講生に対する教育研究の場の提供】
　平成21年に研究生に対し、アンケートを実施し、ＩＴを活
用した講義の充実について意見があったことから、検討した
結果、平成22年5月から5大学連携事業によるe-ラーニングの
受講を可能とするなど、教育・研究体制の充実に努めた。
　保健医療学研究科では聴講生に対し要望調査を実施した。

39 聴講生に対しアン
ケート調査を実施
し、教務委員会な
どで検証を行い、
教育・研究体制の
充実に努める。

【聴講生に対するアンケート調査の実施・検証】
　保健医療学研究科では、聴講生に対するアンケート調査を２月に実施し
たところ、夜間における講義の充実などについて要望があったことから、
２月の研究科委員会に報告し検討した結果、夜間講義については講義時間
の調整も必要なことから、今後のカリキュラム委員会における検討に反映
させることとした。

Ａ 4 ー 学務課
（大学院）

平成22
年度計画

平成１９～２１年度の実施状況

【社会人が学習・研究しやすいカリキュラムの編成】
（医学研究科）
　共通講義（医学研究入門セミナー、基礎医学セミナー、先
端医学セミナー）を夜間に実施したほか、ｅ-ラーニングに
よる受講も可能とした。
　道内外の医療機関と協定を締結の上、臨床教授等を委嘱し
て臨床医学研究の体制整備を行い、複合的に研究指導体制の
拡充を進めた。

（保健医療学研究科）
　社会人学生が学習・研究しやすい体制の充実のため、夜間
と土・日曜日の講義を実施するとともに、社会人学生等を対
象とする「長期履修制度」を策定し、運用を開始した。
　併せて、一部の大学院専門科目において携帯端末を活用し
たe-ラーニングの教材開発を進めた。

3

中期計画 年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標
イ　教育環境

中期
目標

№ №

60 学生の多様化によ
る補習的な教育の
必要性や遠隔地か
らの学習要望など
多様なニーズに対
応するため、ｅ－
ラーニングなど情報
技術を活用した教
育方法、環境の工
夫に努める。

【情報技術を活用した教育方法、環境の工夫】
　平成20年度に,高校生を対象としたプレ教育のためのｅ－
ラーニングプログラムを実施するとともに評価を行った。
　平成21年度に、５大学連携事業において遠隔で教育可能な
ｅ－ラーニング構築を行い、平成22年5月から配信を行っ
た。

40
再掲

 ＩＴを利用した教育
方策の推進に向
け、大学全体の調
整を図るため、総
合情報センターが
中心となり、学部・
大学院などの実務
者レベルの検討組
織を設置する。（再
掲No.３０）

【e-ラーニング取組方針調査検討委員会の設置】
　全学的なe-ラーニングの取組方針を調査検討するため、教育研究評議会
の下に、実務者レベルの「e-ラーニング取組方針調査検討委員会」を設置
し、附属総合情報センターが中心となり、以下のとおり検討を行い、検討
結果について学長に答申の上、教育研究評議会に諮った。

※委員会での主な検討内容
　・各部局におけるe-ラーニング導入の可能性と要件について
　・他の医療系大学における取組
　・本学における現在の取組　など
※今後の方向性
　・e-ラーニングの専門部署の設置に向けた検討の必要性
　・e-ラーニングを実施する上で必要な条件や課題などについて十分な知
識の取得と全学的な共通認識を図るため、ＦＤの教育セミナーにおける今
後の方向性を含めた内容の講演の実施

Ａ 3

e-ラーニングを実施する上で必要な
条件や課題などについて十分な知識
の取得と全学的な共通認識を図るた
め、ＦＤの教育セミナーにおいて、
今後の方向性を含めた内容の講演を
実施する。

総合情報セ
ンター
学務課
（医、保、
育、
大学院）

平成１９～２１年度の実施状況

施設設備や情報基盤等の教育環境の改善・充実に努めるとともに、施設設備の適切かつ有効な活用を図る。

61

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

履修登録や講義情
報などについてネッ
トワークを用いたシ
ステムを検証し、改
善を図る。

【ネットワークシステムを用いたシステムの検証】
（医学部）
　平成20年度に、現行システムを検証する委員会を設置し、
利用に対する教員の理解や意識改革も含めて３年程度を目途
に教務システムを検討することを決め、引き続き教務委員会
で検討することとなった。

（保健医療学部）
　教務システムについて、学生を対象にしたアンケートを実
施し、現在の利用状況や教務関係情報の提供手法についての
データを収集した。

平成22
年度計画

学務課
（医、保）

中期
計画
自己
評価

41 医学部では、現行
システムを検討す
る組織のもとで、実
際に教員や学生も
教務システムを試
行的に使用する機
会をつくり、現行シ
ステムの検証を行
う。保健医療学部
では、現行システ
ムに関して抽出さ
れた問題点などに
ついて、学内ネット
ワークシステムの
活用の良否につい
て検討を行う。

【学内ネットワークシステムの活用に向けた検討】
（両学部）
　教員により試行の結果を基に、教務委員会等で、現在使用している教務
システムについて検討を行った結果、学内の財務や入試、学納金などの他
のシステムとの連携も視野に入れるべきとの意見があったことから、今
後、全学的な検討組織を設置し検討することとなり、現行のサーバー賃貸
借契約期間を平成25年度末まで延長することを決定した。
　なお、医学部教員等による試行については、ＯＳ対応の問題やセキュリ
ティに関する合意形成がなされていないことなどから、検討過程で一部教
員において実施した。

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
年度
評価中期計画

Ａ

新たな教務システムの導入に向け
て、全学的な検討組織を設置し、検
討を行い、現行システムの改善を図
る。

（参考）
H23　仕様決定
H24　契約（システム開発）
H25　運用開始3
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№ №

62 教育施設の整備に
ついて、重点的に
整備改修する事項
を検討し、計画的な
改善を行う。

【教育施設の計画的な改善に向けた取組】
　平成19年度に、本学の施設整備の方向性や、各施設の必要
機能を示した「札幌医科大学における施設整備の基本計画」
及び現有施設の適切な保全や機能維持を図るための「札幌医
科大学施設長期保全計画」を策定した。
　平成19年度から平成21年度までの3カ年で、キャンパス等
の整備事業として、講義室内の机、椅子の改修及び内部塗装
等の環境を整備した。

42 施設長期保全計画
に基づき、保健医
療学部棟外壁改修
などを実施する。

【保健医療学部棟外壁改修等の実施】
　保健医療学部北外壁の改修、教育北棟・東棟、臨床教育研究棟の空調機
器等の設備に関する改修を行った。

Ａ 3

長期保全計画に基づき保健医療学部
棟東・西外壁改修や臨床教育研究棟
の空調機器などの機械設備に関する
改修などを実施する。

管財課

63 総合情報センター
について、教育・研
究上の要望を把握
し、利用者のニーズ
に応えた利用拡大
に向けた取組みを
行う。

43 学年代表との懇談
会を行い、国試関
係図書などを拡充
整備するほか、看
護師（保健師）国試
問題Ｗｅｂサービス
を導入し、サービス
の拡充を図る。

【学年代表との懇談会の実施】
　学年代表と懇談会を次のとおり実施した。
※学生懇談会実施結果
   6/4   理学療法学科４年生、6/17　医学部５年生
 　6/21  看護学科４年生、8/18　医学部６年生
　10/21  作業療法学科4年生

【国試関係図書の拡充整備】
　購入希望のあった図書、Ｗｅｂ版辞書類について、購入・提供を行い、
サービスの向上を図った。
※図書購入等の実施結果
　・各学生代表からの希望図書40冊を購入、提供
　・医学書院Web版辞書４種を新規購入、提供
　・ステッドマン医学辞典Web版を更新の上、提供

【看護師（保健師）国試問題Ｗｅｂサービスの導入】
　平成21年12月に「看護師（保健師）国試問題Ｗｅｂ版」を導入したが、
平成22年度においては、前年度の試験問題を追加するなど、内容を随時更
新の上、提供した。

Ａ

次により図書館サービスの拡充を図
る。
・全ての学年代表との懇談会実施し
意見を反映する。
・ホームページの活用などにより、
広く利用者の要望を把握する。
・サービス向上に向けた検討組織を
設置する。

総合情報
センター

44 ソフトウェアのバー
ジョン管理を徹底
し、パソコン操作環
境の向上を図る。

【パソコン操作環境の向上】
　コンピュータ実習室パソコンについて、教員より要望のあったApple社ブ
ラウザ及び動画再生ソフトのバージョンアップを実施した。
　

Ａ

コンピュータ実習室パソコンのOS
（Windows VistaからWindows7）及び
MS-Office（OfficeXPから
Office2010）のバージョンアップに
より、セキュリティとソフトウェア
の操作性の向上を図る。

総合情報
センター

64 標本館について、
理解しやすい教材・
資料提供等を行え
るよう効率的運用と
教育支援上の工夫
を図る。

【標本館の効率的運用・教育支援上の工夫】
　標本館の効率的運用と教育支援上の工夫にあたり、収集資
料のデジタル化を継続的に実施した。

45 教育支援上の観点
から収集資料のデ
ジタル化を推進す
るとともに、学生が
直接手にとって触
れることのできるシ
リコン含浸標本の
製作を進める。
（H２２年度デジタ
ル化目標値：４
０％）

【標本館における収集資料のデジタル化】
　収集資料についてデジタル化を推進した。
　なお、多方向からの撮影（標本1点の撮影枚数が増加）や、高解像度によ
るスキャニング、その後のコンピュータによる画像処理など、作業工程を
変更したため、目標の数値を下回ったが、デジタル画像の利用価値を向上
させることができた。
　
※デジタル化進捗状況：38％（平成22年度末現在）
　
【シリコン含浸標本の制作】
　ヒトの構造をより理解しやすくするため,触れる標本（シリコン含浸標
本・模型）を数点製作し、医学の実物教育に利用した。

【上記以外の取組】
　標本館をより利用しやすくするため、標本館運営委員会で行い、展示方
法を生物学的（人体の発生学）、解剖学、病理学、法医学別の分類展示か
ら、系統別・テーマ別展示方法に変更した。

Ａ 3

教育支援上の観点から所蔵資料のデ
ジタル化、データベース化を推進す
るなど、標本館利用者にとって、利
便を図る。

・H23年度デジタル化目標値：46％
・H24年度デジタル化目標値：54％

学務課
（学務）

事務局
年度
評価中期計画

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定
平成22
年度計画

平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

3

【総合情報センターの利用拡大に向けた取組】
　次のとおり改善、拡充をはかった。

・平成19年4月より図書館24時間開館を実施。
・日本語電子ジャーナル、オンライン版の国家試験問題集・
医学辞書を導入。
・平成21年度より各学科学年代表との懇談会を実施。
・平成21年10月に教育支援システムの更新を実施。
・図書館ポータル・システムとの利用者ID統一。



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標
ウ　教育の質

中期
目標

№ №

65 授業評価、ＦＤ活
動、カリキュラム編
成等を連結した教
育活動の質の向上
を図るための体制
を構築する。

【教育活動の質の向上に向けた体制整備】
　平成20年10月に「医療人育成センター」を開設するととも
に、共通カリキュラムなどを検討するため「共通カリキュラ
ム委員会」を12月に設置した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 －
学務課
（医、保）

66 教員に年１回以上
のＦＤ活動企画へ
の参加と報告を義
務づけることとし、
それに応じた活動
プログラムを作成す
る。

46  ＦＤ活動のための
セミナーやワーク
ショップを実施する
とともに特に助教
の参加者数の増を
促す。

【ＦＤ活動の実施】
　次のとおりＦＤ活動を実施した。
　なお、実施にあたっては、文書案内はもとより教授会を利用して、学内
各講座等に周知と積極的な参加を促した。
　特に助教に対しては、個別に参加依頼するなど、参加者増に向けた取組
を実施した。
〈平成22年度参加人数〉
　教授55名、准教授44名、講師49名、助教61名　計209名

※ＦＤ活動の内容
　・ＦＤワークショップ1回(12/7)
　・ＦＤセミナー3回(1/11,1/18,2/21)
　・新任教員研修1回(12/20)

Ａ ー 学務課
（育）

47 教員相互の授業参
観などによる授業
評価などの実施に
ついて検討するた
め、全学的な委員
会の設置について
検討する。（再掲
No.５１）

【教育評価委員会の設置】
　平成22年7月に、本学教員の教育能力の向上、本学における教育水準及び
質の向上を図ることを目的に、学長を委員長とする「札幌医科大学教育評
価委員会」を設置した。

Ａ

新たな授業評価方法（教員相互の授
業参観による評価など）について、
検討し、結論を得る。

学務課
（育）

48 ＦＤ活動の参加実
績などについて教
員評価に反映する
よう検討するため、
全学的な委員会の
設置について検討
する。

【教育評価委員会の設置】
　平成22年7月に、本学教員の教育能力の向上、本学における教育水準及び
質の向上を図ることを目的に、学長を委員長とする「札幌医科大学教育評
価委員会」を設置した。

Ａ

教員のＦＤ活動への参加の義務づけ
について、その妥当性などをＦＤ委
員会や教育評価委員会において検討
し、結論を得る。

学務課
（育）

  より質の高い教育を提供できるように教育内容や教授能力を改善・向上させるための組織的な取組み（ファカルティ・ディベロップメント活動）を活性化するとともに、学生による授業評価等により教育活動への評価体制を充実し、教育の質を向上させる。

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成１９～２１年度の実施状況 事務局

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定
平成22
年度計画

【ＦＤ活動プログラムの作成】
　ＦＤ活動への参加促進にあたり、企画の都度、教授会での
周知、文書による各講座等への通知、ポスター掲示などを
行った。
　ＦＤ活動への参加実績については、昇任に係る資格審査項
目の一つとしているほか、ＦＤ実施後には、参加者へのアン
ケート調査を行い、企画内容や開催時間の検討・改善等を行
い、教員の参加促進に努めてきた。

3
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№ №

67 全授業科目につい
て、学生による授業
評価を実施し、その
結果を授業改善の
参考とする。

49
再掲

授業評価の実施結
果を授業へ反映さ
せる方法などにつ
いて検討するた
め、全学的な委員
会の設置について
検討する。（再掲
No.２８）

【教育評価委員会の設置】
　平成22年7月に、本学教員の教育能力の向上、本学における教育水準及び
質の向上を図ることを目的に、学長を委員長とする「札幌医科大学教育評
価委員会」を設置した。
　授業評価結果を授業へ反映させる方法を検討した結果、両学部とも授業
評価結果をホームページ上で公表した（委員会決定:H22.10、公表日12/9）
ほか、結果の周知に努めるとともに、授業評価に係るアンケート項目を見
直し、H23年度から授業評価質問項目を両学部で統一、自由設問の設定、両
学部自由意見記載の導入などを行うこととした。

Ａ

授業評価結果の授業への反映方法に
ついて検討し、結論を得る。

学務課
（育）

50
再掲

インセンティブ方策
などについて検討
を行うため、全学
的な委員会の設置
について検討す
る。（再掲No.３５）

【教育評価委員会の設置】
　平成22年7月に、本学教員の教育能力の向上、本学における教育水準及び
質の向上を図ることを目的に、学長を委員長とする「札幌医科大学教育評
価委員会」を設置した。
　12月に、インセンティブ方策などについて検討を行った結果、学生に
とってわかりやすい、充実した質の高い講義を行うことを各教員に積極的
に意識してもらうため、学生による投票で評価の高い教員を表彰し、イン
センティブを与える「ベストティーチャー賞」の導入について検討を行
い、平成22年度においてそのトライアルを実施し、その結果をもとに、平
成23年度から「ベストティーチャー賞」を本格的に実施することとした。

Ａ ー 学務課
（育）

51
再掲

教員相互授業参観
をはじめ、教員間
における優れた授
業方法の共有手法
について検討する
ため、全学的な評
価委員会の設置に
ついて検討する。
（再掲No.４７）

【教育評価委員会の設置】
　平成22年7月に、本学教員の教育能力の向上、本学における教育水準及び
質の向上を図ることを目的に、学長を委員長とする「札幌医科大学教育評
価委員会」を設置した。

Ａ

優れた授業について、教員間による
共有方法を検討し、結論を得る。

学務課
（育）

68 カリキュラム等の改
善を進めるにあたっ
て、学生からの意
見を参考とする。

【カリキュラム改善時の学生からの意見聴取】
（医学部）
　平成22年度からのカリキュラム改訂にあたり、平成21年度
に学生からの意見調査を行った。
　学生への調査では、主に講義内容の重複について意見をも
らい、科目の再編の際に重複の解消を行った。
　また、学生からは講義が過密である、コマ数が多すぎると
の意見もあり、前述のように科目再編を行ったこと、60分か
ら90分授業としたことなどにより、過密化の解消、空き時間
の確保などにもつなげた。

（保健医療学部）
　カリキュラム変更の検討段階で学生からの意見を参考とす
ることとしており、具体的には、保健師・看護師学校の指定
規則の変更等に伴うカリキュラム変更の検討の中で実施する
こととした。

52 保健医療学部のカ
リキュラムの改訂
にあたって、変更
申請時に学生の意
見を聞く機会を設
ける。

【学生からの意見聴取（保健医療学部）】
　カリキュラム変更の参考とするため、卒業生及び在校生代表と教員の懇
談会の際に学生からの意見を聴取したほか、卒業生へのアンケートを11月
に実施した。
　「カリキュラム評価報告書」としてとりまとめ、3月の教授会へ報告し、
これらの意見については、平成24年度から移行予定の新カリキュラムの検
討に反映させることとした。

Ａ 4 ー 学務課
（保）

平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価中期計画 事務局

3

【学生による授業評価の実施】
　授業評価を次のとおり実施した。
　なお、インセンティブや優れた授業方法の教員間での共有
等については、全学的な組織を設け、そこで具体的に検討を
行うこととした。

（医学部）
　評価結果を冊子にして各講座の教員に配付し、結果を授業
内容に反映させるよう各教員に周知している。

（保健医療学部）
　授業評価結果は個々の教員にフィードバックし、各教員の
判断により授業への反映､改善に役立てている。

中期
計画
自己
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（４）学生への支援等に関する目標
ア　学習等支援

中期
目標

№ №

69 学生担当教員制度
の充実を図るなど、
入学から卒業まで
一貫した学習指導・
相談体制を整備す
る。

【学生担当教員制度の充実】
（医学部）
　学年ごとの学生担当教員制度を継続したほか、平成21年度
から、教員１名につき数名の学生を受け持ち、連絡を取りあ
う「アドバイザー制」を平成21年度から導入した。

（保健医療学部）
　平成19年度に学生担当教員制度の見直しを図るとともに、
従前より実施している「オフィスアワー」により、充実した
学習指導・相談体制を備えた。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 －
学務課
（医、保）

70 シラバスのウェブ化
や、教材、模範解答
などの学習データ
ベース化について
検討する。

53 シラバスのウエブ
化についてカリ
キュラム委員会や
教務委員会で検討
し、内容・時期につ
いて明確化する。

【シラバスのウエブ化に向けた検討】
　保健医療学部において教務委員会で検討した結果、23年度中に本学ホー
ムぺージで公開することを決定した。
　なお、内容については、現行シラバスから教育課程表及び科目シラバス
を抜粋して掲載することとした。
　また、公開に先立ち、平成23年3月末に学内限定ホームページに「試行
版」を掲載し、学外公開に向けて教職員等からの意見を募集した。

Ａ 3

（保健医療学部）
シラバスをウェブ化し、学生の利便
性を高める。

学務課
（医、保）

71 情報技術を利用し
た教育に関する相
談、意見交換など
ができるよう学内シ
ステムを工夫する

【情報技術を利用した相談・意見交換の実施】
（医学部）
　連絡事項の伝達等に携帯電話やメール等を随時活用した。
　また、平成21年度から「アドバイザー制」を導入し、連絡
手段としてメール等を適宜活用するが、教育相談等について
は、教育的効果から原則直接面接で対応することとした。

（保健医療学部）
　学生教員間の相談・連絡事項にメール等を活用した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 －
学務課
（医、保）

年度
評価

 学生の学習意欲を高めるとともに、社会性を涵養するための活動や自主的学習を支援する。

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局

中期
計画
自己
評価

中期計画 平成２３～２４年度の実施予定

【シラバスのウェブ化に向けた取組】
（医学部）
　シラバスのウェブ化について、6年間のカリキュラムの流
れや、年次別カリキュラムの詳細をウェブ化することとし、
それらについては平成21年度にホームページに掲載した。
　なお、平成22年度から24年度まで3カ年かけて順次新カリ
キュラムに移行する予定であり、ウェブ化のコンテンツの充
実について引き続き検討していくこととした。
　また、教材、模範解答などの学習データベース化について
は、卒業試験などの問題や解答についてはプール数が少ない
ためデータベース化して公開することは適さないと判断し
た。

（保健医療学部）
　教務委員会で検討した結果、各学科のカリキュラムについ
てホームページに掲載した。
　なお、シラバスの詳細を掲載することについては、学生の
パソコンの整備状況を勘案し、引き続き検討することとし
た。
　また、講義資料の一部をデータベース化した。

平成１９～２１年度の実施状況

47



48

№ №

72 進路情報のデータ
ベース化を図るな
ど、幅広くきめ細か
い就職・進路に関す
る情報を提供する
体制を検討する。

【就職・進路に関する情報提供体制の整備】
　「学生コーナー」を設置し、学生への求人情報をパソコン
で提供した。
　求人先の名称、求人数、所在地等を掲示板に掲示した。
  また、利便性を考慮してエントランスに情報提供用資料を
配置した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 学務課
（医、保）

73 円滑に国家資格を
取得するため、ＩＳＴ
の有効な活用や、
個々の学生の状況
に応じた相談、情報
提供等の支援体制
の充実に努める。

【相談・情報提供等の支援体制の充実】
（医学部）
　講義室・学習室等の使用・予約情報のIT化について、講義
室等は講義を優先したうえで、空いている時間にのみ貸出可
能であることや、パソコンの配置状況などから、台帳による
管理を継続することとした。
　国家試験に関する相談・指導体制の充実について、医学部
の6年生は学担が相談窓口となっているほか、新たに平成21
年度から導入することとしたアドバイザー制の活用により、
相談・指導体制の充実を図った。

（保健医療学部）
　講義室・学習室等の使用・予約情報のIT化について、余裕
教室等が無い状況から、IT化の効果が薄いため、検討の結
果、台帳による管理を継続することとした。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（医、保）

74 学生の社会性等を
涵養するため各種
サークル活動、ボラ
ンティア活動など、
学内外における自
主的活動を奨励・支
援する。

【学内外における自主的活動の奨励・支援】
　サークル活動に対し、大学予算で備品を整備するなど活動
を支援した。
　ボランティア募集などの情報を掲示板に掲示し、奨励し
た。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 －
学務課
（医、保）

75 大学が行う各種事
業等に関し、必要に
応じ学生からの意
見を聴取する機会
を設け、実施にあ
たっての参考とす
る。

【大学事業実施にあたっての学生からの意見聴取】
　「地域密着型チーム医療実習」について、毎年度実習終了
後に、アンケート調査を行い、参加学生から要望や意見等を
聴取した。
　カルガリー大学臨床研修については、参加学生にアンケー
ト調査を実施し、次年度の研修に反映させてきたが、カルガ
リー大学の都合により平成20年度から中止となっている。
　アルバータ大学についても同様にアンケートを実施してお
り、平成19年度より研修期間を2週間から3週間に延長し、宿
泊を大学の宿泊施設からホームステイに変更するなどの学生
意見を反映し、事業の充実を図った。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 学務課
（医、保）

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価平成１９～２１年度の実施状況

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局中期計画



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（４）学生への支援等に関する目標
イ　経済的支援

中期
目標

№ №

76 経済的支援が必要
な学生に対し、各種
奨学金制度の活用
を積極的に支援す
るなど、修学支援を
強化する。

【修学支援の強化に向けた取組】
（各種奨学金制度の情報提供）
　掲示板等を用いて情報提供を行い、周知を図るなど修学支
援を行った。
　
（授業料の減免の在り方検討）
　予算額を10％増額し、減免基準を見直した。
　平成21年度からは、収入基準から貸与奨学金を除くことな
どの制度改善や予算の増額等により学生支援を進めた。
　
（教育ローン制度の創設）
　平成21年度に、金融機関と連携し教育ローン制度を創設し
た。

54 奨学金の受給の有
無、総収入と家計
点との比較方法、
大学院生の収入の
見方など減免のあ
り方について学務
委員会などで検討
する。

【減免のあり方検討】
　検討課題としていた減免の審査にあたり、算定している生活水準点と家
計点について、困窮度合いを測る基準として有用だが、生活水準点で１を
わずかに超える者が、次に家計点で比較した場合に、それほど困窮してい
ないかのような点数となって、減免に全く該当しない場合があり、この２
つの係数が大きく異なることについての調整ができず、これに係る算定方
法が見当たらなかったことから現行の基準を使用するのが適当との結論を
得た。
　なお、3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による被災者支援のため
の授業料減免に使用する生活水準点算定に当たっては、これまで総所得か
ら控除する規程の項目が無かったため、総所得から被災額を控除できるよ
う「諸料金取扱要領」の改正を行った。

Ａ 4 ー
学務課
（学生）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局中期計画 年度
評価

 学習意欲のある学生等で経済的な理由により修学が困難な者に対し、勉学等に専念できるよう経済的支援に取り組む。

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定平成１９～２１年度の実施状況
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
1　教育に関する目標
（４）学生への支援等に関する目標
ウ　生活支援及び健康管理

中期
目標

№ №

77 学生が利用する福
利厚生施設等につ
いて、充実した学生
生活を送ることがで
きるよう学内生活環
境の改善を図る。

【福利厚生施設等の改善】
　福利厚生施設等について、次のとおり学内生活環境の整
備、改善を進めた。

※整備改善内容
売店出店、学生コーナーの椅子、机整備、新琴似グランド散
水ホース整備、ダンス部鏡整備、テニスコート出入り口改
修、トイレ改修・更衣室改修など

55  学生の要望を踏
まえ、福利厚生施
設や学内環境の整
備を図る。

【福利厚生施設・学内環境の整備】
　開学60周年記念募金事業及びその残余金等を利用して、学生の要望を踏
まえ、次のとおり施設整備などを行った。

・トレーニング機器の整備。
・体育館シャワー室の改装(男１カ所、女１カ所)
・トイレ改修(ウオッシュレット設置）22カ所
・体育館入り口にウオータークーラー設置１台
・学生窓口カウンター設置、案内板設置
・保健医療学部2階学生ホールにパーテーション設置(３枚)
・柔道部の畳を更新(60枚購入)
・保健医療学部男子ロッカー８台を更新
・福利厚生室に棚を設置

Ａ 3

学生の要望を踏まえ、福利厚生施設
や学内環境を整備する。

学務課
（学生）

78 生活相談、セクシャ
ルハラスメント相
談、アカデミックハ
ラスメント相談など
多方面の内容に総
合的に対応できる
よう相談体制を整
備する。

【生活相談等の体制整備】
　平成21年度から学生相談の回数をそれまでの週1回から2回
に相談体制を強化した。
　学生及び全学職員を対象としてハラスメントに関する規
程、相談員名簿及び相談処理フローをホームページで周知し
た。

56 生活相談、セク
シャルハラスメント
相談、アカデミック
ハラスメント相談な
どの総合相談体制
の充実を図る。

【総合相談体制の充実】
　生活相談やセクハラ相談、アカハラ相談に関し、学生保健管理運営委員
会で検討を行い、平成23年度から相談日をこれまでの週２日から週３日に
変更することを決定し、相談体制の強化を図った。
　また、ハラスメント対策として、教職員に対し、研修会を開催した。

※研修会の内容
　開催日：12/20
　内　容：「ハラスメントのない職場づくりを目指して」
　　　　　　～部下を持つ人のハラスメント対策
　

Ａ 3

生活相談、セクシャルハラスメント
相談、アカデミックハラスメント相
談などの総合相談体制の周知に努め
る。

学務課
（学生）

79 学生の健康管理体
制の充実を図る。な
お、学生の健康診
断の受診率につい
ては、１００％を目
指す。

【学生の健康管理体制の充実】
　健康診断の実施に当たり、日程を掲示し、講座へ通知を行
うなどの広報を実施し、受診を促した。
　大学院生、研究生には直接メールで通知し、講座に対して
は受診状況を確認するよう通知を行い、受診を促した。
　４月の新入生オリエンテーション時に喫煙の害について講
演を行った。
　平成20年10月から構内全面禁煙とした。

※（参考）健康診断受診率の推移
⑲99.3％、⑳97.5％、㉑�97.5％

57 学生全員が健康診
断を受診するよう
取り組む。特に、大
学院生の前年度未
受診者に対して
は、受診を徹底さ
せる。

【健康診断業務に係る取組】
　学生全員の健康診断の受診に向け、次のとおり取り組みを行った。
　特に大学院生に対しては、各講座に大学院生の健康診断実施日を再三に
わたり通知、連絡したほか、前年度未受診者に対しては、個別に通知する
など、受診を勧奨した。
※主な取組内容
・医学部教授会や教務委員会において健康診断実施状況報告。
・医学部学生担当教員から学生に電話連絡、アナウンスを実施。
・各講座に大学院生の健康診断実施日を通知し受診を勧奨。
・学部学生未受診者の保護者あてに文書で通知。
・未受診の学部学生に、学務課から電話指導。

22年度学生健康診断受診率
　 区　分　　　学生数　　受診者　　受診率
　学部学生　　　1,008      995      98.7%
　大学院生  　　　273      249      91.2%
  合計　　　　　1,281    1,244      97.1%

Ａ 3

学生全員が健康診断を受診するよう
取り組む。特に、大学院生の前年度
未受診者に対しては、個別に周知を
図り、受診を徹底させる。

学務課
（学生）

事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成22
年度計画

中期
計画
自己
評価

年度
評価平成１９～２１年度の実施状況 平成２３～２４年度の実施予定

快適で充実した学生生活を送ることができるよう学内環境の整備に努める。
  また、学生のニーズに応じた利用しやすい相談体制を整備するとともに、健康管理体制を充実する。

中期計画



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２　研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果に関する目標

中期
目標

№ №

80 建学の精神である
「進取の精神と自由
闊達な気風」の下、
先端医学・医療及
び地域医療貢献等
の発展に寄与する
基礎研究及び臨床
研究を推進する。

【基礎研究及び臨床研究の推進】
　脳梗塞患者に対する自家培養骨髄間葉系幹細胞の静脈内投
与による細胞療法の検討や、ヒト癌ワクチン実用化の臨床研
究など、医学の進歩に向け、基礎研究においては動物モデ
ル、細胞を用いた研究を進め、臨床研究においては患者への
応用を踏まえた研究を推進した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 －
産学・地域
連携セン
ター

81 道、市町村等との
連携を深め、道民
の医療・保健・福祉
に関する社会的要
請の高い研究を推
進する。

58 地域医療再生計画
に係る講座の設置
など、道、市町村な
どとの連携を深
め、道民の医療・
保健・福祉に関す
る社会的要請の高
い研究を推進す
る。

【地域医療再生計画に基づく特設講座の設置】
　北海道地域医療再生計画に基づき、次のとおり特設講座を設置し、道民
の医療・保健・福祉に関する社会的要請の高い研究を推進していくことと
した。

○「オホーツク医療環境研究講座」
　・北見赤十字病院からの申出により設置。(8月1日付）
  ・研究概要…地域医療を担う医療従事者に対する医学知識の
　　　　　　　刷新及び再研修方法の研究及びその実践
○「道民医療推進学講座」
　・道からの申出により設置。(9月1日付)
　・研究概要…地域医療の確保を目的に、地域医療を担う医師
　　　　　　　の養成に関する調査、研究
○「南檜山周産期環境研究講座」
　・道からの申出により設置。(9月1日付）
　・研究概要…地域の周産期医療を担う医師の養成及び安全な
　　　　　　　分娩体制の構築について調査、研究

Ａ ー
産学・地域
連携セン
ター

59 道との情報交換を
行うとともに、必要
に応じて意見交換
会を開催する。（再
掲No.７８）

【道との情報交換の実施】
　会議等に参画し、道と情報交換・意見交換を行った。
　主な会議等は次のとおり。

※北海道との主な意見交換
　・「道保健福祉部との懇談会」（道保健福祉部）
　・「北海道地域医療再生計画関係」
　　　（道保健福祉部医師確保推進室・道立病院等）
　・「札幌医科大学の施設整備のあり方に関する検討会議」
　　　（道総務部大学法人支援室）
　・「札幌医科大学との連絡調整会議」
　　　（道保健福祉部医師確保推進室）
　・「大学校舎等の整備関係」（道建設部）
　・「医学部定員増関係」（道総務部大学法人支援室）

※他の行政機関等との意見交換
　・札幌圏大学連携ネットワーク会議（札幌市）

Ａ ー 経営企画課
（調整）

4

  先端的領域における国際水準の基礎研究及び臨床研究を推進するとともに、医療・保健・福祉に関する地域ニーズの高い研究に取り組み、成果の積極的な社会還元に努める。

中期計画

【道との連携強化】
　道幹部及び法人幹部が出席する保健福祉部との懇談会を毎
年開催し、積極的に意見交換を行った。

※道との意見交換会議
・道保健福祉部との懇談会
・札医大の施設整備のあり方に関する検討会議
・札医大との連絡調整会議

【市町村との連携強化】
　連携強化にあたり、平成20年3月に地域連携ポリシーを策
定した。

【社会的要請の高い研究の推進】
　市町村の要請に基づき、主に次のとおり研究を推進した。

・釧路市…平成21年6月に受託研究契約を締結し、思春期保
健事業に関わる分析を実施。
・日高町…介護予防リーダー育成事業を実施。
・上ノ国町…史跡勝山舘出土人骨の鑑定・復元など地域の課
題に関わる研究を推進。
・別海町…平成22年2月に介護予防に関する公開講座を開
催。
　

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価 事務局平成２３～２４年度の実施予定

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

51
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№ №

82 人的交流や情報発
信など企業等との
連携を強化し、産業
界のニーズに対応
した研究を推進す
る。

【企業との連携強化】
【産業界のニーズに対応した研究の推進】
　各種展示会等を通じ、人的交流や情報発信を行うととも
に、産業界のニーズを把握し、臓器線維症に対するVAﾎﾟﾘﾏｰ
siRNAを用いた新規治療法の開発などの共同研究等を推進し
た。

※主な展示会
　・イノベーションジャパン（東京都）、
　・ビジネスＥＸＰＯ（札幌）、
　・道内資源を利用した化粧品研究会　など

60 人的交流や情報発
信など企業などと
の連携を強化し、
産業界のニーズに
対応した研究を推
進する。

【企業との連携強化,産業界のニーズに対応した研究の推進】
　民間企業との共同研究等へ発展するよう、イノベーションジャパン（9
月）、ビジネスＥＸＰＯ（11月）等に参加して、製薬企業の研究者等との
交流を図るとともに、新たに作成した研究シーズ集等を配布し、本学の研
究成果等の情報を発信した。
　また、民間企業等と共同で公募型研究費へ応募するとともに、随時、共
同研究を実施した。

※民間企業等と共同で応募した主な公募型研究費
　・ノーステック財団研究開発助成事業…５件
　・ＪＳＴ研究成果最適展開支援プログラム…２件

Ａ 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

84 優れた研究成果等
を積極的に公表す
るため、情報技術
等の活用を進め、
ホームページの改
善や公表方法を工
夫する。

【研究成果等の公表に向けたホームページの改善】
　ホームページに関し、センター内の「産学部門」、「地域
連携部門」、「知財部門」の内容を充実するなどリニューア
ルを図った。
　センター通信（年12回程度発行）やメールマガジン(年4回
発行)を配信したほか、研究シーズ集を取りまとめ、印刷、
配布するなど、様々な媒体を活用して、研究活動内容の広報
に努めた。

- （２２年度より計画
統合のため、年度
計画なし）

－ 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

83 先端医学・医療を研
究する大学として、
高い研究水準を維
持し、次の研究領
域に重点的に取り
組む。

・国際的に高く評価
されている研究
・独創性が高い研
究
・地域の特殊性に
根ざした研究
・萌芽的研究
・短期的に成果が
上がりにくい基盤的
研究
・基礎研究の成果を
臨床の場へ応用す
る研究

なお、産学・地域連
携に供する研究、
両学部等で連携し
て取り組む研究、若
手教員による研究
などにも十分配慮
する。

【重点的に取り組む研究領域】
　次の各研究分野において重点的に取り組んだ。
　
・国際的に高く評価されている研究
　「脳梗塞患者に対する自家培養骨髄間葉系幹細胞の静脈
　内投与による細胞療法の検討」を実施
・独創性が高い研究
　「血漿プロテオミクスによるGVHD診断標的の同定と臨床
　応用」等を実施
・地域の特殊性に根ざした研究
　札幌市、釧路市、日高町、上ノ国町、美唄市からの受託
　研究のほか、ＪＳＴの地域ニーズ即応型研究などを実施
・萌芽的研究
　文部科学省科学研究費補助金による挑戦的萌芽研究など
　を実施
・短期的に成果が上がりにくい基盤的研究
　文部科学省科学研究費補助金による基盤研究（Ｓ，Ａ，
　Ｂ，Ｃ）などを実施
・基礎研究の成果を臨床の場へ応用する研究
　「エピジェネティクスを標的とした癌の診断及び治療法
　に関する臨床研究」等を実施
・産学・地域連携に供する研究
　産学連携に関しては企業・団体と随時共同研究を実施
（「ヒト癌ワクチン実用化の臨床研究」等を実施）
　地域連携に関しては市町村からの受託研究を随時実施し
　たほか、はこだて未来大学との連携協定に基づき地域の
　医療水準の向上に寄与する研究を実施
・両学部等で連携して取り組む研究
　さっぽろバイオクラスター構想“Ｂｉｏ－Ｓ”などを実
　施
・若手教員による研究
　文部科学省科学研究費補助金による若手研究（Ｓ，Ａ，
　Ｂ，スタートアップ）などを実施

61 【トランスレーショナルリサーチ事業の推進など】
　文部科学省から委託を受けている「橋渡し研究支援推進プログラム
『オール北海道先進医学・医療拠点形成』」により設置した北海道臨床開
発機構の支援を受けながら、重点的に４つの研究を支援した。
　また、当該４つの研究の一つである脳梗塞治療の研究を支援するため、
「教育研究機器センター管理運営規程」の改正及び「細胞プロセッシング
施設管理運営細則」を制定し、ＣＰＣ（細胞プロセッシング施設）を運営
するための体制を整備した。
　さらに、「治験センター設置要綱」などを制定し、医師主導治験を行う
ための体制を整備したほか、当該研究の先進医療及び医師主導治験の申請
等に向けた準備を支援した。
　なお、北海道臨床開発機構の廃止（平成24年3月末）を見越して、本学に
今後の事業運営を担う「トランスレーショナルリサーチセンター」を設置
した。

【大学として十分配慮すべき研究分野の支援する体制・方法の検討】
　大学として十分配慮すべき研究分野（＝トランスレーショナルリサーチ
事業）を支援する体制・方法について、産学地域連携センターを中心とし
て、病院課、看護部、治験センター等との打合せ会議等により検討を行
い、治験センターの体制を強化するため、「治験センター設置要綱」を制
定した。

【両学部連携による研究の推進】
　8月に北見赤十字病院からの資金提供を受けて「オホーツク医療環境研究
講座」を設置し、北網地域における医療環境向上を図るため、医学部・保
健医療学部が参加して医療従事者全体の医療知識・技術の向上と関係者の
協力関係を構築するための研究を実施した。

Ａ

トランスレーショナ
ルリサーチ事業な
どの実施により産
学・地域連携に供
する研究の促進を
図るほか、大学と
して十分配慮すべ
き研究分野の支援
する体制・方法に
ついて検討する。

年度
評価中期計画 平成１９～２１年度の実施状況

3

大学として重点的に取り組んでいる
トランスレーショナルリサーチ事業
を積極的に推進する。

産学・地域
連携セン
ター

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定



№ №

85 公開講座、フォーラ
ム等を積極的に開
催し、研究の成果を
広く社会に発信す
る。

【公開講座、フォーラム等の開催】
　道民公開講座を毎年開催しているほか、平成21年度に「医
療人育成センター開設記念公開リレー講座」を開催し、研究
成果の社会への発信を行った。

※公開講座等開催件数
⑲29件、⑳44件、㉑�64件

- （２２年度より計画
統合のため、年度
計画なし）

－ － 4 －

87 産学連携等を推進
するため、産業界
のニーズを把握す
る体制を構築し、研
究者データベース
等情報発信機能を
一層充実する。

【産業界のニーズを把握する体制の構築】
　ニーズを把握する体制としては、産学・地域連携センター
が中心となり、以下の取組を実施した。
・「北海道バイオ産業振興戦略会議」への参加
・「北海道医療産業研究会」への参加。
・文部科学省産学官連携コーディネーターの配置
・ＴＬＯ等の技術移転機関を通じ、情報収集
　
【情報発信機能の充実】
　研究者データベースや研究シーズ集の更新、研究シーズク
リッカブルマップの作成により情報発信機能を充実した。

63 研究者データベー
スの更新を図ると
ともに、知的財産
に特化した研究者
データベースの構
築を検討する

【研究者データベースの更新】
　教授会等で事務局から更新の必要性について周知を図り、各教員が研究
業績等を追加するなど、必要な更新作業を行った。

【知的財産に特化した研究者データベースの構築】
　産学地域・連携センターにおいて知的財産に関する情報提供の方法につ
いて検討し、研究シーズの情報と併せて知的財産及び研究者の情報を提供
できる「クリッカブルマップ」を整備した。

Ａ 4 ー

産学・地域
連携セン
ター
総務課
（人事）

平成22
年度計画

86 学外向け刊行物の
あり方について検
討する。

中期計画

【学外向け刊行物のあり方検討】
　医学部では「札幌医学雑誌」について、引き続き電子媒体
による編集を行い、保健医療学部では「保健医療学部紀要」
について、編集委員会で将来的な情報発信・発行のあり方に
ついて検討を行った。

研究成果などを広
く社会に発信する
ため、ホームペー
ジの改善や公開講
座・フォーラム等を
企画するほか、学
外向け刊行物の実
態を把握し、その
あり方や具体的な
発行方法について
検討する。

【研究成果等の発信に向けたホームページの改善】
　公開講座、講演会等の開催情報を大学ホームページのトップページのイ
ベント欄に掲載したほか、ホームページに掲載した大学の研究成果や活動
の情報を登録者に自動配信するＲＳＳ配信システムの稼働を開始した。

【公開講座・フォーラム等の企画実施】
　研究成果を広く社会に発信するため、道民公開講座、地方講座、高校出
前講座等を積極的に実施した。
　
※公開講座等開催状況
　・開学60周年記念講演会(道民公開講座)(6/26)
　・医学部道民公開講座(11/8)留萌市
  ・保健医療学部公開講座（道民カレッジ(5,7,9,11月))ほか
　　　　　　　　　　　　合計　37件実施　3,239名参加

【学外向け刊行物の実態把握・あり方検討】
　大学として公式に研究成果を学外に発信するため編集委員会を設置して
定期的に発行している刊行物は次の４点であり、これまでそれぞれ独自の
編集方針に基づき作成されているが、それぞれの委員会においてそのあり
方について検討した結果、保健医療学部においては、新年度から｢札幌保健
科学雑誌｣に名称変更することについて決定した。
    ｢誌名」    （編集事務局）　 　　発行部数　 発行回数
・｢札幌医学雑誌」（総合情報センター）　　550部　年１回発行
・｢保健医療学部紀要｣（学務課）　　　　　 700部　年１回発行
・｢医療人育成センター紀要」（学務課）  1,300部　年１回発行
・｢Tumor Research」（総合情報センター）  650部　年１回発行

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

62

事務局平成１９～２１年度の実施状況

4 学務課
（学務）

ー

中期
計画
自己
評価

Ａ
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№ №

88 関係機関等と連携
して研究成果の実
用化や普及に向け
た取組みを進め、
迅速かつ積極的な
社会還元を図る。ま
た、地域との連携を
推進するため、平
成１９年度に地域連
携ポリシーを策定
する。

【研究成果の実用化・普及に向けた取組】
　産学連携ポリシーに基づき、産学官連携コーディネータや
各種技術移転機関、産業界からの要請に応じて、国内及び海
外の企業に対し、大学が有する知的財産のライセンスを与え
たほか、民間企業等との共同研究において大学が有する知見
を提供するなど、札幌医大が有する研究成果について社会還
元を行った。
　イノベーションジャパンにおいて、参加企業と情報交換や
研究成果の技術移転活動を進めた。

【地域連携ポリシーの策定】
　平成19年度に社会貢献を目的とした「地域連携ポリシー」
を策定した。

- （１９年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため年度計画
なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
中期計画 平成１９～２１年度の実施状況

平成22
年度計画



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２　研究に関する目標
（２）研究実施体制等に関する目標
ア　研究機能

中期
目標

№ №

89 学術研究の特性に
配慮しながら、新た
な発展的領域等に
対する人的資源等
の重点的配置に取
り組む。

【発展的領域等に対する人的資源の配置】
　外部資金、競争的資金の研究費により、研究職員を雇用で
きるよう「研究職員就業規則」を整備し、特任教員等を寄附
講座等に配置するなど重点的な配置に取り組んだ。
　また、学内研究者を支援するため、平成19年度に「研究支
援者設置要綱」を整備した。

※特任教員採用数
⑲1名、⑳16名、㉑�5名

- （２２年度より計画
統合のため、年度
計画なし）

－ － 4 － 総務課
（人事）

90 研究活動の活性化
のため、学内外との
人事交流や任期制
の導入と適切な運
用など、研究者等を
機動的で柔軟に配
置する体制の構築
を図る。

【研究活動の活性化に向けた体制整備】
　企業との共同研究を推進するため、「共同研究規程」を整
備した。
　他大学等との人事交流を推進することを目的に「非常勤職
員（研究職員）就業規則」を制定し、特任教員等の受入体制
を整備した。
（⑳5名、㉑�３名の特任教員を採用）。
　教員の教育や研究活動等をより一層活性化することを目的
に、平成20年4月から「教員の任期制及び評価制度」を導入
し、各教員が目標の設定等を行い、適宜更新に取り組んでい
るほか、平成21年度に職員自らが企画する研究やスキルアッ
プを目的に制度化した「サバティカル研修」の実施を許可す
るなど、教員任期制度の適切な運用を図った。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 －
産学・地域
連携セン
ター

91 企業との共同研究
を積極的に推進す
るため、企業からの
優秀な研究者の受
入れ方策を検討す
るとともに、大学院
に入学した社会人
の院外指導を行う
研究教授制につい
て広く周知を図る。

【企業からの優秀な研究者の受入方策の検討】
　共同研究規程等に基づき、随時、共同研究を実施した。
（ギメラシル併用による放射線感受性増感剤効果の検討　な
ど）
　イノベーションジャパンに出展し、医大研究シーズの紹介
並びに、企業との連携を進めた。
　産学官連携コーディネータを配置し、企業との情報交換を
通じて、産業界のニーズを把握するとともに、企業との共同
研究を推進した。
　
【研究教授制等の周知】
　企業との連携を進めるため、大学の産学連携体制等に関す
るパンフレットを作成した。
　研究教授制について本学ホームページにパンフレットを掲
載し、周知を図った。

64 大学と企業などと
の研究上の連携を
強化するため、研
究教授制の周知を
図るなど、企業か
らの優秀な研究者
の受け入れ方策を
検討する。

【研究教授制の周知】
　大学院医学研究科において、研究教授制の内容について記載してあるパ
ンフレットをホームページに掲載するなど周知を図った。

【企業からの優秀な研究者の受入方策の検討】
　研究上の必要に応じ、随時「札幌医科大学訪問研究員についての要綱」
に応じ、「訪問研究員」として受け入れることを検討し、本学の学術研究
遂行に寄与するものについて受入を行った。

※訪問研究員受入人数…96名
Ａ 4 ー

産学・地域
連携セン
ター
学務課
（大学院）

年度
評価

平成22
年度計画

平成１９～２１年度の実施状況 事務局

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

全学的見地から研究者等を弾力的に配置するとともに、研究の特性・必要性に応じ、学外から豊かな資質や優れた能力を持つ人材を受け入れるなど、大学の研究機能の強化に努める。

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
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№ №

92 医学の進歩に対応
し研究機能を強化
するため、医学部
附属研究所等のあ
り方を検討し、理
念・目標を整理した
上で、平成２１年度
までに再編統合に
ついて時期、組織
体制等を明確にす
る。

【医学部附属研究所等のあり方検討】
　全学的な研究所機能のあり方について、「札幌医科大学に
おける研究所機能のあり方検討小委員会」を設置し、検討し
た結果、各学部においてその機能のあり方や整備手法につい
て検討を進めるべきとの結論に至ったことから、医学部では
「医学部附属研究所等再編検討ＷＧ」を設置し、検討を進
め、次のとおり答申として取りまとめ、医学部教授会、教育
研究評議会、役員会に諮り、成案を得た。

＜答申内容＞
・再編に当たっての基本的考え方
・研究機能の統合、研究支援機能の統合及び研究支援事務部
門の設置
・研究部門・研究支援部門の管理
・再編の方法・時期等について

65 医学部において
は、臨海医学研究
所の廃止に向けた
関係機関との調
整、協議を進め
る。また、保健医療
学部においては、
附属研究所などの
あり方について検
討する。（再掲
No.140）

【臨海医学研究所のあり方に係る関係機関との調整・協議（医学部）】
　医学部における「研究所・機器センター再編検討ＷＧ」において、臨海
医学研究所のあり方について検討を行うとともに、職員が利尻富士町を訪
問し、町に対し検討状況について説明を行った。
　臨海医学研究所については、当分の間、研究施設として再編し、今後に
ついては、町と引き続き協議していくこととしている。

【附属研究所のあり方検討（保健医療学部）】
　「附置施設等あり方検討ＷＧ」において、新キャンパス構想の中で附置
施設をどのように具現化していくか検討を行った結果、保健医療学部とし
ての枠組みを作成し、引き続き今後の運用体制、組織体制も含め検討を行
うこととした。

Ａ 3

（医学部）
フロンティア医学研究所を立ち上げ
るとともに、臨海医学研究施設のあ
り方について、関係機関との調整、
協議を進める。

（保健医療学部）
附属病院等大学の教育、研究施設と
の調整をしながら、保健医療学部に
必要な附置施設のあり方を取りまと
める。 学務課

（学務）

93 倫理委員会、臨床
研究審査委員会な
どの研究審査組織
について、案件処
理の効率化、迅速
化及び透明性に配
慮した体制を確保
する。

【研究審査組織の体制整備】
（倫理委員会）
　平成20年度までは、年４回～５回の開催で、案件処理の停
滞が課題となっていたことから、平成21年度に新たに「一般
研究倫理審査専門委員会」を設置し、月１回の委員会の開催
を通じて、案件処理の効率化と迅速化を図った。
　また、未固定凍結人体標本の利用に関する指針の策定に向
けた調査・検討を行う専門部会「未固定凍結人体標本の利用
に関する指針の検討部会」を平成21年6月に設置した。
　
（臨床研究審査委員会）
　平成21年度に業務手順書の改訂や統一書式を導入するな
ど、案件処理の効率化・迅速化を図った。
　また、関係機関に対するＩＲＢ情報の提供等を通して、透
明性に配慮した体制を整備した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 病院課

平成22
年度計画

中期計画 年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局平成１９～２１年度の実施状況
中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定



№ №

94 研究に必要な大型・
高額設備を学内共
同利用施設のもと
に集約し共同利用
を積極的に推進す
る。また、研究に支
障を来さないよう、
これら設備の維持・
補修・更新を適切に
行う。

【研究機器等の整備】
　教育研究機器センター配置の教育研究用機器について、全
学的な共同利用に対応したほか、更新を含め計画的な修繕等
を進め、適切な維持・管理に努めた。

※主な内容
幹細胞分離装置（セルソーター）購入、ジュンテックアナラ
イザー修繕、ＢＤ FACS Calibur修繕など

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 学務課
（学務）

95 学内共同利用施設
については、職員
の適正な配置、管
理業務の効率化等
に十分留意し、利
用者にとって利便
性の高い研究支援
体制を構築する。な
お、各学部附属の
施設については、
平成２１年度までに
両学部が相互に利
用しやすい制度・体
制を構築する。

【学内共同利用施設の整備】
　全学的な研究所機能のあり方について、「札幌医科大学に
おける研究所機能のあり方検討小委員会」を設置し、検討し
た結果、各学部においてその機能のあり方や整備手法につい
て検討を進めるべきとの結論に至った。
　これを受けて医学部においては「医学部附属研究所再編Ｗ
Ｇ」を設置し、研究所を統合、再編成する答申をまとめた。
　保健医療学部では、将来的なサステナブルヘルスプロモー
ションセンターの実現に向けワーキンググループを設置し、
基本構想や今後の方針をまとめた。

66 学内共同利用施設
に関し、職員の適
性な配置、管理業
務の効率化並び
に、両学部におい
て相互に利用しや
すい制度・体制を
検討し、構築を図
る。

Ａ 4 ー 学務課
（ＧＰ）

96 各研究科の実験室
など、研究環境の
改善に努める。

【研究環境の改善】
　各講座等からの要望を踏まえ、関係課と連携し、環境改善
に努めた。

※主な実績
理学療法学科実験室改修工事、医療人育成センター教員室工
事等

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 学務課
（学務）

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局平成１９～２１年度の実施状況中期計画
平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価

【学内共同利用施設の整備】
　「研究所・機器センター再編検討WG」において検討を行い、平成23年4月
から新たな研究組織として「フロンティア医学研究所」を、研究支援組織
として「教育研究機器センター」を設置する報告書を取りまとめ、8月の医
学部教授会で報告し、承認された。
　また、研究組織の職員の適正な配置、管理業務の効率化等に関しても検
討を行い、センター所管機器の利用に係る受付窓口としてシステム管理部
門を設置し、両学部とも相互に利用しやすい体制を構築した。

・8月4日　 研究所・機器センター再編検討ＷＧ報告書案決定。
・8月26日　医学部教授会において、ＷＧ報告書案を承認
・10月18日 総務課と連携して、教員以外の職員配置及び新研究所
           設置規程案等について、決定。
・3月10日　医学部教授会において、新研究得所設置規程案につい
           て、承認。
・3月14日　教育研究機器センター管理運営委員会開催。
　　　　 　教育研究機器センター管理運営規程の改正について決
           定。
・3月15日　教育研究評議会に、新研究所設置規程を報告
・3月24日　医学部教授会において、教育研究機器センター管理運
           営規程の改正について報告。
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２　研究に関する目標
（２）研究実施体制等に関する目標
イ　研究の質

中期
目標

№ №

97 両学部、附属病院
等学内間で連携し
て取り組む研究を
積極的に推進する
ため、人員、資金、
施設等の学内資源
を優先的に配分す
る制度を検討する。

【学内資源の配分制度の検討】
　平成21年度予算編成方針で「重点的経費の予算措置」を明
記し、同年度から事業実施に係る予算の重点配分を制度化し
た。

67  学内間で連携して
取り組む研究の中
で、大学として重点
的に取り組む研究
等に対し、人員、
施設の優先的な配
分方法について、
検証結果を踏まえ
て問題点の整理・
解消に向けて全学
的に検討する。

【人員、施設の優先的な配分方法の検討】
　現行制度の検証の中で、研究所・機器センターの再編検討等の結果を踏
まえ、制度化を検討し、平成23年4月1日に開設されることになった「フロ
ンティア医学研究所」の設置を契機に、「平成23年度予算編成方針」にお
いて、両学部、附属病院等学内で連携して取り組む研究を推進するため、
人件費、備品整備費、施設整備費など優先的に予算措置すると明記し、制
度化した。 Ａ 4 ー

経営企画課
（経営）

98 他大学、研究機関
との共同研究を推
進するなど、学外組
織との連携・協力を
積極的に進める。

【他大学・研究機関との共同研究】
　橋渡し研究の一つである脳梗塞治療の研究を九州大学、先
端医療振興財団等と連携して推進したほか、京都大学、弘前
大学、科学技術振興機構等とそれぞれ共同研究を推進し、研
究成果については、随時、共同で特許出願を行った。

【学外組織との連携・協力】
　道内の大学、研究機関等と連携し、フォーラムの開催等の
取組を進めた。
　小樽商科大学及び室蘭工業大学と連携し、「北海道医療産
業研究会」を通じ、大学と企業との連携活動を進めた。
　道内大学の知的財産担当者との情報交換を進めた。

※フォーラム開催実績
・小樽商大、東海大と「熱中症フォーラム」を開催
・帯広畜産大学・北見工業大学と連携して交流セミナーを開
催

68 橋渡し研究などの
具体的効果が期待
できる他大学との
共同研究や連携活
動を推進する。（再
掲No.88）

【他大学との共同研究や連携活動の推進】
　橋渡し研究を推進するため、北海道大学及び旭川医科大学と連携して
「北海道臨床開発機構」を運営し、重点的に４つの研究を支援した。
　また、橋渡し研究の一つである脳梗塞治療の研究について、九州大学か
ら、標準的な脳梗塞治療のデータの提供及び治験申請等に係るアドバイス
を受けた。
　さらに、他大学と共同で行った研究に係る成果について、当該他大学と
共同名義で特許出願を行った
（３件：長崎大学、広島大学及び北海道大学）。

Ａ 3

橋渡し研究の一つである脳梗塞治療
の研究については、治験等のノウハ
ウを有する東京大学と連携して、先
進医療及び医師主導治験の申請準備
等を行う。その他、他大学等との共
同研究等を推進する。

産学・地域
連携セン
ター

年度
評価中期計画 平成１９～２１年度の実施状況 事務局

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

学内外の研究組織・機関との連携・協力を進めるとともに、研究目標を明確に設定し、自己評価や外部評価により研究の水準や成果の適切な検証を行い、研究の質の向上に努める。



№ №

99 研究プロジェクトや
組織単位などの研
究活動について、
自己評価や外部評
価を活用した適切
な検証を行い、研
究の質を高める。

【研究活動の自己評価や外部評価を活用した適切な検証】
　研究成果である特許出願等について、知的財産活用委員会
を設置し、外部有識者による評価体制を構築した。
　文部科学省科研費や橋渡し研究等の研究関連補助事業で行
われている定期的な自己評価、外部評価結果を研究プロジェ
クトの検証や今後のプロジェクト推進に活用した。

- （２２年度より計画
統合のため、年度
計画なし）

－ － 4 －
産学・地域
連携セン
ター

100 研究者ごとに研究
目標を明確に設定
するとともに、適切
な評価基準を策定
する。

【教員の任期制及び評価制度の導入】
　教員の教育や研究活動等をより一層活性化することを目的
に、平成20年4月から『教員の任期制及び評価制度』を導入
した。
　研究者ごとの研究目標や評価基準についても導入に併せて
策定しているが、研究目標等の公表については、導入時に検
討し、個人情報の関係から非公表の扱いとした。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 総務課
（人事）

101 研究者ごとに評価
結果を踏まえた研
究の質の向上につ
ながる改善策を盛り
込んだ計画を作成
する。

【研究の質の向上につながる改善策を盛り込んだ計画作
成】
　教員評価制度を平成20年度から導入し、教員個々の活動実
績について、研究者データベースの更新等を適宜実施した。

69 評価結果を踏まえ
研究者ごとに改善
策を盛り込んだ計
画の作成のあり方
について検討す
る。

【計画の作成のあり方検討】
　今年度、教員に対し、改善策の検討に向けたアンケート調査を実施する
ため、教員評価制度の運用状況についての現状分析を行ったが、評価に必
要な研究実績のデータが、各教員が自ら更新作業を行うということもあ
り、更新等に不十分な部分が見受けられ、アンケートを実施しても、有効
な意見が収集できる状況になっていないことから、現状分析を踏まえ、事
務局で今後の進め方について検討を行った結果、教員評価制度の改善策を
検討するためのＷＧを設置することを決定し、平成23年度から具体の検討
を行うこととした。
　なお、アンケート調査については、ＷＧ等における検討の過程で必要と
なった場合に実施することとした。
　また、検討にあたっては、教員の当該制度への理解と協力が必要不可欠
なことから教授会の場において、制度の周知及びデータ更新の徹底等を
行った。

Ｂ 3

次期計画策定時、効果的な改善策が
反映されるようＷＧ等において検討
を行い、計画を作成する。

総務課
（人事）

平成２３～２４年度の実施予定平成１９～２１年度の実施状況
中期
計画
自己
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成22
年度計画

中期計画 年度
評価 事務局
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２　研究に関する目標
（２）研究実施体制等に関する目標
ウ　研究資金

中期
目標

№ №

102 科学研究費補助金
等の各種競争的資
金を積極的に獲得
するため、関係情
報の提供や相談体
制の整備などを進
め、競争的資金の
申請件数を平成１８
年度に比べ平成２４
年度において１０％
増加するよう取り組
む。

【関係情報の提供】
　助成金・国費の情報をホームページに掲載し、学内への周
知を迅速に行うとともに、研究者を対象とした科研費説明会
を年２回開催した。
　各種研究費獲得についての相談を随時受付け、受託研究契
約、共同研究契約、助成金申請を行うとともに、ホームペー
ジ等を活用するなど、公募情報の提供を行った。

【相談体制の整備】
　産学・地域連携センターに「スタッフ制」を導入し、必要
に応じて優秀な人材を確保し体制の強化・充実を図るととも
に、各種研究費獲得についての相談を随時受け付けるなど、
相談体制を整備した。

※文部科学省科研費申請数
⑱284件、⑲310件、⑳312件、㉑�300件
（対18年度比　5.6％増）

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー
産学地域・
連携セン
ター

103 国などの重点施策
事業等の獲得に向
け全学的な検討体
制を整備する。

【重点施策事業獲得に向けた体制整備】
　国の重点施策事業等の企画・申請にあたり、それぞれの取
組ごとにプロジェクトチームを編成して行った。
・グローバルＣＯＥワーキング
・研究拠点形成費等補助金獲得のためのプロジェクトチーム
など

70 国などの重点施策
事業などの獲得に
向け、必要に応じ
てプロジェクトチー
ムを編成するた
め、「ＧＰ戦略会
議」の設置につい
て検討する。
（再掲Ｎｏ．１４９）

【「大学教育改革ＧＰ事業取組推進委員会」の設置】
　本学におけるＧＰ各事業の現状把握や文部科学省からの支援終了後の本
学としての取組方針等に関し検討を行うため、平成22年10月に「大学教育
改革ＧＰ事業取組推進委員会」を設置した。

Ａ 4 ー
学務課
（育）

年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

中期計画 事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

 外部研究資金の積極的な獲得に取り組むとともに、研究者等の研究活動の評価結果や大学として重点的に取り組む領域を考慮し、研究費の弾力的・重点的な配分に努める。

平成１９～２１年度の実施状況



№ №

104 受託研究・共同研
究、治験の推進や
奨学寄附金等を獲
得するため、企業
等へ効果的な情報
発信を進めるととも
に、弾力的な運用
が可能となる体制
を整備する。

【情報発信】
　研究シーズ集の更新を行い、ホームページで公開した。
　産学・地域連携センターの活動報告書及び産学連携体制等
に関するパンフレットを作成した。
　北洋銀行ものづくりテクノフェア（札幌）、イノベーショ
ンジャパン（東京）での出展や、バイオジャパン（横浜）で
の情報発信・収集などを行った。

【体制整備】
　（財）札幌医科大学学術振興会が行っていた寄付金の受け
入れを平成19年10月より法人が行うこととし、財団は精算し
た。
　民間企業等からの寄附金を受け入れするため、平成19年に
寄附講座に関する規程、細則及び寄附金規程を策定した。
　治験を推進していた「治験管理室」を、薬剤部スタッフや
治験コーディネーターを加え「治験センター」として設置
し、体制の充実を図った。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 － 病院課

105 教育研究費の配分
にあたっては、各々
の領域の教育・研
究に支障を来さな
いよう十分配慮しつ
つ、研究者等の研
究活動の評価結果
や、中・長期的視点
に立った大学の方
針の下、重点的に
取り組む領域を考
慮して配分する制
度を平成２０年度ま
でに導入する。

【重点分野に係る教育研究費の配分制度の導入】
　研究者の研究活動に対する評価結果を予算配分に反映させ
るため、「学長裁量経費」を創設した。
　「特定医学研究推進事業費」の配分にあたっては、特定医
学研究推進事業費審査委員会で交付対象研究の選定を行い、
採択した研究に係る成果報告会を実施し、研究成果を公表す
るなど、研究者等の研究活動の評価結果や、中・長期的視点
に立った大学の方針の下、重点的に予算を配分した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 － 経営企画課

106 学長裁量経費を活
用し大学が目指す
方針に基づく研究
活動を推進する。な
お、学長裁量経費
の規模、執行方法
等について検討し、
平成１９年度に制度
を整備する。また、
学長裁量経費の採
択事業について、
事後評価方法を確
立する。

【学長裁量経費の制度整備】
　平成19年度に「学長裁量教育研究費取扱要綱」及び「学長
裁量教育研究費取扱要領」を策定し、平成20年度から財源措
置し、運用を開始した。
　
【学長裁量経費の事後評価方法の確立】
　学長裁量経費に係る取扱要領に事後評価の実施を明記し、
実績報告書をもとに事後評価を平成21年度から実施した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 － 経営企画課

平成１９～２１年度の実施状況中期計画 年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成22
年度計画
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
２　研究に関する目標
（２）研究実施体制等に関する目標
エ　知的財産

中期
目標

№ №

107 知的財産の創出、
取得、管理及び活
用について、産学・
地域連携センターを
中心に積極的に推
進する。

【知的財産の管理・活用に向けた体制整備】
　「発明審査会規程」、「研究成果有体物取扱規程」を整備
した。
　「発明審査会」を設置（H21.7月）し、必要に応じて、学
内教員等に加え、学外弁理士、技術移転機関などの学外有識
者を活用した体制とするなど、札幌医大が保有する権利の取
扱を協議・決定できる体制を構築した。
　他大学等に知財教育に関する資料、情報等発信を行った。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

108 将来の研究成果の
社会還元を見据
え、大学院学生、学
部学生等を対象と
した知的財産に関
する教育の充実を
図る。

【知的財産に係る教育体制の充実】
　学長及び産学・地域連携センターの副所長が医療情報科学
や社会医学講義の中で、知的財産に関する教育を推進した。
　本学の知財講義に係るコンテンツを留萌市立病院の医師等
に対してe-ラーニングとして継続配信した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

知的財産の創出、取得及び管理体制の充実を図り、地域・産業界への技術移転等に積極的に取り組む。

年度
評価

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３　社会貢献に関する事項
（１）地域医療等への貢献に関する目標

中期
目標

№ №

109 臨床研修センターを
中心として臨床研
修協力病院との連
携を深めた研修シ
ステムを通じ、地域
医療に貢献する。

【臨床研修協力病院との連携】
　臨床研修プログラムについて、国における臨床研修制度の
改正を踏まえ、院内の「臨床研修センター会議」において検
討し、改善、充実を図った。
　
※主な改善・充実内容
・本院の研修プログラムに参加する協力型病院や研修施設を
追加し、道内各地域先での臨床研修の選択肢を増やし、プロ
グラムの充実を図った。
・指導医の資質向上及び協力型病院における適切な指導体制
の確保のため、院内各診療科及び協力型病院の指導医を対象
とした｢指導医養成講習会」を実施した。

71  臨床研修センター
と臨床研修協力病
院との連携強化を
推進するほか、国
の動向を踏まえ初
期臨床研修プログ
ラムの改善・充実
を図る。
〔再掲Ｎｏ．１１２）

【臨床研修協力病院との連携強化】
　指導医の資質向上及び附属病院の研修プログラムに参加する協力型病院
での指導体制の確保のため、院内各診療科及び協力型病院の指導医を対象
とした｢指導医養成講習会」を実施した。

※指導医養成講習会…開催日：H22.7.10～11　参加者：40名

【初期臨床研修プログラムの改善・充実】
　附属病院の研修プログラムに参加する協力型病院を新たに３病院（北海
道済生会小樽病院、市立根室病院、市立小樽病院）追加し、道内各地域で
の臨床研修病院の選択肢を増やし、実践的なプライマリ・ケアを学べる機
会を増やすことにより、専門性を学ぶ大学病院のメリットと一般病院のメ
リットを併せ持つプログラムとし、内容の充実を図った。
（H21：33病院　→　H22：36病院）

Ａ 3

附属病院の研修プログラムに参加す
る協力型病院を追加する。

病院課
（臨床研修）

110 地域医療教育支援
センターを設置し、
後期研修・専門医
養成、生涯教育を
通じて地域医療を
支援する。

【地域医療教育支援センターの設置】
　文部科学省の「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」
（申請担当大学：北海道大学）に参画し、本事業の推進体制
として連携大学にて　｢若手医師キャリア支援センター」を
構成し、専任教員を２名配置した。

【地域医療の支援に向けた取組】
　センターによる地域医療支援（後期研修、専門医養成）の
充実を図るため、地域医療を支えるプライマリケア医に必要
な知識習得のための研修会やシンポジウム（関連病院向け説
明会）を開催した。

72  附属病院の教育
機能を効果的に活
用し、後期研修、
専門医養成を中心
に、生涯教育にも
対応できるよう若
手医師キャリア形
成支援センターの
充実を図る。
（再掲Ｎｏ．１０９）
（再掲Ｎｏ．１１３）

【若手医師キャリアセンターの充実】
　次のとおり充実を図り、その結果、新規受入人数（専門研修医となる
者）は、46名→78名（札医大関係分）と増加した。

（後期研修の充実）
　初期臨床研修後の専門研修の場として、道内３医育大学の診療科の高度
専門領域を他大学の専門研修医へ提供することを可能とし、大学を越えた
相互補完の体制を整備した。
　その結果、附属病院から慈恵会医大へ２名、北大関連教育病院から附属
病院へ１名の参加があった。

（研修医の進路希望調査の実施）
　道内３医育大学の研修医235名に対し、アンケートを行い、初期研修後の
進路希望調査を実施した。

（研修医向けのシンポジウムの開催）
　北大病院、旭川医大病院との共催で病院向け説明会（シンポジウム）
（H23.2.9開催）を実施し、研修医教育に力を入れている講師を他大学から
招へいし講演等を行った。

Ａ 3

各大学の後期研修医に対し、ニュー
スレターによる事業周知や北大病院
旭川医大病院との共催によるシンポ
ジウムにより、｢大学病院連携型高度
医療人養成推進事業」（申請担当大
学：北海道大学）のＰＲの機会を増
やし、他大学の高度専門領域研修の
参加を促進する。

病院課
（臨床研修）

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
事務局

平成22
年度計画

ア　道、関係機関等との連携を強め、地域への医師派遣体制の充実を図るとともに、道立病院や地域の中核的医療機関に対し高度先進医療技術を提供するなど、診療支援に積極的に取り組む。
  　また、地域で活躍する医師をはじめとする医療従事者の研修、研究活動等を支援する。

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
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№ №

111 地域の医療機関等
で活動しているコメ
ディカルスタッフに
対する生涯教育を
支援するため、講
演や技術講習会等
の充実を図る。ま
た、他の機関等が
実施している研修
会等に対する支援
についても検討す
る。

【コメディカルスタッフに対する生涯教育支援】
（講演や技術指導者講習会等の充実）
　学外のコメディカルスタッフも参加できるよう「病院感染
対策講習会」等を一般公開とした。

（他の医療機関が実施している研修会等への支援）
　他の機関が実施する各種研修会等（認定看護管理者研修
会、看護実践研修会等）へ講師を派遣した。

※講師派遣実績…⑲36名、⑳44名、㉑�57名

73 附属病院の教育機
能を効率的に活用
し、地域医療のレ
ベルアップを図る
ため、地域からの
コメディカルスタッ
フ臨床実習の受入
状況を各担当部署
で検証し、受入体
制の充実を図る。

【コメディカルスタッフ臨床実習の受入状況の検証・体制の充実】
　コメディカルスタッフの病院研修・実務研修等において、各担当部署ご
とに、実情に対応したカリキュラムの内容変更や、受入人数の調整を行う
など、研修生に質の高い教育の提供に向けて充実を図った。

※臨床実習の受入状況
　臨床実習（研修）受入人数…979名
（うちコメディカルスタッフ…524名）
　内訳：薬剤部33名、検査部35名、病理部16名、
　　　　放射線部35名、リハ部13名、看護部392名

Ａ 4 ー 病院課
（管理）

112 地域医療連携室に
よる地域医療機関
との診療連携や診
療情報の提供によ
り、地域における医
療の質の向上に努
める。また、利用医
療機関数を平成１８
年度に比べ平成２４
年度において２０％
増加するよう取り組
む。

【地域医療連携室による地域医療支援】
　紹介患者受入を推進するため、地域医療連携室において、
院外広報誌やホームページ等の広報媒体を通じて積極的なＰ
Ｒに努めた結果、利用医療機関数及び紹介患者数が増加し
た。

74 地域医療連携室に
より紹介、逆紹介
にわたる地域連携
のあり方を検討し、
地域連携の充実を
図る。〔再掲Ｎｏ，１
１４〕

【紹介、逆紹介にわたる地域連携のあり方の検討及び地域連携の充実】
　がん患者の紹介・逆紹介を含めた地域連携のあり方について検討を行
い、附属病院が参加している「北海道がん診療連携協議会地域連携クリ
ティカルパス部会」において、５大がん（肝がん、胃がん、大腸がん、肺
がん、乳がん）の地域連携パスについて、パスの原案を取りまとめたほ
か、附属病院の５大がんの担当責任者（医師）を選考し、地域連携パスに
対応する体制について整備した。

※紹介患者の受け入れ状況
・利用医療機関数　523件　69％増（H18→H22）
・紹介患者数2,792人

Ａ 3

平成２３年度に試行、２４年４月か
ら５大がん種の連携パスを本格運用
する。

患者サービ
ス

センター

113 高度救命救急セン
ター、北海道リハビ
リテーション支援セ
ンター、エイズブ
ロック拠点病院及
び基幹災害医療セ
ンターとして関係医
療機関の支援を推
進する。

【関係医療機関への支援】
　中核医療機関としての機能を充実し、関係医療機関の支援
を推進するため、「北海道リハビリテーション支援センター
研修会・代表者会議」、「エイズ治療に関する研修会」を開
催した。
　また、道とＤＭＡＴ派遣に関する協定を締結し、北海道総
合防災訓練や札幌市災害総合訓練等に参加した。
　さらに、高度救命救急センターとして、救命救急医療の質
の向上を図るため、メディカルコントール体制整備支援事業
を実施した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

ー － 4 ー 病院課

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
年度
評価平成１９～２１年度の実施状況

平成22
年度計画

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

紹介患者数の実績

H18→H21 ５８％増

H20 2,234 449
H21 2,513 488

H18 1,263 309
H19 1,864 425

紹介患者数(人） 利用医療機関数（件）



№ №

114 75 地域医療支援セン
ターにおいて、緊
急的な医師派遣要
請や地域医療機関
からの診療支援要
請に、迅速かつ円
滑に対応する。
〔再掲Ｎｏ．115〕

【診療支援要請への対応】
　地域医療機関へ次のとおり診療支援を行った。
　なお、平成22年度は、緊急的な医師派遣の要請は無かった。

※派遣要請…2,143件　派遣実績…2,047件（応諾率95.5％）
※公的医療機関への派遣割合…59.4％

Ａ

院内会議（病院運営会議等）におい
て、各診療科に対し公的医療機関へ
の派遣増について、より一層の協力
を依頼し、平成２４年度における公
的医療機関への派遣割合が６０％と
なるよう取組む。

病院課
（医師派遣）

76 派遣医師へのアン
ケート調査を実施
するなど、派遣医
師の処遇や地域で
の医療支援に対す
る評価について検
討を進める。
〔再掲116〕

【派遣医師へのアンケート調査の実施】
　派遣医師に対してアンケート調査を実施し、その調査結果について、地
域医療支援センター会議に報告し、派遣医師の処遇等について検討を行っ
たが、アンケートでは派遣先病院における処遇改善の要望が多く、大学に
おける処遇について検討するためには、他大学の状況なども調査した上で
行うことが必要との結論を得たことから、平成23年度に他大学へ調査を実
施することを決定した。
　また、北海道開発局と協働で、附属病院に勤務する医師（診療医）を対
象に、地方勤務に関するアンケートを実施した。

※（参考）実施結果～回収率17%
    ◆地方勤務（常勤）で重視する条件（複数回答）◆
　　　①代診医の存在(69.8%)
　　　②勤務時間・休日などの労働条件(64.6%）
　　　③派遣先の処遇・待遇（給与）（63.5%)

Ａ

派遣医師の処遇や地域での医療支援
に対する評価の参考とするため、平
成２３年度に他大学への調査を実施
し、結果を取りまとめる。

病院課
（医師派遣）

77 医師以外の医療専
門職員の派遣に係
るニーズの把握に
ついて「病院の機
能改善ワーキング
グループ」で検討
する。

【医師以外の医療専門職員の派遣検討】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において次のとおり検討した。
　
※検討結果
　医師以外の医療専門職員の派遣に係るニーズについて、各診療科毎に個
別に対応していたものを取りまとめた結果、ニーズがある職種について
は、当院においても人員確保に苦慮しているところであり、派遣は困難な
状況である。
　その中にあって、平成22年度は、看護部で平成21年度から引き続き留萌
市に看護師を１名派遣しているほか、薬剤部においてはニーズ対応のた
め、研修受入施設として薬剤師の指導を行っており、引き続き派遣のあり
方を検討していく。

Ａ

各部門毎において、医師以外の医療
専門職員の派遣に係るニーズを把握
し、派遣のあり方を取りまとめる。

病院課
（管理）

平成22
年度計画

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

【公的医療機関等に対する人的・技術的支援】
　緊急的な医師派遣要請や地域医療機関からの診療支援要請
に、迅速かつ円滑に対応するため、本学の医師派遣機能を一
元化して実施する「地域医療支援センター」を平成21年度に
設置し、医師派遣体制の充実を図った。
　派遣先医療機関及び派遣医師に対してアンケート調査を実
施するなど、派遣医師の処遇や、地域医療支援に対する評価
について検討を進めた。
　公的医療機関への派遣割合を高めるため、病院運営協議会
等で周知を図るなど、目標値の達成に向けて取組を進めた。
　医師以外の医療専門職員については、平成20年度において
は看護部、平成21年度においては薬剤部から派遣している
が、平成21年度に新たに設置した、札幌医科大学附属病院の
病院機能・施設の充実及び新たな病院機能のあり方等を検討
する「病院の機能改善ワーキンググループ」において検討さ
れ、派遣決定の仕組みについては、まず地域のニーズを把握
した上で、派遣のあり方等を検討することとした。

【地域医療に関する政策立案への協力】
　道・市町村からの要請に、次のとおり対応した。
・「地域医療を担う医師養成検討分科会」に参加。
・「予防接種健康調査委員会」に参加。
・地域医療再生計画に基づく特設講座設置に向けた検討。

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
年度
評価平成１９～２１年度の実施状況

安全で安心できる
地域の医療体制の
構築のため、地域
医療を支える公的
医療機関等に対す
る人的・技術的支援
や連携方策を充実
させるとともに、地
域医療に関する政
策立案に協力す
る。なお、医師等の
総派遣件数に、地
域医療を支える公
的医療機関に対す
る派遣件数の占め
る割合が平成２４年
度において６０％と
なるよう取り組む。

3

事務局

公的医療機関への派遣割合
Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

派遣割合 57.2% 58.5% 59.0%

65
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３　社会貢献に関する事項
（１）地域医療等への貢献に関する目標

中期
目標

№ №

116 地域の課題、要望
等を的確に把握し、
地域の特殊性に根
ざした研究について
取り組む。

【地域の特殊性に根差した研究の推進】
　教員からの聞き取りや市長会、町村会から本学に期待する
事項について聞き取りを行い地域の課題や要望について把握
した。
　釧路市（思春期保健事業に関わる分析事業）、日高町（介
護リーダー育成事業）及び上ノ国町（史跡勝山舘出土人骨鑑
定）からの受託研究を実施したほか、別海町との連携協定に
基づく事業計画協議、知的クラスター事業の研究開発を実施
した。
　道内資源を利用した化粧品研究会に参加し当該分野の要請
の高い研究の把握に努めた。

79 地域の特殊性に根
ざした研究につい
て取組を進める。

【地域医療再生計画に基づく特設講座の設置】
　北海道地域医療再生計画に基づき、次のとおり特設講座を設置し、道民
の医療・保健・福祉に関する社会的要請の高い研究を推進していくことと
した。

○「オホーツク医療環境研究講座」
　・北見赤十字病院からの申出により設置。(8月1日付）
  ・研究概要…地域医療を担う医療従事者に対する医学知識の
　　　　　　　刷新及び再研修方法の研究及びその実践
○「道民医療推進学講座」
　・道からの申出により設置。(9月1日付)
　・研究概要…地域医療の確保を目的に、地域医療を担う医師
　　　　　　　の養成に関する調査、研究
○「南檜山周産期環境研究講座」
　・道からの申出により設置。(9月1日付）
　・研究概要…地域の周産期医療を担う医師の養成及び安全な
　　　　　　　分娩体制の構築について調査、研究

Ａ 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

Ａ

事務局

4 ー

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

【道との情報交換の実施】
　会議等に参画し、道と情報交換・意見交換を行った。
　主な会議等は次のとおり。

※北海道との主な意見交換
　・「道保健福祉部との懇談会」（道保健福祉部）
　・「北海道地域医療再生計画関係」
　　　（道保健福祉部医師確保推進室・道立病院等）
　・「札幌医科大学の施設整備のあり方に関する検討会議」
　　　（道総務部大学法人支援室）
　・「札幌医科大学との連絡調整会議」
　　　（道保健福祉部医師確保推進室）
　・「大学校舎等の整備関係」（道建設部）
　・「医学部定員増関係」（道総務部大学法人支援室）

※他の行政機関等との意見交換
　・札幌圏大学連携ネットワーク会議（札幌市）

道との情報交換を
行うとともに、必要
に応じて意見交換
会を開催する。（再
掲No.５９）

【道・市町村施策への積極的な協力】
　次のとおり、実施した。
・道との意見交換・情報交換の実施
　（道保健福祉部との意見交換の開催など）
・北海道医療対策協議会への参画
・市長会、町村会等から本学へ期待する事項の情報収集

【各種審議会委員の就任、各種団体への提言・助言】
　国（厚労省等）・道（各協議会等）・市町村等からの審議
会委員の就任要請や、講師等の派遣要請に対し、随時積極的
に対応した。
　※審議会委員就任件数
　　　⑲249件、⑳265件、㉑�202件
　※講師派遣件数
　　　⑲214件、⑳212件、㉑�363件

中期計画
平成22
年度計画

イ　道、市町村等の医療・保健・福祉に関する政策形成・調査や疾病の予防・健康づくりのための活動を支援する。

平成１９～２１年度の実施状況

115 78
再掲

道の施策に積極的
に協力するととも
に、市町村等の医
療・保健・福祉に関
する計画や企画の
立案を支援する。ま
た、行政機関をはじ
め、地域の活動に
貢献している各種
団体等の活動を支
援するため、各種
審議会の委員への
就任や各種団体等
への提言、助言等
を積極的に行う。な
お、これら道、市町
村等からの委員就
任、講師派遣等の
支援要請に対して
積極的に応ずる。

平成２３～２４年度の実施予定

経営企画課
（調整）

年度
評価

中期
計画
自己
評価



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３　社会貢献に関する事項
（１）地域医療等への貢献に関する目標

中期
目標

№ №

81 報道機関との連
携・協力により、開
学６０周年事業を
推進する。
（再掲Ｎｏ．１１８）

【開学60周年事業の推進】
　開学60周年(創基65周年)記念事業については、北海道新聞社との「健や
か北海道プロジェクト」を活用して、6月24日の朝刊に本学のあゆみや取組
を紹介した広告(タブロイド版、全面カラー、4ページ)を折り込み、札幌圏
に38万部配布したほか、道内全市町村、病院、高等学校等に配布して周知
を図った。
　特に、札幌医科大学開学60周年（創基65周年）「記念講演会」（道民公
開講座）については、プレスリリースを行ったほか、上記タブロイド版で
紹介したことにより、定員(350名)を上回る申し込みが殺到する結果となっ
た。

A ー 経営企画課
（広報）

82 平成２１年度まで
に実施した介護
キャラバンの実績
を背景に、本学の
もつ教育研究臨床
リソースを有効に
活用しながら、介
護予防など、地域
住民の健康増進に
関わる人材育成に
貢献する方法を検
討する。

【地域住民の健康増進に関わる人材育成に貢献する方法の検討】
　「保健医療学部統括プロジェクト推進室」で検討した結果、これまでの
蓄積を有効に活用しつつ、介護予防に携わる人材育成に貢献する方法とし
て、介護・医療等に係る道の委託事業の公募に応募することとし、受託を
受け、実施した。

○「健康長寿対応型人材育成事業委託業務」（道経済部）
　…「健康長寿対応型人材育成プログラム」を開講。
　　（開講期間:H22.10～H22.12)
○「高齢者保健福祉サービス推進特別事業」（道保健福祉部）
　…「高齢者健康づくり（介護予防）リーダー養成プログラム」を開講。
　　（開講期間：H22.10～H23.2）

Ａ ー
学務課
（保）

病院課
（管理）
経営企画課
（広報）

疾病の予防や健康づくりに関する公
開講座や講演などを積極的に開催す
るとともに、各種メディア、自治体
広報、ホームページなどを利用した
積極的な情報発信を行う。

A

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

疾病の予防や健康
づくりに関する道民
の意識を喚起する
ため、公開講座、講
演等を開催するとと
もに、各種メディア
を利用した積極的
な情報発信を行う。
また、次代を担う若
い世代に医学・医
療に関心を持っても
らうため、学校等か
らの講師派遣要請
に積極的に応ず
る。なお、公開講座
等の開催件数を平
成１８年度に比べ平
成２４年度において
３０％増加するよう
取り組む。

80 疾病の予防や健康
づくりに関する公
開講座や講演など
を積極的に開催す
るために、推進方
策及び学内推進体
制の整備を検討す
るとともに、各種メ
ディア、自治体広
報、ホームページ
などを利用した積
極的な情報発信を
行う。
（再掲No.117、162）

【公開講座等開催に係る推進方策等の検討】
　大学や各講座等で実施する公開講座等の開催については、学内の学術振
興助成事業等による助成を行い推進しており、医師会等とも十分連携しな
がら積極的な開催に取り組んだほか、公開講座等の情報を大学ホームペー
ジのトップページのイベント欄に掲載し、ホームページに掲載した大学の
研究成果や活動の情報を登録者に自動配信するＲＳＳ配信システムの稼働
を開始した。

【各種メディア、自治体広報、ホームページ等を利用した情報発信】
　ホームページによるリアルタイムな情報発信、「札医大だより」など広
報誌の発行、積極的なプレスリリースのほか、報道機関からの取材への対
応など、あらゆる機会、あらゆる媒体を活用して情報を提供している。

※参考
・平成22年度 プレスリリース数～54件
　　　　　　 うち、講演会・フォーラム9回、公開講座8回
・平成22年度 ホームページアクセス数～593,291件
・ホームページページビュー数～1,683,481件
　　受験関連ページ(98,792件）がトップ

117

平成22
年度計画

【公開講座等の開催】
　関係機関等の協力を得て、道民公開講座等を実施した。
　疾病の予防や健康づくりに関して、道民公開講座に加え、
大学及び病院のホームページを利用して広く周知・情報発信
を行った。

【積極的な情報発信】
　疾病の予防や健康づくりに関する道民の意識を喚起するた
め、北海道新聞社との提携・協力により「健やか北海道プロ
ジェクト」を実施した。
　平成19年度、平成20年度は高齢者を対象にした脳卒中・認
知症をテーマとして、北海道新聞に特集記事にて新聞掲載を
行う等の取組を進め、平成20年9月19日に「認知症に負けな
いために」の道民フォーラムを実施した。
　平成21年度は、本学の折り込み広報誌(タブロイド版、全
面カラー、4ページ)を3月21日（日）の北海道新聞朝刊を活
用して札幌圏に38万部配布したほか、市町村(公共施設、病
院等)に5万部配布し、本学の保健・医療、地域貢献等の活動
状況を広く道民へ発信した。

【学校等からの講師派遣依頼への積極的対応】
　道教育庁と連携し、高校からの要請に基づき、出前講座を
実施した。

※開催件数
　⑲５回、⑳８回、㉑�９回

中期
計画
自己
評価

年度
評価 事務局中期計画

ウ　大学の施設等の地域への開放、教育研究活動の成果である各種学術情報の発信、公開講座の開催等に積極的に取り組む。

平成２３～２４年度の実施予定平成１９～２１年度の実施状況

3

公開講座等開催件数
H19 H20 H21

開催件数 29 44 64
H18→H21 167%増
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№ №

118 大学が保有する情
報や資源を広く社
会に還元するため、
総合情報センター、
標本館等の道民へ
の利用拡大につい
て取り組む。

83 学術文献検索シス
テムの改修による
図書館サービスの
向上について検討
を行う。

【図書館サービスの向上に向けた検討】
　「附属総合情報センター運営委員会」等で検討し、次のとおり実施し
た。

（学術文献検索システムの改修）
・「Web of Science」の更新・提供。
・道内医療機関発行誌全文の電子化の募集。10機関719件を新たに公開。
・機関リポジトリの改修。
・横断情報検索システムのオープンライセンスのソフトウェア導入により
新たな検索画面を構築。

A

（平成23年度）
図書館の各種サービスの充実に向
け、検討組織を設置し、図書館シス
テム及び学術文献検索システムの改
修仕様を作成する。

（平成24年度）
平成23年度において検討を行った改
修仕様に基づき、システムの更新を
行う。

総合情報
センター

84 北海道内医療機関
電子ジャーナルコ
ンソーシアムの推
進により医学、医
療情報提供機能の
拡充を図る。

【北海道内医療機関電子ジャーナルコンソーシアムの推進】
　北海道内医療機関電子ジャーナルコンソーシアムを次のとおり実施した

・国内電子ジャーナル「メディカル・オンライン」のコンソーシアムにつ
いて、前年度より7機関増となる31機関の参加により実施。
・国内電子ジャーナル「メディカル・オンライン」のコンソーシアムの次
年度募集を郵送により実施。
・Wiley-Blackwell、LWWの外国雑誌電子ジャーナル・コンソーシアム募集
を実施。

Ａ

（平成23年度）
利用者が年々増加している文献複写
や北海道内医療機関電子ジャーナル
コンソーシアムをはじめとする地域
医療支援サービスの一層の充実を図
るため、アンケート調査等を実施す
る。

（平成24年度）
図書館システム及び学術文献検索シ
ステムの更新を実施する。

総合情報
センター

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況

【道民への利用拡大に向けた取組】
（総合情報センター）
　本学卒業生・地域医療従事者に対するサービスを点検し、
次のとおり、整備・拡充をはかった。
・本学卒業生に対する図書館24時間開館を実施。
・本学派遣医師等に対する臨床支援ポータルデータベースの
提供を実施するとともに、リモートアクセスシステムの整備
により学内資源の利活用環境を改善。
・地域医療従事者等の文献情報提供サービスについて、国立
情報学研究所システム（CiNii）をはじめとする各種データ
ベースの提供による学術情報提供支援の充実や、地域医療従
事者からの要望を踏まえ、北海道内医療機関電子ジャーナ
ル・コンソーシアム（受益者負担による共同採択方式）によ
る電子ジャーナルの提供を実施した。

（標本館）
　標本館運営委員会において、学外関係者の意向把握のため
のアンケート調査を実施し、それを踏まえて、他大学及び医
療関係者に「標本館だより」を配布するとともに、ホーム
ページへ掲載するなど利用者拡大の取組を行った。

年度
評価

平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

3

中期
計画
自己
評価



№ №

119 専門学校生等の実
習や研修の受入れ
など、学外医療関
係者等の学習支援
に努める。

【学外医療関係者等の学習支援】
　臨床実習生等の積極的な受入を継続的に行い学外医療関係
者等の学習支援に努めた。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー 病院課

120 大学が保有する各
種教育研究機器等
について、他の教
育・研究機関等の
利用に供する制度
を平成２１年度まで
に創設する。

【教育研究機器等の貸出制度の創設】
　教育研究用機器の学外利用について、本学及び他機関の利
用実態等について調査し、検討を進めた。
　しかしながら、同時並行的に進められていた医学部附属研
究所等の再編に向けたＷＧでの検討との整合性を図る必要が
あったことから、平成21年度中の外部利用制度の創設には至
らなかった。

85 医学部附属研究所
再編検討ワーキン
グにおけるサービ
ス部門のあり方検
討の結果を踏まえ
て、各種教育研究
機器などを他教
育・研究機関など
の利用に供する際
の機器などの範
囲、料金設定など
を決定する。（再掲
Ｎｏ．１５０）

【各種教育研究機器等の他機関への貸出範囲・料金の検討】
　7月に「研究所・機器センター再編検討ＷＧ」を設置し、新研究所の研究
部門、教員定数、教育研究機器センターの組織、所管業務内容、再編方法
と時期などの検討を行い、8月に検討結果報告書をとりまとめた。
　この報告書を受け、「教育研究機器センター管理運営委員会」におい
て、所管機器の外部利用について次のとおり検討を進め、教育研究機器の
外部利用制度を創設したほか、外部利用対象機器候補の選定を行い、1月の
医学部教授会で報告し、承認された。
　
・11月15日　教育研究機器センター管理運営委員会を開催。
　　　　　　外部利用規程（案）及び対象部門について決定。
・12月13日　教育研究機器センター管理運営委員会を開催。
　　　　　　対象機器及び料金設定等について決定。
・ 1月27日　医学部教授会開催
　　　　　　外部利用規程（案）について、報告・承認。

Ａ 4 ー 学務課
（学務、ＧＰ）

121 大学の施設につい
て、地域の要望を
踏まえ、開放に向け
た取組みを進める。

【大学施設の開放に向けた取組】
　大学施設の学外使用の実態把握及び他大学の状況調査を行
い、開放に当たっての課題や問題点の整理を行った。

86 大学施設の開放に
当たって、住民な
どのニーズを把握
し、開放する施設
（ホール等）の範
囲、料金設定など
について検討す
る。
（再掲Ｎｏ．１５１）

【開放施設の範囲、料金設定の検討】
　大学施設の開放に関し、住民などから、本学の「講堂」及び「記念ホー
ル」の利用可否に関する照会・要望が多く寄せられていることから、ニー
ズがあると判断し、両施設について有料で学外者の使用に供することを決
定し、使用基準、使用料金、手続等に関し、検討を進めた。
　その結果、平成23年3月に使用基準等を整理した｢札幌医科大学施設の学
外使用取扱要領｣を制定し、平成23年4月1日から施行することとした。

Ｓ 4 ー
学務課
（学務）

122 本学が有する知識
や経験を地域に還
元するため、民間
医療機関等が実施
する高度医療や研
究に係る倫理等の
審査受託について
検討する。

【高度医療等に関する倫理審査受託に向けた検討】
　他大学を調査したところ、治験以外の研究については、専
門家が学内にいないことや委員に相当の負担が懸かることか
ら審査は実施していない状況であった。
　上記の調査結果を踏まえ臨床研究審査委員会で検討した
が、医療事故等があった場合、審査をした側として責任を負
う必要があることや、学内の審査案件だけでも委員に相当の
負担が懸っていることから、審査受託は困難との結論に達し
た。

（２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

ー － 4 ー 病院課

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局
年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定

中期
計画
自己
評価

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況

実習生受入実績
対前年比

237%

（単位：人）

臨床実習
 

435 1,030
H21H20
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３　社会貢献に関する事項
（２）産学官連携に関する目標

中期
目標

№ №

123 研究成果の社会還
元の一環として、法
人化のメリットを最
大限に生かした産
学官連携を産学・地
域連携センターを拠
点として推進する。
なお、共同研究及
び受託研究の実施
件数を平成１８年度
に比べ平成２４年度
において２０％増加
するよう取り組む。

【共同研究・受託研究の推進】
　産学官コーディネーターを中心として企業等との共同研
究・受託研究などの推進に取り組んだ。

※共同研究・受託研究実施実績
⑲213件（受託200、共同13）
⑳287件（受託272、共同15）
㉑�294件（受託273、共同21）
対Ｈ18比　41.3％増

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

124 専門職人材の確保
に努める。

【専門職人材確保に向けた取組】
　本学からの申請に基づき文部科学省の産学官コーディネー
ター１名が配置されたほか、弁理士資格保有者１名や他大学
での知財、産学連携実務経験者を法人職員として配置した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

125 事務手続の簡素化
を図るとともに、相
談体制を整備・充実
する。

【事務手続きの簡素化、相談体制の充実に向けた取組】
　事務手続きを円滑に進めるため、大学受託研究、一般受託
研究の事務手続を産学地域連携センターに一元化した。
　能力に応じた非常勤職員の採用制度であるスタッフ制度を
導入し、優秀な人材の確保を図り、体制の強化・充実を図っ
た。
　客員研究員(1名)を受け入れたほか、弁理士試験に合格し
た職員をセンターに配置した。
　科学研究費補助金公募支援体制を強化するため臨時職員１
名を配置した。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

年度
評価

中期
計画
自己
評価

大学の研究成果を企業や地域に積極的に発信するとともに、共同研究・受託研究の推進、技術移転・技術指導の取組み等により、産学官連携を深め、研究成果の社会還元を積極的に進める。
なお、産学官連携に積極的に取り組むよう、次のとおり数値指標を設定する。

中期計画 平成２３～２４年度の実施予定 事務局平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）



№ №

126 受託事業、包括提
携等における手法
及び弾力的な運用
を可能とする諸規
程の整備を図る。

【受託事業等の弾力的運用に向けた規程整備】
　民間企業等からの寄附金を受け入れするため、平成19年に
「寄附講座に関する規程」や細則及び寄附金規程を策定し
た。
　平成20年度に北洋銀行、はこだて未来大学、別海町、平成
21年度に早稲田大学スポーツ科学学術院、財団法人スキー連
盟とそれぞれ連携協定を締結した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

127 早期技術移転等を
可能とするため、学
外技術移転機関と
の連携について検
討する。

【学外技術移転機関との連携に向けた検討】
　大学が有する知的財産権のライセンスの受諾先の調整を
行ってもらうため、次のような技術移転機関との連携を促進
した。
　
※主な技術移転機関
　リクルートＴＭＤ、聖マリアンナＭＰＯ、ＩＰＳＮ

87 国内外に早期に技
術移転を進めるた
め、学外の技術移
転機関を積極的に
活用していく。

【学外の技術移転機関の活用】
　4月に「株式会社リクルート」と包括的な技術移転契約を締結し、同社を
通じた積極的な技術移転活動を展開した。
　また、12月に「株式会社ＭＰＯ」とも、同様の技術移転契約を締結し
た。

※新規ライセンス契約：４件（平成21年度0件） Ａ 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

128 研究情報の収集を
進めるとともに、積
極的な発信を行う。

【研究情報の収集】
　各研究室に情報提供を依頼し、研究シーズ集や研究者デー
タベースを更新した。
　研究者からの相談の機会等を通じ、学内シーズの情報（研
究の進捗状況等の情報）の把握を行った。

【研究情報の発信】
　道民公開講座、医療人育成センター開設記念公開リレー講
座等を開催し、研究成果の社会への発信を行った。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

129 研究特性に応じ、
学外から優秀な研
究者の受け入れ方
策を検討する。

【学外からの研究者の受入方策の検討】
　企業等との連携強化や研究者を受入するため、平成19年度
に「共同研究規程」を整備した。

- （１９年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

年度
評価 事務局中期計画

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定
中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況
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№ №

130 本学が取り扱った
事例に関する情報
の蓄積と事後検証
体制を構築する。

【研究事例情報の蓄積】
　取扱事例に係る対応・進捗の書面化に取り組んだほか、外
部機関との電子メールによる連絡は関係者全員をＣＣに入
れ、情報共有に努めた。

【事後検証体制の構築】
　平成20年度から、研究の成果を特許として出願するかどう
かや出願後の検証（審査請求、特許料の納付等を行うかどう
か）を行う知的財産審査会を原則毎月１回開催している。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

131 外部研究資金情報
の提供及び相談・
事務手続等支援機
能の強化を図る。

【外部研究資金情報の提供】
　助成金・国費の情報をホームページに掲載し、学内への周
知を迅速に行うとともに、研究者を対象とした科研費説明会
を毎年２回開催した。

【相談・事務手続等支援機能の強化】
　産学・地域連携センターにおいて各種研究費獲得について
の相談を随時受付け、受託研究契約、共同研究契約、助成金
申請を行うとともに、ホームページ等を活用するなど、公募
情報の提供を行った。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

132 知的財産の管理・
活用体制を充実す
る。

【知的財産の管理・活用体制の充実】
　「発明審査会規程」及び「研究成果有体物取扱規程」を整
備した。
　「発明審査会」を設置（平成21年7月）し、必要に応じ
て、学内教員等に加え、学外弁理士、技術移転機関などの学
外有識者を活用した体制とするなど、札幌医大が保有する権
利の取扱を協議・決定できる体制を構築した。
　知的財産に関して、バイオベンチャー起業者や特許庁審査
官などの外部講師を招いた講義などを開催した。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

133 研究者のモチベー
ションを高める仕組
みの整備に努め
る。

【研究者のモチベーションを高める仕組み整備】
　「札幌医科大学教職員に係る勤務発明等に係る収入配分要
領」を策定し、研究者のインセンティブを高めた。

- （２２年度より計画
統合のため、年度
計画なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

平成22
年度計画

事務局中期計画 平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）



№ №

134 産学官連携の成果
について外部の評
価等を含む検証を
行い、取組み体制
の改善・充実を図
る。

【産学官連携に係る外部評価体制の取組】
　産学官連携に係る自己評価の一環として「活動報告書」の
作成や認証評価機関の評価に向けた「自己点検報告書」の作
成検討を通じ、企業・団体との共同研究の実績や外部団体と
の連携協定の実績を点検し、経年比較を行うことにより今後
の活動指針としている。（この他にも外部からの検証を含む
評価手法としては、民間シンクタンクが実施する大学の地域
貢献度ランキング調査に参加するなど他大学との比較におい
て産学連携の手法・実績を点検するなどの手法をとってい
る。）

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

135 学外関係機関・団
体との多様な連携
を図る方策を検討
する。

【学外関係機関・団体との多様な連携方策の検討】
　随時、企画振興部等、道の関係部局と連携を図り、特に、
経済部主催の「北海道バイオ産業振興戦略会議」には積極的
に参画したほか、北海道医療産業研究会において、経済部・
工業試験場等と連携してセミナーを開催（２回）するととも
に、随時、情報の交換を行った。

（その他の取組）
・小樽商科大学及び室蘭工業大学と連携し、北海道医療産業
研究会を通じ、大学と企業との連携活動を進めた。
・イノベーションジャパンや産学官連携コーディネーター全
国会議等にて他大学、企業等の情報収集に努めた。
・北洋銀行、はこだて未来大学、別海町等、産学官にわたっ
て連携協定を締結した。
・早稲田大学スポーツ科学学術院、財団法人全日本スキー連
盟とそれぞれ連携協定を締結した。

88
再掲

橋渡し研究などの
具体的効果が期待
できる他大学との
共同研究や連携活
動を推進する。
（再掲№６８）

【他大学との共同研究や連携活動の推進】
　橋渡し研究を推進するため、北海道大学及び旭川医科大学と連携して
「北海道臨床開発機構」を運営し、重点的に４つの研究を支援した。
　また、橋渡し研究の一つである脳梗塞治療の研究について、九州大学か
ら、標準的な脳梗塞治療のデータの提供及び治験申請等に係るアドバイス
を受けた。
　さらに、他大学と共同で行った研究に係る成果について、当該他大学と
共同名義で特許出願を行った
（３件：長崎大学、広島大学及び北海道大学）。

Ａ 3

橋渡し研究の一つである脳梗塞治療
の研究については、治験等のノウハ
ウを有する東京大学と連携して、先
進医療及び医師主導治験の申請準備
等を行う。その他、他大学等との共
同研究等を推進する。

産学・地域
連携セン
ター

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期計画

73
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
３　社会貢献に関する事項
（３）　国際交流及び国際貢献に関する目標

中期
目標

№ №

136

Ａ

【交流内容の検証】
　平成22年度は、「マサチューセッツ州立大学医学部」及び「佳木斯大
学」との交流協定の更新時期にあたるため、これまでの交流実績を踏まえ
た検討を行った。
　特に佳木斯大学については、派遣期間や推薦方法などの見直しを行っ
た。

①マサチューセッツ州立大学
　・医学部開学(1970年)以来、急成長を遂げている大学であること。
　・国際的な視野を重視する教育など、学ぶべき点が多いこと。
　・基礎・臨床を問わず多様な分野で交流(22名)してること。
　上記により、現協定のとおり引き続き更新した。

②佳木斯大学（ジャムス）
　・中国黒竜江省を代表する大学であること。
　・本学との協定締結前から教員の派遣のほか、教育支援として
　　大学院生等を派遣していたこと。
　上記により、教育支援から相互交流を重視した内容に見直し、
　佳木斯大学と協議が整ったところ。

【アルバータ大学との交流内容の検討】
　アルバータ大学については、医学部・歯学部と本学と協定を締結してい
るが、保健医療学部からの派遣にも対応できるように、リハビリテーショ
ン医学部と新たに協定を締結した。

【新たな大学との交流協定の検討】
　平成20年度から相手方の都合により中止となったカルガリー大学臨床実
習にかわる派遣先として、アジアンパシフィックを中心に英語で臨床実習
が可能な大学として「韓国カトリック大学」と協議を行った。
　また、保健医療学部の研究交流促進を図るため、「香港理工大学」と学
部間交流の覚書を平成23年2月18日に取り交わした。交流期間を2年間と
し、当該期間の交流実績を踏まえ、協定締結について判断することとし
た。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成１９～２１年度の実施状況

道の北方圏構想に
基づき交流協定を
締結した大学との
交流内容を検証し、
交流の促進を図
る。

【交流内容の検証、交流の促進】
　交流協定締結大学との協定更新を随時行っているほか、平
成20年3月に中国の佳木斯大学と新規に交流協定を締結し
た。
　既に学術交流協定を締結してる中国医科大学と平成20年3
月に新たに学生交流協定を締結した。
　また、平成21年3月にこの２つの協定を一本化した。

平成２３～２４年度の実施予定
平成22
年度計画

中期
計画
自己
評価

マサチューセッツ
州立大学医学部及
び佳木斯大学の交
流協定更新時に
は、当該大学との
これまでの交流内
容を検証し、見直
しなどを含めた今
後の交流のあり方
について検討し、
交流促進に取り組
む。また、アルバー
タ大学とは、医学
教員に加えて、保
健医療学部を対象
とすることについて
検討する。さらに新
たな大学との交流
協定を検討する。

経営企画課
（国際交流）

年度
評価

 外国の大学、研究機関等との交流・連携を推進し、国際感覚豊かな人材を育成する。
  また、国際水準の研究を進めるとともに、国際的な医療支援活動等に積極的に参画するなど、国際社会への貢献に努める。

3

事務局

89 カルガリー大学の交流協定更新につ
いては、当該大学とのこれまでの交
流実績や現状を踏まえ実施する。ま
た、新たな協定大学をはじめとする
大学と交流を促進する。

中期計画



№ №

137 諸外国での医療活
動や医療技術指導
など、積極的に国
際社会への支援に
取り組む。なお、災
害等に際し、人道
的な見地から積極
的に対応する。

90  教職員の派遣な
どにより諸外国で
の医療活動を支援
する。

【諸外国での医療活動の支援】
　自治体国際化協会から道国際課を通じて、本学研究生へ中国への派遣依
頼があり、事務的な手続きを行ったが、結果として、日程の折り合いが付
かず派遣できなかった。

Ａ ー 経営企画課
（国際交流）

91 諸外国からの研修
員の受入などによ
り医療技術指導な
どの支援に取り組
む。

【諸外国からの研修員の受入支援】
　公益信託北海道・ロシア極東医療交流基金(コースチャ基金)のサハリン
州医師研修事業により、ロシアからの医師1名を平成22年5年31日から6月11
日までの12日間、附属病院で受け入れた。
　また、平成19～21年度に受け入れていたＪＩＣＡ地域別研修について
は、平成22年度から24年度までの3年間、引き続き「仏語圏アフリカ母子保
健」コースとして受け入れることとした。
　
・平成22年度実績
　　実施機関～平成22年10月4日から11月5日
　　受入人数～9名
　　研修場所～本学内(附属病院含む)、市内大学及び医療機関、
　　　　　　　中標津保健所、別海町立病院等

Ａ

諸外国からの研修員の受入などによ
り医療技術指導などの支援に取り組
む。

経営企画課
（国際交流）

138 各種資金制度の情
報を迅速に提供し、
外部資金を活用し
た教職員の海外派
遣を積極的に進め
る。

【教職員の海外派遣の推進】
　海外派遣に関する助成金について、学内専用ホームページ
を利用して、（財）日中医学研究会など各種団体助成３５件
（⑲12件、⑳12件、㉑�１１件）について周知した。
　国際化や海外派遣に関する文部科学省の補助事業や各種財
団等の助成金について学内専用ホームページ等を活用して、
教職員向けに学内周知を図った。
　周知の結果、平成19年度に海外OP（文部科学省補助事業）
により米国ライス大学に教員を派遣した。

92 各種助成制度を有
効に活用し、教職
員の海外派遣を推
進する。

【教職員の海外派遣の推進】
　(財)国際文化交流事業財団などの各種団体からの海外派遣に関する助成
金(31件)については、学内専用ホームページを利用して、学内の教職員へ
周知を図った結果、3名から応募があった。

Ａ 4 ー 経営企画課
（国際交流）

139 国際的な視野を広
げ、国際的に活躍
する人材を育成す
るため、学生の短
期間の海外研修事
業等を推進する。

【学生の短期間海外研修事業の推進】
　カルガリー大学臨床研修については、参加学生にアンケー
ト調査を実施し次年度の研修に反映させてきたが、カルガ
リー大学の都合により平成20年度から中止となっている。
　アルバータ大学についても同様にアンケートを実施してお
り、平成19年度より研修期間を2週間から3週間に延長し、宿
泊を大学の宿泊施設からホームステイに変更するなどの学生
意見を反映し、事業の充実を図った。

93 学生の海外研修に
ついて、参加学生
の意見も踏まえ、
改善・充実に向
け、国際交流委員
会などで検討を行
う。

【学生の海外研修に係る改善・充実に向けた検討】
　アルバータ大学語学研修に参加した学生(10名)及び中国医科大学臨床実
習へ派遣した学生(2名)から意見聴取を行い、聴取した意見を基に、次年度
以降の改善点について、国際交流委員会(H22.12.3開催)で協議した結果、
次の事項について、必要に応じて相手方と調整のうえ、次年度以降改善す
ることを決定した。

①アルバータ大学語学研修
・外国人など他大学の学生と交流できるような研修プログラムの実施
・ホームステイ先についての速やかな情報提供
・「研修事業の手引き(教員版)」（緊急時の対処法等）の作成

②中国医科大学臨床実習
・中国の大型連休(毎年変更)に重ならないような派遣時期の設定
・生活費の現金支給
・漢方関係の科の見学

A 3

学生の海外研修について、参加学生
の意見も踏まえ、改善・充実に向
け、国際交流委員会などで検討を行
い、反映する。

経営企画課
（国際交流）

年度
評価

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定 事務局中期計画
中期
計画
自己
評価

【国際社会への支援】
　ＪＩＣＡや自治体国際化協会等からの派遣要請に基づき教
職員を派遣するなど、開発途上国への技術協力や災害時の人
道支援等を行なった。
＜派遣実績＞
⑲2名（インド・中国）
⑳1名（中国）

　総務省・自治体国際化協会の実施する事業により協力交流
研修員の受入れを行った。
＜受入実績＞
⑲1名、⑳ 1名

　ＪＩＣＡ委託事業による研修員の受け入れ事業を行った。

平成１９～２１年度の実施状況

3

日系研修員 仏語圏アフリカ地域

H19年度 ８名 (H19.9.25-11.2)

H20年度 ７名  (H20.9.22-10.31)

H21年度 １名(H21.4.21-H22.1.19) ８名 (H21.10.5-11.6)

１名(H19.7.18-H20.6.27)

＜受入実績＞

75
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№ №

140 外国向け広報等を
充実させ、留学生
の受入れを推進す
る。

【外国人向け広報の充実】
　私費外国人留学生入学者選抜要項、学生募集要項の英訳版
を大学院ホームページに掲載したほか、各コースの内容を説
明する英文のページを追加するなど、英語版ホームページの
充実を図った。

94
再掲

英語版のホーム
ページについて、
日本語版と同等の
内容を提供するよ
う充実を図る。ま
た、外国人向け広
報活動の体制の充
実に向け、学内各
関係委員会と連携
を図りながら検討
する。
（再掲№１０）

【英語版ホームページの充実に向けた検討】
（医学研究科）
　教務委員会において、英語版の「募集要項」をホームページに掲載する
ことについて検討した結果、募集要項の掲載は必要であるが、併せて講義
内容などの掲載も必要であり、そのためには外部委託を含めたホームペー
ジの作成方法や、所要予算、掲載時期について、なお調整を要することか
ら、引き続き、検討することとした。

（保健医療学研究科）
　外国人学生からの問い合わせに配慮し、英語版ホームページにおいて、
各科目の担当教員を新たに明示した。

【外国人向け広報活動の体制充実に向けた学内各委員会との連携】
　留学生をはじめ、外国人向けに提供する情報の充実について、平成２２
年６月に設置された札幌医科大学広報委員学生広報部会との連携を図りな
がら検討を進めることとした。

Ａ 3

（両研究科）
外部委託化等により、英語版のホー
ムページについて充実を図る。

学務課
（大学院）

141 留学生の多様な関
心・学力に対応した
学習・研究支援、相
談・カウンセリング
体制の整備、奨学
金等の経済的支援
など、総合的な支援
体制について検討
する。

【留学生の学習・研究支援】
　保健医療学研究科では、留学生の実情に合わせ、専攻科目
の指導教員が学習、研究支援を行った。
　民間の留学生向け奨学金の受給に向けて申請の支援を行う
とともに、国内学生と同様に授業料の減免を行った。
　国際交流委員会による留学生等の本学在籍の外国人へアン
ケート調査を実施し、留学生等のニーズの把握を行うなど国
際交流センターの機能についての検証を行うとともに、空室
状況、申込先等の情報提供を充実させ利用促進を図ることな
どの検討がなされた。
　国際交流センター2階多目的ホールで、国際交流懇談会や
留学生による公開講座を開催するなど、センターの有効な活
用を推進した。

95 留学生に対する生
活支援や奨学金な
どの経済的支援に
ついて検討する。

【留学生に対する生活支援や奨学金などの経済的支援の検討】
　留学生に対する経済的支援について検討した結果、「日本学生支援機構
学習奨励費」、「（財）米山ロータリー」などの奨学金受給に向けて、申
請の支援を行うとともに、国内学生と同じ基準を適用して授業料の減免な
どの経済的支援を行った。（平成22年度11名）

Ａ 4 ー 学務課
（学生）

142 国際交流及び国際
貢献をより一層推
進するため、経費
の効率的・弾力的
な執行に努めるな
ど、実施方法を工
夫するとともに、推
進体制のあり方を
検討する。

【国際交流・貢献に係る連携強化のあり方検討】
　法人化による会計規程等の変更により、経費の効果的・弾
力的な執行が可能になり、国際医学交流費により国際医学交
流センターの備品の整備等を行うなど有益に予算を執行をし
た。
　国際交流委員決定事項については、学内関係委員会へ報告
するなど、適切に対応し連携体制の推進を図った。

96 国際交流・貢献の
推進に向けて、学
内関係委員会や受
入講座などとの連
携強化のあり方に
ついて、国際交流
委員会などで検討
する。

【国際交流・貢献に係る連携強化のあり方検討】
　国際交流委員会決定事項については、学内関係委員会へ報告していると
ころ。
　海外からの受入（サハリン州医師１名）について、受入講座からの意見
を踏まえ、体制等について改善を行った。
　保健医療学部における国際交流に係る検討・協議機関として、「保健医
療学部国際交流委員会」が今年度新たに設置され、国際交流委員会との連
携を推進しているところ。

Ａ 4 ー 経営企画課
（国際交流）

143 先端医学・医療を研
究する大学として、
高い研究水準を維
持し、国際的に高く
評価されている研
究などに重点的に
取り組み、国際社
会への貢献に努め
る。

【国際的に高く評価されている研究の推進】
　国等から高い評価を受けている研究シーズ（脳梗塞患者に
対する自家培養骨髄間葉系幹細胞の静脈内投与による細胞療
法の検討）について、積極的な技術移転の推進、外部機関を
利用した特許調査等を行った。

97 学外から高い評価
を得ている研究に
ついて、積極的な
支援を行う。

【学外から高評価を得ている研究の推進】
　橋渡し研究を推進するため、北海道大学及び旭川医科大学と連携して北
海道臨床開発機構を運営し、重点的に４つの研究を支援した。
　特に、橋渡し研究の一つである脳梗塞治療の研究については、学内関係
部局と連携して、ＣＰＣを運営する体制の整備や医師主導治験を実施する
ための治験センターの拡充を行った。

Ａ 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

事務局中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
４　附属病院に関する目標
（１）診療に関する目標

中期
目標

№ №

144 平成２１年度までに
外来・病棟に臓器
別・疾患別の診療
科を導入する。

【臓器別・疾患別の診療科の導入】
　「病院運営会議」や「病院の機能改善ワーキンググルー
プ」等の院内会議において意見を集約したほか、診療科毎の
意向調査を実施し、名称案等について、院内の合意を得た。

98 患者にわかりやす
い臓器別・疾患別
の診療科の導入を
「病院の機能改善
ワーキンググルー
プ」で検討する。
（再掲Ｎｏ．120）

【臓器別・疾患別の診療科の導入】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において検討した結果、臓器
別・疾患別診療科の名称変更については、システム変更に伴う費用等の課
題があることから、まずは、「外来」及び「病棟内表示」の導入を検討す
ることとした。

Ａ 3

病院全体の意向を最終確認し、臓器
別・疾患別診療科名の外来・病棟内
表示に取り組む。

病院課
（病院経営）

145 診療科（外来、病
棟）、中央診療部
門、看護部門及び
事務組織を点検し、
診療機能・診療支
援機能の充実を図
る。

【診療科、中央診療部門、看護部門及び事務組織の点検】
　毎年の機構改正に伴い、事務組織等の点検を行った結果、
一例として平成21年度に感染制御部、医療安全推進部を整備
した。

【診療機能・診療支援機能の充実】
　次のとおり充実を図った。
・神経精神科の「もの忘れ外来」に専用予約電話を設置。
・地域医療連携室、神経精神科、禁煙外来において新来患者
の予約制を導入。
・セカンドオピニオン外来において、調整医師を疾病別に区
分したほか、フローチャート等を整備。

99 診療機能・診療支
援機能の充実を図
るため、外来診療
のあり方につい
て、新来患者の予
約制の導入や診療
時間や診療日の拡
大など、「病院の機
能改善ワーキング
グループ」で検討
を行う。

【外来診療のあり方】
　診療機能・診療支援機能の充実を図るため、「病院の機能改善ワーキン
ググループ」において、次項目について検討した。
・新来患者の予約制の導入について
・診療時間や診療日の拡大について
　その結果、人員配置や勤務時間の課題などがあり、費用対効果の検証
等、更に熟考する必要があるため引き続き検討することとなった。
　なお、平成22年度においては、「肝疾患診療連携拠点病院」の指定を受
けたことに伴い、道内における肝疾患に関する診療ネットワークの中心的
な役割を担う医療機関として、肝疾患に関する相談窓口を開設した。
　 Ａ 3

神経再生医療科や放射線診断科を設
置するなど、診療機能・診療支援機
能や外来診療体制の充実を図る。

病院課
（管理）

平成１９～２１年度の実施状況

高度・先端医療の提供機能の強化、医療の安全体制の充実等により、医療サービスの一層の向上を図るとともに、患者中心の安心で安全な質の高い医療を提供する。

事務局中期計画
平成22
年度計画

年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定
中期
計画
自己
評価

77



78

№ №

146 患者個人情報など
医療情報セキュリ
ティ体制の強化を
図るとともに、診療
実績などの公開を
目指す。

【医療情報セキュリティ体制の強化】
　「個人情報保護に関するガイドライン」に基づき、個人情
報の管理を徹底するとともに、診療情報の提供に努めた。
　患者サービスセンターを設置し、患者が安心して相談を受
けられるよう相談・苦情処理の体制を充実させるとともに、
改善策や苦情を活かすよう毎年、職場研修会を実施した。
　
【診療実績等の公開】
　患者満足度調査の結果など院内の各種統計資料をホーム
ページに掲載するなど、内容の充実を図った。

100  電子カルテの適切
な活用により、院
内統計資料などを
各課・各部門より
収集・掲載し、附属
病院のホームペー
ジの充実を図る。

【院内統計資料の収集・掲載】
　電子カルテ等の活用により、がん入院患者数などの院内統計資料を逐次
収集したほか、患者さまの声を院内掲示したり、患者満足度調査結果を
ホームページに掲載するなど充実を図った。

Ａ 3

院内の統計情報を活用した情報発信
に向け、がん診療実績等を掲載する
など、附属病院ホームページの充実
を図る。

病院課
（企画調整）

147 安心して快適に医
療を受けられるよう
外来患者、入院患
者の環境改善に継
続的に取り組む。な
お、平成１９年度に
患者サービスセン
ター及び附属病院
アメニティ改善委員
会を設置する。

101 外国人患者に対応
するサービスの向
上に向けた方策を
検討する。

【外国人患者へのサービス向上方策の検討】
　外国人向けパンフレットの内容の更新について、患者サービス向上委員
会において検討したところ、内容については、現時点において、特段の支
障がないことや、平成21年2月に作成した前回のパンフレットの在庫が充分
あることから、次回増刷時に併せ、内容の見直しを含め検討することを決
定した。

Ａ

現在庫が不足し、増刷する際に併せ
て、内容をリニューアルする。

患者サービ
ス

センター

102  早期回復や快適
入院生活を過ごせ
るよう残食調査や
嗜好調査などを実
施するなど、献立
への配慮や選択食
の充実を図るとと
もに、退院後の食
生活を自己管理で
きるよう適切な栄
養相談を実施す
る。

【残食調査・嗜好調査の実施】
　残食調査については全体の部分では各月1回、新メニューの部分では年56
回（品）実施した。
　嗜好調査については2月17日に実施した。
　これらの調査については、日々の献立の参考とするとともに、選択食に
ついても新メニューを取り入れるなど内容を充実させた。

【適切な栄養相談の実施】
　栄養指導については、入院、外来患者のニーズに沿った相談や指導を随
時、実施したほかほか、退院してからの問い合わせ等に対しても、対応し
た。

Ａ

入院患者に対し、早期回復や快適な
入院生活を送れるよう給食の献立へ
の配慮や食種の充実を図る。また、
最適な栄養管理（ＮＳＴチーム医療
含む）を実施するとともに、退院後
の食生活を自己管理できるよう適切
な栄養相談についても実施する。

病院課
（給食管理）

中期
計画
自己
評価

中期計画

【外来患者、入院患者の環境改善】
　毎年、外来患者及び入院患者に対するアンケート調査とし
て患者満足度調査を行い、逐次環境改善に努めている。
　栄養指導については、入院、外来患者のニーズに沿った相
談や指導を実施するとともに、栄養相談室を拡充し、相談者
のプライバシーの保護に配慮した相談が確保できる体制とし
た。
　給食については、患者ニーズに対応したよりよい給食を目
指し、患者からの苦情・提言について、毎月１回実施してい
る委託業者との打合会議の中で検討し、献立の配慮や選択食
（週１→３回）の充実を図った。
　
【患者サービスセンターの設置】
　平成19年度に「患者サービスセンター」を設置した。

【附属病院アメニティ改善委員会の設置】
　平成19年度に「患者サービス向上委員会」を設置した。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成１９～２１年度の実施状況 事務局
平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

3



№ №

148 附属病院の提供す
る医療水準の質の
向上を目指して、患
者によるサービス
の評価体制の確立
を目指す。なお、平
成１９年度から患者
アンケートを実施す
る。

【患者によるサービスの評価体制の確立】
　患者によるサービスの評価体制として、毎年、患者満足度
調査を実施したほか、平成19年度に、「患者サービスセン
ター」を設置し、相談や苦情についてワンストップサービス
で実施できる体制を整備した。

【患者アンケートの実施】
　平成19年度から、患者満足度調査を実施し、調査結果を分
析し、サービス向上のための基礎データとして活用した。

103 患者が気軽に質問
や相談ができるよ
う医療相談コー
ナー、健康相談
コーナーなどを充
実させる。患者アド
ボカシー室などの
相談組織の設置を
研究する。

【医療相談コーナー等の充実】
　一般的な医療福祉相談のほかに、週２回（水・木）、病院２階面接室
に、非常勤のがん相談員を配置し、がん相談に応じているほか、平成23年1
月から新たに、肝疾患相談を開始した。
　なお、患者アドボカシー室については、患者サービスセンターにおいて
検討を行った結果、他大学病院での設置例がなく、また、検討も行われて
いないことから、当面は患者と医療側の溝を埋めるための環境整備(情報提
供・開示など)に努めることが先決であるとの結論に至った。

※がん相談実績…97件
※肝疾患相談実績…9件

Ａ 3

・「医療相談コーナー」
　各種の公費負担医療や療養を受け
るための経済的問題に関する相談
・「健康相談コーナー」
　健康不安が基の家庭、職場での悩
みや精神的問題を解決するため、受
診に関する助言

患者サービ
ス

センター

149 附属病院に求めら
れる高度な先進医
療を推進するため
高度医療、先端医
療に資する医療機
器を導入、整備す
る。

【高度・先端医療に資する医療機器の導入・整備】
　「医療機器整備検討会議」で検討し、高度医療、先端医療
に資する医療機器を導入、整備を計画的に行った。

※主な導入・整備実績
⑲PET-CT、MDCT（放射線部）
⑳MRI（放射線部）
㉑�高線量率腔内照射治療装置（放射線部）

- （２１年度より計画
統合のため、年度
計画なし）

－ － 4 ー 病院課

150 高度救命救急セン
ターを充実させると
ともに、高度な先進
医療を推進する。な
お、平成２１年度ま
でにＩＣＵを増設し、
受入れ体制の充実
を図る。

【高度救命救急センターの充実】
　現在の高度救命救急センターの充実にあたり、当センター
がＳＣＵ及びＣＣＵの機能を併用することとした。
　なお、ＨＣＵについては、救急集中治療部にＩＣＵと一般
病室の中間的機能を有する病室を設置し、ＨＣＵ的な病室と
して運用した。（正式な運用については看護体制（４対１看
護配置の構築）など経営的な観点を整理し、検討していくこ
ととした）。
　
【ＩＣＵの増設】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」においてＩＣＵの
充実について検討を行ったが、スペース確保が困難であるこ
とや病院運営並びに経営上の優先度から、現状の病棟では困
難との結論を得た。

104 高度救命救急セン
ターの充実や、ＣＣ
Ｕ、小児救急、精
神救急、ＨＣＵの設
置について「病院
の機能改善ワーキ
ンググループ」で検
討する

【高度救命救急センターの充実、CCU、小児救急、精神救急、HCUの設置に
向けた検討】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において、次のとおり検討し
た。

※検討結果
　高度救命救急センターの充実等に向け、当センターにおけるICUの充実や
HCUの拡充を進める必要があるが、現在の病棟状況や財政的な理由から、ス
ペースの確保が困難であり、今後、病院施設の改築等を検討する場である
「施設等整備委員会」の病院部会において、必要な診療施設や診療体制の
整備・強化について引き続き検討することとした。
　なお、SCU及びCCUの機能については、現在、ICUが有する機能で対応して
いるほか、HCUについては、救急集中治療部にICUと一般病室の中間的機能
を有する病室を設置し、HCU的な病室として運用している。今後のHCUの正
式な運用については、経営的な観点や、看護師配置等に係るメリット・デ
メリットについて勘案しながら検討を進めていくこととしている。

Ａ 2

今後の施設整備を検討する「施設整
備検討委員会」の病院部会におい
て、附属病院の機能強化に係る整備
などについて引き続き検討する。

病院課
（企画調整）

151 医療の安全推進の
ため、医療安全推
進室を充実、強化
するとともに医療安
全推進部の立ち上
げを検討する。

【医療安全室の充実・強化】
　より質の高い安全な医療提供体制を構築するため、平成20
年度に医師2名（内科系1名、外科系1名）を副室長として兼
務配置し、体制を強化した。

【医療安全推進部設置に向けた検討】
　平成21年度の組織機構改正により、医療安全室を医療安全
推進部へと改組することとした。
　また、専任事務員を1名配置するなど体制を強化した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

ー － 4 ー 病院課

中期
計画
自己
評価

事務局
平成22
年度計画

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況 年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定
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№ №

152 各所属のリスクマネ
ジメントを充実、強
化し、職員個々のリ
スク感性を高める。

【職員個々のリスク感性を高める取組】
　次のとおり取組を実施した。
・「医療安全講演会」などの開催
・ポケット版医療安全対策マニュアルの発行、配付
・「医療安全推進週間」の設定、周知
・医療安全に関わる標語・ポスターの募集

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 病院課

153 院内感染予防と対
策を強化するため、
感染管理室を充
実、強化するととも
に感染制御部の立
ち上げを検討する。

【感染管理室の充実・強化】
　平成20年度に、感染管理室に主査（遺伝子検査）を配置
し、体制の充実強化を図った。
　
【感染制御部設置に向けた検討】
　平成20年度に「感染制御部」を設置した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 病院課

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価平成１９～２１年度の実施状況 事務局中期計画

中期
計画
自己
評価



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
４　附属病院に関する目標
（２）臨床研究に関する目標

中期
目標

№ №

154 医薬品、食品等も
含んだ特色ある研
究体制・治験体制を
充実させる。なお、
平成２０年度までに
治験管理室を治験
センター化するなど
充実を図る。

【研究体制・治験体制の充実】
　次のとおり充実を図った。
・「先端医療管理室・管理運営要綱」の作成
・産学・地域連携センターと病院課との連絡協議会の開催

【治験管理室の治験センター化】
　平成19年度に従来の治験管理室に、薬剤部スタッフ等を加
え、「治験センター」を設置した。

105 高度化する医学に
対応するための研
究体制、治験体制
を整備・充実させ
る。

【研究体制・治験体制の整備・充実】
　医師主導治験に向けたサポート体制の強化のため、次のとおり、治験セ
ンターに新たな専門職を配置した。

※医師主導治験に係る受入体制の整備
・治験コーディネーター（ＣＲＣ)１名（正職員）配置。
・治験モニタリング及びデータマネジメントを行う者（教員等）を補佐す
る者を若干名（日々雇用職員）配置。
・事務部門にシニアスタッフ１名（日々雇用職員）配置。

Ａ 3

高度化する医学に対応するため、次
のとおり研究体制及び治験体制を整
備・充実させる。
・研究体制
　平成23年４月１日、学長の下に、
トランスレーショナルリサーチセン
ターを設置。センターに配属する教
員を通じて、臨床研究に対する支援
（臨床試験等の計画の作成に対する
支援、臨床試験等の進捗状況の把
握、臨床試験等における生物統計に
関する相談等）及び臨床研究に関す
る教育（知的財産及び薬事に関する
教育を含む。）を実施する。
・治験体制
　新たに配属される予定である左記
構成員の治験業務に係る専門研修へ
の参加や院内で実施される企業治験
への参画（CRCのみ）を通じて、治験
に関するスキルアップを図る。

病院課
（治験管理）

155 産学官の連携によ
る共同研究やトラン
スレーショナルリ
サーチを推進し、充
実させる。

【産学官連携による共同研究の推進】
　病院課（治験管理）と産学・地域連携センターがそれぞれ
持つ情報を交換・共有するため、連絡協議会を開催し、共同
研究を推進した。

【トランスレーショナルリサーチの推進】
　文部科学省から委託を受けている「橋渡し研究支援推進プ
ログラム『オール北海道先進医学・医療拠点形成』」により
設置した北海道臨床開発機構の支援を受けながら、トランス
レーショナルリサーチ事業を推進した。

106 学内における医師
主導による臨床研
究の実施に向け
て、学内体制を整
備する。

【研究体制・治験体制の整備・充実】
　医師主導治験に向けたサポート体制の強化のため、次のとおり、治験セ
ンターに新たな専門職を配置した。

※医師主導治験に係る受入体制の整備
・治験コーディネーター（ＣＲＣ)１名（正職員）配置。
・治験モニタリング及びデータマネジメントを行う者（教員等）を補佐す
る者を若干名（日々雇用職員）配置。
・事務部門にシニアスタッフ１名（日々雇用職員）配置。

Ａ 3

高度化する医学に対応するため、次
のとおり研究体制及び治験体制を整
備・充実させる。
・研究体制
　平成23年４月１日、学長の下に、
トランスレーショナルリサーチセン
ターを設置。センターに配属する教
員を通じて、臨床研究に対する支援
（臨床試験等の計画の作成に対する
支援、臨床試験等の進捗状況の把
握、臨床試験等における生物統計に
関する相談等）及び臨床研究に関す
る教育（知的財産及び薬事に関する
教育を含む。）を実施する。
・治験体制
　新たに配属される予定である左記
構成員の治験業務に係る専門研修へ
の参加や院内で実施される企業治験
への参画（CRCのみ）を通じて、治験
に関するスキルアップを図る。

病院課
（治験管理）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成２３～２４年度の実施予定
中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

特定機能病院として高度な先端医療の研究開発を積極的に推進し、本道の医療水準の向上に貢献する。

年度
評価平成１９～２１年度の実施状況 事務局中期計画
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中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
４　附属病院に関する目標
（３）臨床教育に関する目標

中期
目標

№ №

156 医師やコメディカル
スタッフの卒前臨床
教育の改善・充実
に取り組む。

【卒前臨床教育の改善・充実】
　選択必修の時間を２倍（２クール→４クール）にしたほ
か、学生の評価表の改善を実施した。

107 医学部、保健医療
学部の連携を図
り、附属病院の教
育機能を活用し、
診療参加型臨床実
習（クリニカル・ク
ラークシップ）を充
実するなど、医師
やコメディカルス
タッフの体系的で
質の高い卒前臨床
教育を推進する。

【体系的で質の高い卒前臨床教育の推進】
（医学部）
　附属病院での卒後臨床教育を見据え、幅広い知識と基本的な技術の修得
を目指し、第５学年を対象に、６年次の必修選択臨床実習科を選択するう
えでの参考のため、各科の臨床実習内容等について教員が説明する合同説
明会を12月に実施した。
　また、教務委員会として、臨床実習の充実に向けて検討しており、その
ひとつとして臨床実習の中で一定条件下のもとに行われている医行為につ
いて、各講座等に調査を行い、調査結果を基に今後の附属病院での実習方
法等に反映することとした。
　
（保健医療学部）
　附属病院における臨床実習では、教員及び附属病院の実習指導者による
指導チームを作り、定期的な打合せを通して個々の学生に応じたきめ細や
かな指導を行った。
　さらに、学生の学びをより充実したものとするために、指導チームに看
護師長及び副看護師長を加えて週1回以上のカンファレンスを実施した。

Ａ 4 ー 学務課
（医・保）

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局平成１９～２１年度の実施状況 年度
評価中期計画

  臨床実習・研修や生涯教育の充実を図り、高度な知識や技術と豊かな人間性を兼ね備えた信頼される医療人を育成する。

平成２３～２４年度の実施予定



№ №

157 生涯教育の充実を
図り、優秀な医師や
コメディカルスタッフ
の育成に取り組む。

108  優秀な医療従事
者を育成するため
に研修プログラム
を充実するととも
に、地域のニーズ
に応じて専門診療
分野の変更をも含
む再教育に協力、
支援する。

【研修プログラムの充実】
　中央診療部門、看護部門などの各職域毎の病院研修・実務研修等におい
て、より専門的な講師の招聘や、受入人数の調整を図るなど、研修生に質
の高い教育提供に向けて充実を図った。

【再教育に対する協力・支援】
　本学の卒業者を含む道内医療関係従事者が、卒後に専門診療分野の変更
を含む再教育を受けれるよう、卒業者等のデータを有する附属総合情報セ
ンターと札医大医師会が連携して行っている「臨床登録医制度」により、
インターネットやメールを活用し、大学や附属病院で行っている医療情報
の提供等により協力・支援を行った。

Ａ ー
病院課
（管理）

109
再掲

附属病院の教育機
能を効果的に活用
し、後期研修、専
門医養成を中心
に、生涯教育にも
対応できるよう若
手医師キャリア形
成支援センターの
充実を図る。
（再掲№７２）
（再掲№１１３）

【若手医師キャリアセンターの充実】
　次のとおり充実を図り、その結果、新規受入人数（専門研修医となる
者）は、46名→78名（札医大関係分）と増加した。

（後期研修の充実）
　初期臨床研修後の専門研修の場として、道内３医育大学の診療科の高度
専門領域を他大学の専門研修医へ提供することを可能とし、大学を越えた
相互補完の体制を整備した。
　その結果、附属病院から慈恵会医大へ２名、北大関連教育病院から附属
病院へ１名の参加があった。

（研修医の進路希望調査の実施）
　道内３医育大学の研修医235名に対し、アンケートを行い、初期研修後の
進路希望調査を実施した。

（研修医向けのシンポジウムの開催）
　北大病院、旭川医大病院との共催で病院向け説明会（シンポジウム）
（H23.2.9開催）を実施し、研修医教育に力を入れている講師を他大学から
招へいし講演等を行った。

Ａ ー 病院課
（管理）

110 高度医療を担うコ
メディカルスタッフ
を育成するため、
医学部と保健医療
学部が連携し、附
属病院の中央診療
部門、看護部門な
どの職域毎の教育
や研修の充実を図
る。

【職域毎の教育や研修の充実】
　医学部と保健医療学部が連携し、実習生の研修について、次のとおり職
域毎の教育や研修の充実を図った。

（中央診療部門）
　薬剤部においては、附属病院が「がん診療連携拠点病院」に指定された
ことに伴って、がんに関するカリキュラムの内容変更等を行い、実習生に
指導した。

（看護部門）
　研修参加者が、十分な研修を受けられるよう、少人数教育に向けた受入
人数の調整を行った。

※（参考）附属病院における臨床実習（研修）受入人数…989名
　　　　　　　　　　　うち保健医療学部からの受入…182名

Ａ ー
病院課
（管理）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

【優秀な医師やコメディカルスタッフの育成に向けた取
組】
（看護部）
　毎年度、新規採用職員研修や各レベル毎に、見直し・検討
を行った。

（薬剤部）
　新規事業ごとに研修を行うことから、その都度、事業に
沿ったプログラムを作成するなど、各職域（看護部、薬剤部
等）毎に研修プログラム充実に向けた見直し・検討を行っ
た。
　附属総合情報センターと札医大医師会が連携し、臨床登録
医制度を中心に、道内医療関係従事者に対して医療情報の提
供を図った。
　中央診療部門、看護部門などの各職域毎の病院研修・実務
研修等において講師の質の向上を図るとともに、受入人数の
調整を図るなど、研修生に質の高い教育提供に向けて充実を
図った。
　がん診療連携拠点病院に指定されたことに伴う病院実習プ
ログラムの充実など、各職域ごとにプログラムの充実を図っ
た。

平成22
年度計画

平成１９～２１年度の実施状況 年度
評価中期計画

4

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

83
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№ №

158 臨床研修センターを
中心に、初期臨床
研修及び後期臨床
研修のプログラム
の改善・充実に取り
組み、優秀な人材
を育成する。

【初期・後期臨床研修プログラムの改善・充実】
　本院の研修プログラムに参加する協力型病院や研修　施設
を追加し、道内各地域先での臨床研修の選択肢を増やし、プ
ログラムの充実を図った。
　初期臨床研修後の専門研修の場として、道内３医育大学の
高度専門領　域研修を他大学の専門研修医へ提供できる体制
整備（研修期間中の身分、処遇等の整理）を行った。

111 社会の求める優秀
な医療人を育成す
るため、臨床研修
センターの臨床研
修に対するコー
ディネート機能を
強化し、附属病院
の豊富な教育資源
を十分に活用し
て、体系的で質の
高い研修プログラ
ムの充実を図る。

【臨床研修センターの臨床研修に対するコーディネート機能の強化】
（臨床研修協力病院との連携強化）
　指導医の資質向上及び附属病院の研修プログラムに参加する協力型病院
での指導体制の確保のため、院内各診療科及び協力型病院の指導医を対象
とした｢指導医養成講習会」を実施した。

※指導医養成講習会…開催日：H22.7.10～11　参加者：40名

【体系的で質の高い研修プログラムの充実】
（初期臨床研修プログラムの改善・充実）
　附属病院の研修プログラムに参加する協力型病院を新たに３病院（北海
道済生会小樽病院、市立根室病院、市立小樽病院）追加し、道内各地域で
の臨床研修病院の選択肢を増やし、実践的なプライマリ・ケアを学べる機
会を増やすことにより。専門性を学ぶ大学病院のメリットと一般病院のメ
リットを併せ持つプログラムとし、内容の充実を図った。

（後期研修の充実）
  初期臨床研修後の専門研修の場として、道内３医育大学の診療科の高度
専門領域研修を他大学の専門研修医への提供することを可能とし、大学の
を越えた相互補完の体制を整備した。
　その結果、附属病院から慈恵会医大へ２名、北大関連教育病院から附属
病院へ１名の参加があった。

Ａ 4 ー 病院課
（臨床研修）

中期計画 平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

中期
計画
自己
評価

事務局平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成22
年度計画



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
４　附属病院に関する目標
（４）地域医療への貢献に関する目標

中期
目標

№ №

159 臨床研修センターを
中心として臨床研
修協力病院との連
携を深めた研修シ
ステムを通じ、地域
医療に貢献する。
（再掲）

【臨床研修協力病院との連携】
　臨床研修プログラムについて、国における臨床研修制度の
改正を踏まえ、院内の「臨床研修センター会議」において検
討し、改善、充実を図った。
　
※主な改善・充実内容
・本院の研修プログラムに参加する協力型病院や研修施設を
追加し、道内各地域先での臨床研修の選択肢を増やし、プロ
グラムの充実を図った。
・指導医の資質向上及び協力型病院における適切な指導体制
の確保のため、院内各診療科及び協力型病院の指導医を対象
とした｢指導医養成講習会」を実施した。

112
再掲

臨床研修センター
と臨床研修協力病
院との連携強化を
推進するほか、国
の動向を踏まえ初
期臨床研修プログ
ラムの改善・充実
を図る。
〔再掲Ｎｏ．７１）

【臨床研修協力病院との連携強化】
　指導医の資質向上及び附属病院の研修プログラムに参加する協力型病院
での指導体制の確保のため、院内各診療科及び協力型病院の指導医を対象
とした｢指導医養成講習会」を実施した。

※指導医養成講習会…開催日：H22.7.10～11　参加者：40名

【初期臨床研修プログラムの改善・充実】
　附属病院の研修プログラムに参加する協力型病院を新たに３病院（北海
道済生会小樽病院、市立根室病院、市立小樽病院）追加し、道内各地域で
の臨床研修病院の選択肢を増やし、実践的なプライマリ・ケアを学べる機
会を増やすことにより、専門性を学ぶ大学病院のメリットと一般病院のメ
リットを併せ持つプログラムとし、内容の充実を図った。
（H21：33病院　→　H22：36病院）

Ａ 3

附属病院の研修プログラムに参加す
る協力型病院を追加する。

病院課
（臨床研修）

160 地域医療教育支援
センターを設置し、
後期研修・専門医
養成、生涯教育を
通じて地域医療を
支援する。（再掲）

【地域医療教育支援センターの設置】
　文部科学省の「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」
（申請担当大学：北海道大学）に参画し、本事業の推進体制
として連携大学にて　｢若手医師キャリア支援センター」を
構成し、専任教員を２名配置した。

【地域医療の支援に向けた取組】
　センターによる地域医療支援（後期研修、専門医養成）の
充実を図るため、地域医療を支えるプライマリケア医に必要
な知識習得のための研修会やシンポジウム（関連病院向け説
明会）を開催した。

113
再掲

附属病院の教育機
能を効果的に活用
し、後期研修、専
門医養成を中心
に、生涯教育にも
対応できるよう若
手医師キャリア形
成支援センターの
充実を図る。
（再掲№７２）
（再掲№１０９）

【若手医師キャリアセンターの充実】
　次のとおり充実を図り、その結果、新規受入人数（専門研修医となる
者）は、46名→78名（札医大関係分）と増加した。

（後期研修の充実）
　初期臨床研修後の専門研修の場として、道内３医育大学の診療科の高度
専門領域を他大学の専門研修医へ提供することを可能とし、大学を越えた
相互補完の体制を整備した。
　その結果、附属病院から慈恵会医大へ２名、北大関連教育病院から附属
病院へ１名の参加があった。

（研修医の進路希望調査の実施）
　道内３医育大学の研修医235名に対し、アンケートを行い、初期研修後の
進路希望調査を実施した。

（研修医向けのシンポジウムの開催）
　北大病院、旭川医大病院との共催で病院向け説明会（シンポジウム）
（H23.2.9開催）を実施し、研修医教育に力を入れている講師を他大学から
招へいし講演等を行った。

Ａ 3

各大学の後期研修医に対し、ニュー
スレターによる事業周知や北大病院
旭川医大病院との共催によるシンポ
ジウムにより、｢大学病院連携型高度
医療人養成推進事業」（申請担当大
学：北海道大学）のＰＲの機会を増
やし、他大学の高度専門領域研修の
参加を促進する。

病院課
（臨床研修）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局中期計画 年度
評価

地域医療支援体制の充実を図るとともに、地域の医療機関等と連携し、本道の地域における医療・保健・福祉の向上に積極的に取り組む。

平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定
中期
計画
自己
評価
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№ №

161 地域医療連携室に
よる地域医療機関
との診療連携や診
療情報の提供によ
り、地域における医
療の質の向上に努
める。また、利用医
療機関数を平成１８
年度に比べ平成２４
年度において２０％
増加するよう取り組
む。（再掲）

【地域医療連携室による地域医療支援】
　紹介患者受入を推進するため、地域医療連携室において、
院外広報誌やホームページ等の広報媒体を通じて積極的なＰ
Ｒに努めた結果、利用医療機関数及び紹介患者数が増加し
た。

114
再掲

地域医療連携室に
より紹介、逆紹介
にわたる地域連携
のあり方を検討し、
地域連携の充実を
図る。（再掲№７４）

【紹介、逆紹介にわたる地域連携のあり方の検討及び地域連携の充実】
　がん患者の紹介・逆紹介を含めた地域連携のあり方について検討を行
い、附属病院が参加している「北海道がん診療連携協議会地域連携クリ
ティカルパス部会」において、５大がん（肝がん、胃がん、大腸がん、肺
がん、乳がん）の地域連携パスについて、パスの原案を取りまとめたほ
か、附属病院の５大がんの担当責任者（医師）を選考し、地域連携パスに
対応する体制について整備した。

※紹介患者の受け入れ状況
・利用医療機関数　523件　69％増（H18→H22）
・紹介患者数2,792人

Ａ 3

平成２３年度に試行、２４年４月か
ら５大がん種の連携パスを本格運用
する。

患者サービ
ス

センター

162 高度救命救急セン
ター、北海道リハビ
リテーション支援セ
ンター、エイズブ
ロック拠点病院及
び基幹災害医療セ
ンターとして関係医
療機関の支援を推
進する。（再掲）

【関係医療機関への支援】
　中核医療機関としての機能を充実し、関係医療機関の支援
を推進するため、「北海道リハビリテーション支援センター
研修会・代表者会議」、「エイズ治療に関する研修会」を開
催した。
　また、道とＤＭＡＴ派遣に関する協定を締結し、北海道総
合防災訓練や札幌市災害総合訓練等に参加した。
　さらに、高度救命救急センターとして、救命救急医療の質
の向上を図るため、メディカルコントール体制整備支援事業
を実施した。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

ー － 4 - 病院課

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成２３～２４年度の実施予定平成１９～２１年度の実施状況

平成22
年度計画

事務局
年度
評価

中期
計画
自己
評価

紹介患者数の実績

H18→H21 ５８％増

H20 2,234 449
H21 2,513 488

H18 1,263 309
H19 1,864 425

紹介患者数(人） 利用医療機関数（件）



№ №

163 地域医療機関への
医師派遣につい
て、医師派遣調整
部会による窓口一
本化によって、医師
派遣体制の充実を
図る。なお、医師等
の総派遣件数に、
地域医療を支える
公的医療機関に対
する派遣件数の占
める割合が平成２４
年度において６０％
となるよう取り組
む。（再掲）

【公的医療機関等に対する人的・技術的支援】
　緊急的な医師派遣要請や地域医療機関からの診療支援要請
に、迅速かつ円滑に対応するため、本学の医師派遣機能を一
元化して実施する「地域医療支援センター」を平成21年度に
設置し、医師派遣体制の充実を図った。
　派遣先医療機関及び派遣医師に対してアンケート調査を実
施するなど、派遣医師の処遇や、地域医療支援に対する評価
について検討を進めた。
　公的医療機関への派遣割合を高めるため、病院運営協議会
等で周知を図るなど、目標値の達成に向けて取組を進めた。
　医師以外の医療専門職員については、平成20年度において
は看護部、平成21年度においては薬剤部から派遣している
が、平成21年度に新たに設置した、札幌医科大学附属病院の
病院機能・施設の充実及び新たな病院機能のあり方等を検討
する「病院の機能改善ワーキンググループ」において検討さ
れ、派遣決定の仕組みについては、まず地域のニーズを把握
した上で、派遣のあり方等を検討することとした。

115
再掲

地域医療支援セン
ターにおいて、緊
急的な医師派遣要
請や地域医療機関
からの診療支援要
請に、迅速かつ円
滑に対応する。
（再掲No.７５）

【診療支援要請への対応】
　地域医療機関へ次のとおり診療支援を行った。
　なお、平成22年度は、緊急的な医師派遣の要請は無かった。

※派遣要請…2,143件　派遣実績…2,047件（応諾率95.5％）
※公的医療機関への派遣割合…59.4％

Ａ

院内会議（病院運営会議等）におい
て、各診療科に対し公的医療機関へ
の派遣増について、より一層の協力
を依頼し、平成２４年度における公
的医療機関への派遣割合が６０％と
なるよう取組む。

病院課
（医師派遣）

116
再掲

派遣医師へのアン
ケート調査を実施
するなど、派遣医
師の処遇や地域で
の医療支援に対す
る評価について検
討を進める。
（再掲№７６）

【派遣医師へのアンケート調査の実施】
　派遣医師に対してアンケート調査を実施し、その調査結果について、地
域医療支援センター会議に報告し、派遣医師の処遇等について検討を行っ
たが、アンケートでは派遣先病院における処遇改善の要望が多く、大学に
おける処遇について検討するためには、他大学の状況なども調査した上で
行うことが必要との結論を得たことから、平成23年度に他大学へ調査を実
施することを決定した。
　また、北海道開発局と協働で、附属病院に勤務する医師（診療医）を対
象に、地方勤務に関するアンケートを実施した。

※（参考）実施結果～回収率17%
    ◆地方勤務（常勤）で重視する条件（複数回答）◆
　　　①代診医の存在(69.8%)
　　　②勤務時間・休日などの労働条件(64.6%）
　　　③派遣先の処遇・待遇（給与）（63.5%)

Ａ

派遣医師の処遇や地域での医療支援
に対する評価の参考とするため、平
成２３年度に他大学への調査を実施
し、結果を取りまとめる。

病院課
（医師派遣）

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
事務局平成１９～２１年度の実施状況

平成22
年度計画

3

公的医療機関への派遣割合
Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

派遣割合 57.2% 58.5% 59.0%
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№ №

118
再掲

報道機関との連
携・協力により、開
学６０周年事業を
推進する。（再掲
No.８１）

【開学60周年事業の推進】
　開学60周年(創基65周年)記念事業については、北海道新聞社との「健や
か北海道プロジェクト」を活用して、6月24日の朝刊に本学のあゆみや取組
を紹介した広告(タブロイド版、全面カラー、4ページ)を折り込み、札幌圏
に38万部配布したほか、道内全市町村、病院、高等学校等に配布して周知
を図った。
　特に、札幌医科大学開学60周年（創基65周年）「記念講演会」（道民公
開講座）については、プレスリリースを行ったほか、上記タブロイド版で
紹介したことにより、定員(350名)を上回る申し込みが殺到する結果となっ
た。

A ー 経営企画課
（広報）

164

平成１９～２１年度の実施状況

疾病の予防や健康
づくりに関する道民
の意識を喚起する
ため、公開講座、講
演等を開催するとと
もに、各種メディア
を利用した積極的
な情報発信を行う。
（再掲）

年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

中期計画

病院課
（管理）
経営企画課
（広報）

疾病の予防や健康
づくりに関する公
開講座や講演など
を積極的に開催す
るために、推進方
策及び学内推進体
制の整備を検討す
るとともに、各種メ
ディア、自治体広
報、ホームページ
などを利用した積
極的な情報発信を
行う。（再掲№８０、
No.162）

【公開講座等開催に係る推進方策等の検討】
　大学や各講座等で実施する公開講座等の開催については、学内の学術振
興助成事業等による助成を行い推進しており、医師会等とも十分連携しな
がら積極的な開催に取り組んだほか、公開講座等の情報を大学ホームペー
ジのトップページのイベント欄に掲載し、ホームページに掲載した大学の
研究成果や活動の情報を登録者に自動配信するＲＳＳ配信システムの稼働
を開始した。

【各種メディア、自治体広報、ホームページ等を利用した情報発信】
　ホームページによるリアルタイムな情報発信、「札医大だより」など広
報誌の発行、積極的なプレスリリースのほか、報道機関からの取材への対
応など、あらゆる機会、あらゆる媒体を活用して情報を提供している。

※参考
・平成22年度 プレスリリース数～54件
　　　　　　 うち、講演会・フォーラム9回、公開講座8回
・平成22年度 ホームページアクセス数～593,291件
・ホームページページビュー数～1,683,481件
　　受験関連ページ(98,792件）がトップ

疾病の予防や健康づくりに関する公
開講座や講演などを積極的に開催す
るとともに、各種メディア、自治体
広報、ホームページなどを利用した
積極的な情報発信を行う。

【公開講座等の開催】
　関係機関等の協力を得て、道民公開講座等を実施した。
　疾病の予防や健康づくりに関して、道民公開講座に加え、
大学及び病院のホームページを利用して広く周知・情報発信
を行った。

【積極的な情報発信】
　疾病の予防や健康づくりに関する道民の意識を喚起するた
め、北海道新聞社との提携・協力により「健やか北海道プロ
ジェクト」を実施した。
　平成19年度、平成20年度は高齢者を対象にした脳卒中・認
知症をテーマとして、北海道新聞に特集記事にて新聞掲載を
行う等の取組を進め、平成20年9月19日に「認知症に負けな
いために」の道民フォーラムを実施した。
　平成21年度は、本学の折り込み広報誌(タブロイド版、全
面カラー、4ページ)を3月21日（日）の北海道新聞朝刊を活
用して札幌圏に38万部配布したほか、市町村(公共施設、病
院等)に5万部配布し、本学の保健・医療、地域貢献等の活動
状況を広く道民へ発信した。

【学校等からの講師派遣依頼への積極的対応】
　道教育庁と連携し、高校からの要請に基づき、出前講座を
実施した。

※開催件数
　⑲５回、⑳８回、㉑�９回

A

事務局

117
再掲

3

平成２３～２４年度の実施予定

公開講座等開催件数
H19 H20 H21

開催件数 29 44 64
H18→H21 167%増



中期目標項目
第2  大学の教育研究等の質の向上に関する目標
４　附属病院に関する目標
（５）運営の改善及び効率化に関する目標

中期
目標

№ №

165 経営指標の把握と
分析を充実し、改善
目標と進行状況の
共有化により、経営
改善の進捗管理を
行う。なお、診療科
別、部門別の診療
実績や収支等を把
握するため、平成２
０年度までに病院
経営企画室を設置
する。

【経営指標の把握と分析の充実】
【改善目標と進行状況の共有化】
【経営改善の進捗管理】
　経営指標（KPI）を設定し、病院運営会議、病院運営協議
会及び新たに設置した病院業務連絡会議等の定例会において
経営指標の進捗状況を報告し、病院の経営状況を幅広く周知
し共有化した。

【病院経営グループの設置】
　経営改善に向けた体制強化を図るため、平成20年度に病院
課内に新たに「病院経営グループ」を設置した。

119 院内において経営
改善の進捗管理に
必要な経営指標を
整備し、定例的に
状況を把握すると
ともに、病院運営
会議などで周知を
図り、必要な対策
を早期に実施し、
経営改善を推進す
る。

【経営改善の進捗管理に必要な経営指標の整備】
　経営改善の進捗管理にあたり、経営指標（KPI）のひとつである「病床利
用率」、「平均在院日数」、「医薬材料費比率」の見直し・整備を行い、
状況の把握に努めた。

【経営改善の推進】
　病院運営会議、業務連絡会議、役員会及び役員会懇談会等の定例会にお
いて、収支等の経営指標に係る進捗状況を報告し、目標達成に向けた取組
を指示した。
　また、特段の対策が必要な局面においては、病院長より診療科長等あて
に個別に経営改善に係る指導を行い収支改善に寄与した。
　さらに、病院経営の一層の改善を図るため、平成23年度より新たに「病
院経営・管理部」を設置することを決定した。

Ａ 4 ー
病院課
（病院経営）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

病院長のリーダーシップにより、病院運営の改善及び効率化を図り、大学病院としての特殊性を考慮した上で、自立的経営を図る。

中期計画 事務局

89
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№ №

166 120
再掲

患者にわかりやす
い臓器別・疾患別
の診療科の導入を
「病院の機能改善
ワーキンググルー
プ」で検討する。
（再掲№９８）

【臓器別・疾患別の診療科の導入】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において検討した結果、臓器
別・疾患別診療科の名称変更については、システム変更に伴う費用等の課
題があることから、まずは、「外来」及び「病棟内表示」の導入を検討す
ることとした。 Ａ

病院全体の意向を最終確認し、臓器
別・疾患別診療科名の外来・病棟内
表示に取り組む。

病院課
（病院経営）

121 病院事務局におけ
る事務の集中化
や、事務の外部委
託を実施する。

【病院事務局における事務の集中化】
　病院経営の一層の改善を図るため、平成23年度より新たに経営部門に特
化した「病院経営・管理部」を設置することを決定した。

【事務の外部委託化】
　病棟クラークについて、第3内科に1名増員し、計10名となった。
　薬剤師が本来業務に専念できる環境を整えるため、物流管理専門のＳＰ
Ｄを委託した。
　調理員の委託業務について、従来、直営で運営していた「特別食」につ
いて委託へ切り替えた。

Ａ

病院事務局における事務の集中化
や、事務の外部委託を実施する。

病院課
（管理）

122 看護師免許を有す
る教員の附属病院
における診療参加
の拡大を図る。

【教員の診療参加の拡大】
　看護部経由で、看護師免許を有する教員の診療への参加拡大を図った。

※兼務発令を受けている看護学科教員：28名
  うち診療に参加している教員：11名

Ａ ー 病院課
（管理）

123 理学療法士・作業
療法士免許を有す
る教員が、可能な
限り各々の専門領
域の診療科で定期
的に診療活動が行
えるように検討す
る。

【教員の診療参加の拡大】
　理学療法士等の免許を有する保健医療学部の教員については、リハビリ
テーション部の兼務発令を行うなど、定期的に診療活動が行えるよう診療
参加の体制を構築した。
　また、平成20年度から、理学療法士等の免許を有する保健医療学研究科
の大学院生を非常勤職員として採用したところであるが、引き続き採用に
努め、実践教育の実施と診療体制の充実を図った。

※兼務発令を受けている理学療法学科教員：15名
　うち診療に参加している教員：1名
※兼務発令を受けている作業療法学科教員：11名
　うち診療に参加している教員：2名

Ａ ー
病院課
（管理）

年度
評価

中期
計画
自己
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成１９～２１年度の実施状況

【適切な診療報酬請求及び査定対策の充実強化に向けた取組】
　次のとおり、取組を行った。

○社会保険審査委員会（7月開催、1月開催）
○査定対策ＷＧ（5月～6月、8月～10月、12月3月
○保険診療ニュース（毎月発行）
○診療科個別打ち合わせ
　　・8月（第二内科、第一外科、整形外科、婦人科、
　　　　　 小児科、精神科、麻酔科、神経内科、救急部）
　　・11月（第一内科、第二内科、第四内科、第一外科、小児科）
　　・2月（第一内科、第二内科、第四内科、第一外科、
　　　　　 整形外科、脳神経外科、小児科、泌尿器科、麻酔科）

適切な診療報酬請求事務・査定対策
を図るため、社会保険審査委員会と
査定対策ワーキンググループを開催
するほか、毎月、保険診療ニュース
を発行し、医師に対する情報提供、
委託業者に対する指導・監督などを
行うとともに、毎月、国の医療制度
改革の状況を速やかに院内に周知
し、適切な診療報酬請求事務及び査
定対策の充実強化に努める。

医事センター

平成２３～２４年度の実施予定

【診療科の臓器別再編】
　「病院運営会議」や「病院の機能改善ワーキンググルー
プ」等において意見を集約したほか、診療科毎の意向調査を
実施し、名称案等について検討を行った。

【中央診療部門・事務局組織体制の整備】
　事務組織等の点検を行い、平成21年度に「感染制御部」及
び「医療安全推進部へ」の体制整備を行った。

【医事センターの設置】
　平成19年度に「医事センター」、「患者サービスセン
ター」を設置し、機能的な組織体制を整備した。

中期計画
平成22
年度計画

事務局

社会保険審査委員会
と査定対策ワーキン
ググループを開催す
るほか、毎月の保険
診療ニュースを発行
し、医師に対する情報
提供、委託業者に対
する指導・監督などを
行うとともに、国の医
療制度改革の状況を
速やかに院内に周知
し、適切な診療報酬請
求事務及び査定対策
の充実強化に努め
る。
（再掲Ｎｏ．１２７）

124

3

Ａ

病院運営をより効
率的に進めるため
の診療科の臓器別
再編、中央診療部
門・事務局組織など
機能的な組織体制
を整備する。なお、
平成１９年度に医事
センターを設置し、
医事業務体制を強
化する。



№ №

126  未収金残高を平
成１７年度実績に
比べ、４０百万円
圧縮する。

【未収金残高圧縮について】
　本人、家族、保証人等に対し、電話・文書催告等の取組を進めた結果、
平成17年度実績と比較し、約40百万円の未収金圧縮を達成した。

※未収金残高…81百万円（平成17年度　約120百万円）
Ａ

未収金残高を平成１７年度実績と比
べ５０百万円圧縮する。

医事センター

128  医療材料費比率
の引き下げを図
る。

【医療材料費比率の引き下げについて】
　医療材料の更なるコスト削減に向け、次のとおり取組を実施した。

・幹部を交えたミーティングの実施（メンバー：理事(経営)・病院長・副
院長・医療材料部長・薬剤部長、業務課長ほか）
・プロジェクトメンバーミーティングの実施（メンバー：医療材料部長、
業務課長ほか）
・医師をはじめとする職員全体が医療材料コストについての意識と理解を
深めるための講演会を開催。（開催日：7.13　参加人数：196名）
・医薬品卸５社から、医薬品削減をはじめとした病院の経営コストの削減
に関するプレゼンを受け、H23の医薬品の価格交渉や契約手法等について検
討を行った。
・当院のコスト削減の意気込みを、直接、伝えることを目的に、医療材料
部長によるディーラー訪問を実施した。
・訪問したディーラーに対して価格交渉を実施した。

※平成22年度の医薬材料費率……18.9％（平成21年度20.2％）

Ａ

価格交渉や切替の促進により医療材
料費比率の引き下げを図る。

業務課

125

Ａ

【適正な病床数に向けた検討】
　病床の一層の有効利用を図り、病床管理委員会における共用ベッド運用
の見直し等の取組を行った結果、看護体制入院患者比率平均１００％を達
成した。

Ａ

167 在院日数短縮、病
床の有効利用等、
効率的な運用を図
るとともに、医療技
術の進歩及び医療
制度改革に応じた
医業収入を確保す
るよう努める。な
お、平成２４年度ま
でに診療収入等に
より９億円の収支改
善に取り組む。

〔推進の方向性〕　・
特定機能病院とし
て、高度な手術の
件数増に積極的に
取り組むなど、急性
期医療や高度医療
を推進し、診療収入
の増加を目指す。

 病床の有効利用
のため、適正な病
床数について検討
するとともに、看護
体制入院患者比率
は平均１００％を目
指す。

中期
計画
自己
評価

適切な診療報酬請求事務・査定対策
を図るため、社会保険審査委員会と
査定対策ワーキンググループを開催
するほか、毎月、保険診療ニュース
を発行し、医師に対する情報提供、
委託業者に対する指導・監督などを
行うとともに、毎月、国の医療制度
改革の状況を速やかに院内に周知
し、適切な診療報酬請求事務及び査
定対策の充実強化に努める。 医事センター

ー 病院課
（病院経営）

事務局

3

平成２３～２４年度の実施予定

社会保険審査委員
会と査定対策ワー
キンググループを
開催するほか、毎
月の保険診療
ニュースを発行し、
医師に対する情報
提供、委託業者に
対する指導・監督
などを行うととも
に、国の医療制度
改革の状況を速や
かに院内に周知
し、適切な診療報
酬請求事務及び査
定対策の充実強化
に努める。
（再掲Ｎｏ．１２４）

【適切な診療報酬請求及び査定対策の充実強化に向けた取組】
　次のとおり、取組を行った。

○社会保険審査委員会（7月開催、1月開催）
○査定対策ＷＧ（5月～6月、8月～10月、12月3月
○保険診療ニュース（毎月発行）
○診療科個別打ち合わせ
　　・8月（第二内科、第一外科、整形外科、婦人科、
　　　　　 小児科、精神科、麻酔科、神経内科、救急部）
　　・11月（第一内科、第二内科、第四内科、第一外科、小児科）
　　・2月（第一内科、第二内科、第四内科、第一外科、
　　　　　 整形外科、脳神経外科、小児科、泌尿器科、麻酔科）

年度
評価

平成22
年度計画

【在院日数の短縮】
　定例会等での実績報告や病院長からの個別要請等により、
18日までの短縮に努めた。

【病床の有効利用】
　平成21年度に「病床管理委員会」を設置し、定期的に共用
ベッドの運用の見直しを行う等の取組を実施することによ
り、看護体制入院患者比率平均100％の達成に向けて取り組
んだ。

【その他収入確保の取組】
　平成19年度にクレジットカード払制度を導入し安定した利
用実績と、患者の利便性向上に繋がった。
　未収金については、本人・家族・保証人等に対し、電話・
文書催告等の取り組みを進めた結果、未収金の残高目標額を
上回る圧縮を達成した。

127
再掲

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

91
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№ №

168 適正な物品管理シ
ステムを整備し、医
療材料在庫の適正
管理を図る。

【適正な物品管理システムの整備】
　新規医療材料の採用基準の厳格化、医療材料購入改善ワー
キングでの標準化や切替により、購入コスト削減を図った。
　後発医薬品の利用拡大を図るとともに医薬品の価格交渉を
強化してコスト削減を図った。

129 登録医療材料の品
目整理、標準化な
ど、適正な物品管
理システムを整備
し、在庫の適正管
理や購入コストの
削減を行う。

【適正な物流管理システムの整備】
  新規医療材料の採用基準を厳格化するとともに「医療材料購入改善ワー
キング」を設置し、登録医療材料の標準化及び切替を行い、購入コストの
削減を実施した。

※主な内容
・単価契約の材料を中心に継続的に価格交渉を行い、相応の値引きを実現
した。
・ＳＰＤ材料を中心に、同種同効の安価な提案を求め、価格の検討及びサ
ンプリングの結果、問題のない材料を中心として切替を実施した。

※価格交渉による医薬材料削減額
・医療材料削減額…… 約990万円
・医薬品削減額……約10,981万円

Ａ

新規医療材料の採用基準の厳格化、
医療材料購入改善ワーキングでの標
準化や切り替により、購入コスト削
減を図るとともに、今後、当院に導
入されているシステムを活用し、効
果的で費用のかからない新たな手法
を用いたSPD（院内型）の構築を検討
する。

業務課

130 後発医薬品の利用
拡大を図る。

【後発医薬品の利用拡大に向けた取組】
　平成22年4月以降、新規採用申請された医薬品のうち「後発医薬品」があ
るものについて、当該後発医薬品の積極的な採用に努めた。

※平成22年度実績
・後発医薬品の新規採用…19品目
・後発医薬品採用数… 158品目
・採用医薬品数比率…8.14％（当初到達目標8.0％）

Ａ

後発医薬品の発売の都度、採用の可
否を検討し、利用の拡大を図る。

業務課

169 部門毎の業務の見
直しや、適切な職員
の配置などにより、
運営コストの削減に
努める。

【部門毎の業務の見直し】
　警備・清掃、コンサルタント、医事システム、医療事務補
助職員などの業務委託化を進めることにより運営コストの削
減に努めた。

【適切な職員の配置】
　警備業務、給食業務、看護助手業務にて委託の拡大を図っ
た。
　平成20年度に産科に病棟クラークを配置し、事務の効率化
を図ったが、その効果が高いことから、平成21年度はさらに
5名を増員した。

131 部門毎の業務を見
直す中で、委託範
囲の見直しを図る
ほか、薬剤部の医
薬品に係るＳＰＤ業
務の導入など、委
託業務を拡大し、
効率的な組織運営
を行い、適切な職
員の配置などによ
り、運営コストの削
減に努める。

【業務委託範囲の見直し】
　病棟クラーク及び調理員の委託業務について拡大・見直しを行った。

※病棟クラーク：医師事務作業補助業務の拡大（1名増員　計10名）
　調理員：直営で運営していた「特別食」について委託へ切り替え。

【薬剤部の医療品に係るＳＰＤ業務の導入】
　薬剤師が本来業務に専念できる環境を整えるため、物流管理専門のＳＰ
Ｄを委託し、運営コストの削減に努めた。

Ａ 3

部門毎の業務や委託範囲の見直しを
図り、医療材料に係るSPD（院内型）
構築の検討や病棟クラークの増員等
に取り組む。

業務課

年度
評価

3

中期
計画
自己
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期計画 平成２３～２４年度の実施予定 事務局平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

後発医薬品採用実績

全品目
採用医薬品数比率7.66%（目標値7.5%）

127 134 147

H19 H20 H21
新規採用品目 20 23 18



№ №

170

171 新たな病院機能の
あり方について検
討を行う。

【新たな病院機能について】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において、新たな
病院機能のあり方や施設の充実に向け、高度救命救急セン
ターの現状の問題点等について検討を行った。

133 高度救命救急セン
ター、エイズブロッ
ク拠点病院、基幹
災害医療センター
など、中核的医療
機関としての役割
を担っていくため、
病院機能・施設の
充実や、新たな病
院機能について
「病院の機能改善
ワーキンググルー
プ」で検討を行う。

【病院機能・施設の充実や新たな病院機能について】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において、次のとおり検討し
た。

※検討結果
　新たな病院機能・施設の充実に向け、高度救命救急センターにおけるICU
の充実及びHCUの拡充を進める必要があるが、現在の病棟状況や財政的な理
由から、スペースの確保が困難であり、今後、病院施設の改築等を検討す
る場である「施設等整備委員会」の病院部会において、必要な診療施設や
診療体制の整備・強化について引き続き検討することとした。

Ａ 3

今後の施設整備を検討する「施設等
整備検討委員会」の病院部会におい
て、附属病院の機能強化に係る整備
等について引き続き検討する。

病院課
（病院経営）

172 迅速で効率的な病
院運営を実現する
ため、病院長がリー
ダーシップを一層発
揮できる仕組みを
整える。

【病院長がリーダーシップを発揮できる体制整備】
　次のとおり整備を行った。

・患者サービス・アメニティ担当の副病院長の設置
・病院長補佐の１名増員
・病院運営会議の設置
・病院課内に病院経営グループを新設

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

ー － 4 ー 病院課

患者サービ
ス

センター
診療情報室
医事セン
ター

132

事務局

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

・入院電子カルテの充実
…主治医以外の者による代行入力、
二重採番カルテの処理方法等、運用
に係るルールを制定する。
　
・外来電子カルテの導入
…同意書、紹介状に係るスキャナー
導入を開始し、運用面での評価を行
う。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価

【入院電子カルテの充実に向けた検討】
　診療録管理委員会で検討し、次のような結果となった。

・カンファレンス記録の共有化のため、電子カルテ内での整備が必要であ
り、引き続き検討することとした。
・新システムでの情報開示の対応として、改変履歴表示と最新版のみの出
力形態があるため、請求者に選択してもらうこととした。

【外来電子カルテの導入に向けた検討】
　外来電子カルテ化に向けた検討の資料として各教室・看護室・中央部門
等に対し、システム更新後も使用の帳票類について種別・活用頻度などの
調査を行い、その結果に基づきスキャナーの優先順位や原本の保管期間・
場所等について関係部署および診療録管理委員会で協議検討を行い次のよ
うな結果となった。

・同意書、他施設からの紹介状・検査データ・検査レポート、救急隊引継
書からスキャナーを開始する。
・原本保管は日別ファイルとし２０年間病歴カルテ庫保管とする。
　(ｅ-文書法対応の電子カルテとなっていないため、原本はスキャナー後
の紙媒体となる。)
　

Ａ

【入院電子カルテの充実】
　入院カルテの充実を目的に、医療情報統合システムの更新
にあたり、診療記録管理委員会において、「退院サマリー管
理」について、次のとおり決定した。
①退院サマリーは、最終（診療）科において作成したサマ
リーとする。
②転科サマリーについても退院サマリーと同様に管理する。
　
【外来電子カルテの導入】
　診療記録管理委員会において検討した結果、導入に当たっ
て個人情報の保護等の観点から特殊性が強い診療科への配慮
が必要であること等の理由により、引き続き検討することと
した。

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

迅速で安全、効率
的な医療サービス
の提供のため入院
電子カルテの充実
や外来電子カルテ
の導入に向けた検
討を行い、病歴管
理を推進する。

診療情報室の充実
による患者の病歴
管理や入院電子カ
ルテの充実及び外
来電子カルテの導
入を進める。

3
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№ №

173 平成２１年度に、第
三者による医療機
能評価の継続認定
を取得し、病院機能
を向上させるととも
に運営の効率化を
図る。

【医療機能評価の継続認定の取得】
　医療機能評価の継続認定を取得するため、平成19年度に院
内に「病院機能評価対策委員会」を設置。更新認定の申請に
向けての取り組みを開始し、当院の病院機能における改善項
目の洗い出しを実施した。
　平成21年度に日本医療機能評価機構による本審査及び補足
的審査を受審。審査の結果、改善要望事項を付された期間限
定の「条件付認定」とされたため、対応策を講じ、確認審査
を受審した。

134 病院機能評価の確
認審査を受審し、
継続認定を取得す
る。

【病院機能評価の継続認定の取得】
　改善要望事項（抗がん剤の調製・混合）に関し、６月に確認審査を受審
した結果、継続認定となり、認定証の交付を受けた。

※継続認定期間…平成21年9月27～平成26年9月26日（５年間）

Ａ 4 ー 病院課
（企画調整）

平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
年度
評価平成１９～２１年度の実施状況

中期
計画
自己
評価

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）



中期目標項目
第３　業務運営の改善に関する事項
１　運営に関する事項

中期
目標

№ №

174 学長のリーダーシッ
プの下、機動的で
効率的な大学運営
の体制を整備する。

【大学運営体制の整備】
　理事長のリーダーシップの下、役員会、教育研究評議会及
び経営審議会を毎年、定期的にあるいは必要に応じて臨時に
開催し、効果的で機動的な法人の意思決定を行う大学運営体
制を整備している。
　各会議の議事についてはその都度本学公式ホームページで
公表し、また議事録についても学内限定情報として、同様に
本学公式ホームページで掲載し、職員が決定内容をいつでも
確認することが出る体制も整備している。

135 役員会、経営審議
会、教育研究評議
会などを効果的・
機動的に運営し、
迅速で的確な意思
決定を行う。

【役員会・経営審議会・教育研究評議会などの運営】
　役員会、経営審議会、教育研究評議会などは迅速で的確な法人・大学の
意思決定を行うため、年度計画に基づき開催し、様々な事案について審議
等を行い、効果的で機動的な法人運営に努めた。
（役員会、役員会懇談会及び教育研究評議会は原則毎月開催、経営審議会
は主に6月、12月及び3月の開催としている）

※開催実績
　・役員会：11回開催
　・役員会懇談会：8回開催
　・経営審議会：3回（うち書面開催２回）
　・教育研究評議会：12回

Ａ 4 ー
経営企画課
（調整）

175 全学的視点に立っ
た経営戦略を展開
する企画立案機能
の充実を図る。

【企画立案機能の充実】
　計画、予算及び決算関連業務を一元的に所管し、全学的な
視点に立って経営戦略を展開するため、次のとおり企画立案
機能体制の充実を図った。
・平成19年4月
　法人化時に、従前の企画課に予算業務を加えて「経営企画
課」を設置した。

- （１９年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 経営企画課
（経営）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

（1）　 理事長（学長）のリーダーシップにより、効果的・効率的で、かつ、責任ある大学運営を推進する。
また、組織や人員配置の弾力化など、全学的観点から戦略的な学内資源の配分を行う。

平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

事務局平成２３～２４年度の実施予定中期計画
中期
計画
自己
評価

年度
評価

95



96

№ №

176 学内の各種委員会
を平成２１年度まで
に見直し、必要最
小限にとどめ、役
員、部局長の権限
と責任を明確にす
る。

【学内各種委員会の見直し】
　平成22年1月に見直しを進めるためのワーキンググループ
を設置し、見直しに向け検討した結果、各種委員会数を128
から124へ統廃合したほか、平成22年度以降における各種委
員会のスクラップアンドビルドの考え方や委員会の時限明記
などの方針を示した。
　また、各種委員会規程・名簿について職員がいつでも確認
できるよう、新たにホームページへ掲載し、役員・部局長の
権限と責任を明確化した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 経営企画課
（調整）

177 役員のマネジメント
を補佐する体制を
整備する。

【役員マネジメント補佐体制の整備】
　理事長のマネジメント機構の強化として、理事長補佐を任
命し「理事長室会議」を設置した。
　また、「役員会懇談会」を設置して定期的に開催し、役員
のマネジメント機能を補佐する体制を構築した。
　さらに、平成20年7月に経営企画課に財務室を設置して、
経営担当役員のマネジメント機能の強化も行った。

＜平成21年度の状況＞
・理事長室会議・理事長補佐
　　7回開催、11名任命
・役員会懇談会
　　8回開催、30議事

136 役員のマネジメント
を補佐する「役員
会懇談会」を定期
的に開催する。

【「役員会懇談会」の定期開催】
　法人内部での課題や理解を深める必要のあった事案について、必要の都
度、役員会懇談会を開催して意見交換等を行った。（8回開催、28議事）

Ａ 4 ー 経営企画課
（調整）

178 平成１９年度から内
部監査組織を設
け、業務全般の合
理性や効果の検
討、評価を行う。

【内部監査組織の設置】
　平成19年4月に監査室を設置し、定期的に会計監査、科学
研究費補助金等内部監査、業務監査を実施した。

- （１９年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 経営企画課

179 社会状況や道民の
ニーズに迅速に対
応できるマネジメン
ト体制とするため、
外部登用の役員や
委員の知見を戦略
的に活用する。

【外部役員・委員の登用】
　外部登用の役員及び委員を任命し、それぞれの立場からの
貴重な知見を活用する体制を構築した。

※平成21年度の状況
・役員
　副理事長１名（北海道）、経営担当理事１名（北洋銀
行）、監事２名（弁護士、公認会計士）
・教育研究評議会
　外部委員１名（室蘭工業大学理事・副学長）
・経営審議会
　弁護士等５名

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー 経営企画課

180 組織や人員配置を
弾力的に行う仕組
みを平成２１年度ま
でに構築し、全学的
視点から戦略的な
人員配置に取り組
む。

【戦略的な人員配置の取組】
　毎年度行う組織機構改正を通じて、弾力的な組織改正や人
員配置を実施した。

※組織機構改正の主なもの
⑲グループ制導入
⑳財務室、医療人育成センター設置
㉑�ＧＰ業務を学務課に再編・集約

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 総務課
（人事）

平成22
年度計画

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況 平成２３～２４年度の実施予定
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
事務局中期計画



中期目標項目
第３　業務運営の改善に関する事項
１　運営に関する事項

中期
目標

№ №

181 役員及び教職員が
法令や社会規範を
遵守した活動を行
い、社会からの信
頼を確保した運営
が図られるよう、ガ
イドラインの策定、
啓発のための研修
会の実施など、コン
プライアンス・プログ
ラムを構築する。

137 他大学が作成して
いるコンプライアン
ス・プログラム（役
職員が法令や倫理
を遵守する仕組
み）に関連するガイ
ドライン・規制・規
程・内部通報制度
の有無及び内容を
調査する。

【コンプライアンス・プログラムに関連する内容調査の実施】
　コンプライアンスプログラムの構築について、平成21年度までに整備し
た規程等で不足がないかを確認するため、他大学における規程等の整備状
況の調査を行った。
（調査依頼先…24校(医療関係学部･学科を有する公立大学及び道内国立大
学)）

※調査結果
・規制・規程等…本学規程とほぼ同様の整備状況であった。
・内部通報制度の有無…９校で内部通報制度を導入していた。

Ａ ー 総務課
（人事）

138  不正使用防止の
ための要綱などを
作成するなど、研
究費の不正使用の
防止を徹底する。

【不正防止プログラムの策定】
　公的研究費の適正な管理・執行を図るため、平成23年3月に「北海道公立
大学法人札幌医科大学における競争的資金等の使用に関する不正防止プロ
グラム」を策定した。

Ａ ー
産学・地域
連携セン
ター

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成22
年度計画

中期計画

【ガイドラインの策定】
　研究上の不正行為や研究費の不正受給を防止するため、平
成19年に「利益相反管理規程」を策定した。
　
【研修会の実施】
　平成19年4月に「札幌医科大学行動規範及び役職員倫理規
程」を定めるとともに、講師以上の新採・昇任教員を対象と
した個人面接による倫理研修、さらに全職員を対象とする職
場毎の倫理研修を実施し、倫理意識を向上させた。

※主な内容
⑲行動規範策定
⑲役職員倫理規程制定
⑲講師以上の新採・昇任教員の個別倫理研修実施。
㉑�役職員倫理規程Ｑ＆Ａ作成、ＨＰに掲載
㉑�全職員対象に職場毎の倫理研修を実施。

平成１９～２１年度の実施状況 年度
評価

中期
計画
自己
評価

（２）　役員及び教職員は、法令を遵守し、大学が持つ社会的責任を果たす。

事務局

4

平成２３～２４年度の実施予定

97
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中期目標項目
第３　業務運営の改善に関する事項
２　組織及び業務等に関する目標

中期
目標

№ №

182  講座制等を含む教
育研究組織の基本
的あり方について
平成２１年度までに
検討結果を取りまと
める。

【教育研究組織の基本的あり方の検討】
　平成20年度に全学的な見地から教育活動全般の企画・実
施・検証・改善を行うため「医療人育成センター」を設置し
た。
　平成21年7月に、同センターに「教養教育研究部門将来構
想検討委員会」を設置して教室の再編・統合の方向性等につ
いて検討を行い、準大講座制を目指すことなどの検討結果を
まとめた。

139 教育研究組織の基
本的あり方につい
て、医療人育成セ
ンターにおける準
大講座の導入に向
けて検討を進める
など、将来的な課
題を踏まえて、時
代に即応した体制
の構築を進める。

【教育研究組織の基本的あり方の検討】
　学長を委員長とする「医療人育成センターあり方検討ＷＧ会議」におい
て、医療人育成センターの将来における教授職の配置数（MAX11）及び配分
を決定（入学者選抜企画研究部門1、教養教育研究部門8、教育開発研究部
門2）したほか、教育開発研究部門の機能強化を図るため、保健医療学分野
の教員1名の配置を決定した。
　また、小講座制的な縦のしばりを弱め、個々の教員の裁量や責任を強め
る一方策として、センターに係る教育研究費予算配分について、従来の教
室配分（管理）から教員個人配分（管理）に変更するなど、両学部とは異
なる組織体制の構築を進めた。

Ａ 4 ー
学務課
（育）

183 学術の進展や道民
のニーズを踏まえ
た教育研究の重点
化に取り組み、教員
配置を弾力的に行
うなど、平成２１年
度までに柔軟な教
育研究組織を確立
する。

【教員配置に係る仕組みの整備】
　外部資金、競争的資金の研究費により、研究職員を雇用で
きるよう平成19年10月に「研究職員就業規則」を整備し、特
任教員等を寄附講座等に配置した。

※特任教員採用数
⑲1名、⑳16名、㉑�5名

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 総務課
（人事）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

平成１９～２１年度の実施状況中期計画

 組織の見直しを適宜行い、科学技術の進展など学問を取り巻く環境の変化に適切に対応するとともに、事務処理の見直しや定型的・機械的な業務等の外部委託化を進め、簡素で効率的な組織体制を確立する。

平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

中期
計画
自己
評価

事務局



№ №

184 附属施設の機能と
効果を点検・評価
し、平成２１年度ま
でに将来展望を踏
まえた組織の見直
しを進める。

【附属施設機能の点検・評価】
　平成20年に「札幌医科大学における研究所機能のあり方検
討小委員会」及び「医学部附属研究所等再編検討ＷＧ」を設
置し、平成21年度に「医学部附属研究所の再編検討について
（答申）」を取りまとめ、平成22年度以降、具体的な再編に
着手することとした。

※答申の主な内容
・再編に当たっての基本的考え方
・研究機能の統合、研究支援機能の統合及び研究支援事務部
門の設置
・研究部門・研究支援部門の管理
・再編の方法・時期等について

140
再掲

医学部において
は、臨海医学研究
所の廃止に向けた
関係機関との調
整、協議を進め
る。また、保健医療
学部においては、
附属研究所などの
あり方について検
討する。（再掲№６
５）

【臨海医学研究所のあり方に係る関係機関との調整・協議（医学部）】
　医学部における「研究所・機器センター再編検討ＷＧ」において、臨海
医学研究所のあり方について検討を行うとともに、職員が利尻富士町を訪
問し、町に対し検討状況について説明を行った。
　臨海医学研究所については、当分の間、研究施設として再編し、今後に
ついては、町と引き続き協議していくこととしている。

【附属研究所のあり方検討（保健医療学部）】
　「附置施設等あり方検討ＷＧ」において、新キャンパス構想の中で附置
施設をどのように具現化していくか検討を行った結果、保健医療学部とし
ての枠組みを作成し、引き続き今後の運用体制、組織体制も含め検討を行
うこととした。

Ａ 3

（医学部）
フロンティア医学研究所を立ち上げ
るとともに、臨海医学研究施設のあ
り方について、関係機関との調整、
協議を進める。

（保健医療学部）
附属病院等大学の教育、研究施設と
の調整をしながら、保健医療学部に
必要な附置施設のあり方を取りまと
める。 学務課

（学務）

185 学部等の間の連携
強化に取り組み、教
育研究の活性化を
図る。

【学部間、学部・附属病院間での連携強化に向けた取組】
　平成20年10月に医療人育成センターを設置し、両学部共通
の教養教育科目の集約を図った。
　また両学部では両学部共通科目の開講に向けた検討を開始
し、両学部共通カリキュラムとして「地域合同セミナー」、
「双方向医療コミュニケーション概論」を実施した。

141  両学部共通科目
の開講の実施、学
内共同研究の推
進、附属病院の教
育機能を活用した
診療参加型臨床実
習の充実など、学
部間、学部・附属
病院間などでの連
携強化に取り組
む。

【学部間、学部・附属病院間での連携強化に向けた取組】
（両学部共通科目の開講の実施）
　現在医学部及び保健医療学部それぞれで行われている「心理学（心理学
概論）」について、平成23年度から両学部共通（合同）科目として実施す
ることを決定した。

（学内共同研究の推進）
　「学部間研究員に関する規程」に基づき、心理社会学的研究や、高次脳
機能に関する研究など、29件の共同研究を実施した。

（参加型臨床実習の充実）
　医学部では、附属病院での卒後臨床教育を見据え、幅広い知識と基本的
な技術の修得を目指し、第５学年を対象に、６年次の必修選択臨床実習科
を選択するうえでの参考のため、各科の臨床実習内容等について教員が説
明する合同説明会を１２月に実施した。
　また、教務委員会として、臨床実習の充実に向けて検討しており、その
ひとつとして臨床実習の中で一定条件下のもとに行われている医行為につ
いて、各講座等に調査を行い、調査結果を基に今後の附属病院での実習方
法に反映することとした。

Ａ 4 - 学務課
（育）

186 地域連携、産学連
携など共同研究・受
託研究が容易にで
きるよう体制を整備
する。

【共同研究・受託研究に関する規程等の整備】
　平成19年度に能力に応じた非常勤職員の採用制度であるス
タッフ制度を導入たほか、客員研究員や弁理士資格を有する
者をセンターに配置するなど体制を整備した。
　また、「共同研究取扱規程」や「寄附講座に関する規程」
等を整備し、臨時職員などを配置した。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため年度計画
なし）

ー － 4 ー
産学・地域
連携セン
ター

平成２３～２４年度の実施予定 事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成22
年度計画

中期計画 年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況

99



100

№ №

187 定型的・機械的業
務の外部委託化等
を積極的に進め、
平成１８年度に比
べ、正規職員約１０
０名相当分の業務
を委託化するなど、
業務の簡素化、効
率化に取り組む。

【外部委託化の推進】
　毎年度行う組織機構改正を通じて、事務事業の点検を行
い、外部委託化を実施した。

※業務委託化人数
⑲73名、⑳7名、㉑�10名

142 事務事業の定期的
な点検を行い、業
務の外部委託化な
どを推進する。

【業務の外部委託化の推進】
　組織機構改正を通じて、事務事業の点検を実施し、4名相当分の業務の外
部委託化を推進した。

※内訳…調理員▲2名、薬剤補助員▲2名

Ａ 3

事務事業の定期的な点検を行い、毎
年度行う組織機構改正を通じ、業務
の外部委託化などを推進する。

総務課
（人事）

188 戦略的に業務を遂
行するため、事務
局の専門性及び企
画立案機能を向上
させ、教員と事務職
員の協働体制を構
築する。

【事務局の専門性及び企画立案機能の向上に向けた取組】
　事務局等において、専門的経験を有する者等プロパー職員
13名（⑳5名、㉑�8名）を採用・配置し、専門知識習得のため
の研修に参加したほか、採用職員を対象に接遇・会話技法等
の向上を図るための研修を実施した。
　
【教員と事務職員の協働体制の構築】
　産学地域連携センター、医療人育成センター及び各ＧＰ等
において、知的財産関連特許業務をはじめとした業務を教員
と事務職員の協働体制により推進した。
　特に知的財産関連特許業務では、平成21年度に知的財産の
知識を有する法人職員及び弁理士資格を有する職員を新たに
採用・配置し、教員からの発明相談や特許出願手続きなどの
業務を実施している。

143 事務局の機能向上
のため、プロパー
事務職員の育成に
つながるスキル
アップ（プランニン
グ）研修などを実
施する。

【プロパー職員の育成】
　プロパー事務職員を対象に次のとおり研修を行った。
　また、公立大学協会主催の「公立大学職員セミナー」に職員を派遣する
など、プロパー事務職員の能力向上を図った。

　・４月「新規採用法人職員研修」
　・９月「プレゼンテーション研修」
　・11月「創造性開発研修

Ａ 4 ー 総務課
（調整）

189 事務職員体制につ
いては、業務の繁
閑を解消し、限られ
た人員を効率よく、
有効に活用するた
め、平成１９年度か
らグループ制を導
入する。

【グループ制の導入】
　平成19年度から事務局各課等においてグループ制を導入し
た。

- （１９年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

ー － 4 ー
総務課
（人事）

190 新たな課題に積極
的に取り組み、状況
に応じて適切に対
応できる柔軟性と機
動性の高い組織の
構築に取り組む。

【柔軟性と機動性の高い組織の構築に向けた取組】
　限られた人員を有効に活用し、新たな課題に柔軟に対応す
るため、平成19年度から事務局各課等においてグループ制を
導入したほか、平成20年7月に財務室、10月に医療人育成セ
ンターを設置するなど、随時の組織機構改正を行い、戦略的
な人員配置に努めた。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

ー － 4 ー 総務課
（人事）

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定

中期
計画
自己
評価

事務局平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画



中期目標項目
第３　業務運営の改善に関する事項
３　人事の改善に関する事項

中期
目標

№ №

191 平成１９年度から教
員の任期制の導入
や公募制などの積
極的な活用により、
教員人事の活性化
に取り組む。

【教員の任期制の導入】
　教員の教育や研究活動等をより一層活性化することを目的
に、平成20年4月から「教員の任期制及び評価制度」を導入
した。

【公募制の拡大】
　平成19年4月に「医学部教員選考規程」を改正し、准教授
及び講師の選考について公募制を拡大した。
※公募実績
⑳医学部4件、保健医療学部2件、医療人育成センター1件
㉑�医学部1件、保健医療学部2件

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 総務課
（人事）

192 平成１９年度から教
員に交替制勤務や
裁量労働制など柔
軟な勤務時間制度
を導入する。

【交替制勤務・裁量労働制の導入】
　平成19年度から教員を対象として裁量労働制（ＩＣＵ、Ｎ
ＩＣＵ部門においては交替制勤務）を導入し、適切な運用を
図った。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 総務課
（人事）

事務局

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定中期計画

（１） 柔軟な人事制度を取り入れ、教員人事の活性化を進め、教育研究の質の向上を図る。

平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
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中期目標項目
第３　業務運営の改善に関する事項
３　人事の改善に関する事項

中期
目標

№ №

194 事務職員等の法人
採用を平成２０年度
から計画的に進
め、道からの派遣
職員は漸減を図
る。

【プロパー職員の採用】
　事務局職員等の採用にあたっては、法人職員採用計画を定
め、選考採用試験を実施し、平成20年度に5名（専門職）、
平成21年度に8名（専門職5名、新規学卒者3名）のプロパー
職員を採用し、道派遣職員の漸減を進めた。

※（参考）道派遣職員数
⑲148人、⑳146人、㉑�139人

144 多様な年齢層のプ
ロパー職員の採
用・育成を進め、派
遣職員の漸減を図
る。

【多様な年齢層のプロパー職員の採用・育成】
　選考採用試験を実施し、新卒4名、既卒4名、専門職種経験者2名（診療報
酬・医療材料調達））の多様な年齢層（20歳代5名、30歳代5名）のプロ
パー職員の採用を決定した。

Ａ 3

多様な年齢層のプロパー職員の採
用・育成を進め、派遣職員の漸減を
図る。

総務課
（人事）

193 事務職員等につい
て多様な採用制度
を導入するととも
に、平成２０年度か
ら専門職研修を実
施し、専門的能力
の向上など人材育
成に取り組む。

【多彩な採用制度の導入】
　専門的経験を有する者等プロパー職員13名（⑳５名、㉑�８
名）を採用したほか、専門職員や外部資金を活用した契約職
員などを採用した。
　 他大学等との人事交流を推進することを目的に「非常勤
職員（研究職員）就業規則」を制定し、特任教員等の受入体
制を整備した。
（⑳5名、㉑�3名の特任教員を採用）。

【人材育成の取組】
　平成20年度から、新規採用職員を対象に、法人の概要など
職員として必要な基礎知識や接遇・会話技法などの研修を実
施したほか、全職員を対象に倫理研修、管理職職員等を対象
にリスクマネジメント研修を実施した。
　また、国立教育政策研究所や公立大学協会が主催するセミ
ナー等へ参加するなど、他機関が実施する研修への参加によ
り専門能力の向上を図った。

　

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため、年度計
画なし）

－

平成22
年度計画

総務課
（人事）

平成１９～２１年度の実施状況
中期
計画
自己
評価

－ 4 ー

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価中期計画 平成２３～２４年度の実施予定 事務局

（２）事務職員等について、多様な採用方法を取り入れ、優秀な人材を確保するとともに、専門性の高い職員を育成する。



中期目標項目
第３　業務運営の改善に関する事項
３　人事の改善に関する事項

中期
目標

№ №

195 教員の教育、研究、
診療、社会貢献、大
学運営などの業績
を公正かつ適正に
評価する制度を平
成１９年度中に整備
し、平成２３年度ま
でに評価結果を処
遇等へ反映する仕
組みを構築する。

【教員の任期制の導入】
　教員の教育や研究活動等をより一層活性化することを目的
に、平成20年4月から「教員の任期制及び評価制度」を導入
し、各教員が目標の設定等を行い、適宜更新に取り組んでい
るほか、平成20年度には職員自らが企画する研究やスキル
アップを目的に制度化した「サバティカル研修」の実施を許
可するなど、教員任期制度の適切な運用を図った。
　平成20年4月からの「教員の任期制及び評価制度」の導入
にあたり、評価結果の処遇等への反映方法としては、本学の
財政状況を踏まえた「教育研究費の個人への配分」に決定し
た。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 総務課
（人事）

196 職員の能力を発揮
させるため、平成１
９年度中に適切な
評価制度を構築し、
平成２０年度までに
評価に基づきインセ
ンティブを付与する
システムの導入に
取り組む。

145 職員の適切な評価
制度を導入する。

【職員の適切な評価制度の導入】
　職員の勤務実績を踏まえた評価制度として「勤勉手当に係る勤務実績評
価制度」を導入し、平成22年12月期の勤勉手当から実施した。

Ａ ー 総務課
（給与）

146 業績評価を反映す
る給与制度（昇給・
勤勉手当）など、評
価結果に基づきイ
ンセンティブを付与
するシステムを導
入する。

【業績を反映する給与制度の導入】
　職員の勤務実績を踏まえた評価制度として「勤勉手当に係る勤務実績評
価制度」を導入し、平成22年12月期の勤勉手当から実施した。
　勤務実績評価制度は、毎年６月期及び12月期の年２回の勤勉手当におい
て実施するもので、評価結果に基づきインセンティブを付与するものと
なっている。

Ａ ー 総務課
（給与）

事務局
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

【勤務実績評価制度の導入】
　平成21年度に、システムの導入に向けて法人内でさらに検
討を行うとともに、数回にわたり労働組合との交渉を行い、
システムの導入について合意にいたったことから、平成22年
12月期の勤勉手当から、インセンティブを付与する勤務実績
評価制度を実施することとした。

平成２３～２４年度の実施予定中期計画
平成22
年度計画

4

年度
評価

中期
計画
自己
評価

 （３）公正かつ適正な評価制度を導入し、業績や貢献度が反映される人事システムを確立する。

平成１９～２１年度の実施状況
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中期目標項目
第４　財務内容の改善に関する事項
１　財務に関する基本的な目標

中期
目標

№ №

197 財務諸表等の公表
にあたって、道民に
理解されやすいも
のとなるよう工夫
し、透明性を確保す
る。

【財務諸表等の公表】
　財務諸表等の公表にあたって、道民に理解されやすいもの
となるよう平成19年度に検討を行い、平成20年度から決算の
概要を附して公表した。
　さらに、図表を用いた補足資料も併せて作成し、道民に理
解されやすい工夫を行った。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 経営企画課
（経理）

198 大学の運営、経営
分析に必要な会計
情報を集約し、業務
の改善に反映させ
る。

【経営指標の集約・分析】
　主要な経営指標については、四半期毎に集約するととも
に、平成19年度からは財務諸表について同規模の医科系大学
との比較・検証を行い、平成20年度からは、年度間比較を実
施した。
　また、年度の損益見込みを役員会等で報告し、情報発信・
情報の共有化を図り、病院収支改善等の検討に活用した。

147 附属病院の経営状
況を的確に把握す
るなど、大学の運
営、経営分析に必
要な会計情報を引
き続き集約・分析
し、学内に情報発
信する

【附属病院の経営状況の把握】
　附属病院の月別収支状況（ＫＰＩ）について、利益を含めた目標達成状
況を明確になるよう内容改善を図るとともに毎月の役員会に報告し、対応
策の検討を行うなど情報共有を図った。

【大学の運営、経営分析に必要な会計情報の集約・分析】
　次のとおり集約・分析を行うとともに学内外への情報発信を積極的に
行った。
・6月：過去3年の財務状況をまとめた財務リポート「財務報告書2010」を
新たに作成し、経営審議会、役員会で報告。（法人ＨＰに掲載、学内各部
署へ配付）
・8月～：大学・病院の月次の財務状況の取りまとめを実施。
・12月：経営審議会・役員会で、中間決算及び今後の見込み（損益）を報
告。
・1月：平成21年度決算について、他大学比較法や年度間比較法などによ
り、財務指標を活用した財務分析を実施。また、分析資料については、経
営理事に報告。
・3月：経営審議会・役員会で、22年度決算見込み（損益）を報告。

S 4 ー 経営企画課
（経営）

199 中長期的な視点に
立ち、法人化のメ
リットを生かし積極
的に財務内容の改
善に努め、運営費
交付金依存率を平
成18年度比5ポイン
ト縮減するよう取り
組む。

【運営交付金の依存率の縮減】
　運営費交付金依存率について、計画的な縮減に取り組ん
だ。

＜運営費交付金依存率＞
・計画　⑱26.2％から5ポイント縮減
・状況
⑲　23.9％（決算）
⑳　24.4％（決算）
㉑�  22.2％（決算）

148 中長期的な視点に
立ち、法人化のメ
リットを生かし積極
的に財務内容の改
善に努め、運営費
交付金依存率を平
成２４年度末時点
で平成１８年度比５
ポイント縮減するよ
う取り組む。

【運営交付金の縮減】
　運営費交付金依存率については、計画的な縮減に取り組んだ。

＜運営費交付金依存率＞
　・平成19年度決算：23.9％
　・平成20年度決算：24.4％
　・平成21年度決算：22.2％
　・平成22年度決算：19.5％

Ａ 3

中長期的な視点に立ち、法人化のメ
リットを生かし積極的に財務内容の
改善に努め、運営費交付金依存率を
平成２４年度末時点で平成１８年度
比５ポイント縮減するよう取り組
む。

経営企画課
（経営）
各課

平成22
年度計画

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況 事務局

　企業会計制度の導入により、透明で効率的な経営を行い、法人の財務基盤を強化する。

年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定



中期目標項目
第４　財務内容の改善に関する事項
２　外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中期
目標

№ №

200 科学研究費補助金
等の各種競争的資
金を積極的に獲得
するため、関係情
報の提供や相談体
制の整備などを進
め、競争的資金の
申請件数を平成１８
年度に比べ平成２４
年度において１０％
増加するよう取り組
む。（再掲）

【関係情報の提供】
　助成金・国費の情報をホームページに掲載し、学内への周
知を迅速に行うとともに、研究者を対象とした科研費説明会
を年２回開催した。
　各種研究費獲得についての相談を随時受付け、受託研究契
約、共同研究契約、助成金申請を行うとともに、ホームペー
ジ等を活用するなど、公募情報の提供を行った。

【相談体制の整備】
　産学・地域連携センターに「スタッフ制」を導入し、必要
に応じて優秀な人材を確保し体制の強化・充実を図るととも
に、各種研究費獲得についての相談を随時受け付けるなど、
相談体制を整備した。

※文部科学省科研費申請数
⑱284件、⑲310件、⑳312件、㉑�300件
（対18年度比　5.6％増）

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

ー － 4 ー
産学地域・
連携セン
ター

201 国などの重点施策
事業等の獲得に向
け全学的な検討体
制を整備する。（再
掲）

【重点施策事業獲得に向けた体制整備】
　国の重点施策事業等の企画・申請にあたり、それぞれの取
組ごとにプロジェクトチームを編成して行った。
・グローバルＣＯＥワーキング
・研究拠点形成費等補助金獲得のためのプロジェクトチーム
など

149
再掲

国などの重点施策
事業などの獲得に
向け、必要に応じ
てプロジェクトチー
ムを編成するた
め、「ＧＰ戦略会
議」の設置につい
て検討する。
（再掲№７０）

【「大学教育改革ＧＰ事業取組推進委員会」の設置】
　本学におけるＧＰ各事業の現状把握や文部科学省からの支援終了後の本
学としての取組方針等に関し検討を行うため、平成22年10月に「大学教育
改革ＧＰ事業取組推進委員会」を設置した。

Ａ 4 ー 学務課
（育）

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期
計画
自己
評価

年度
評価 事務局

　学内体制の整備や産学官連携の推進などの取組みを行い、積極的に外部研究資金の獲得を図る。
　　また、多様な収入源の確保と自己収入増加の取組みを進め、法人財務の安定を図る。

平成１９～２１年度の実施状況中期計画
平成22
年度計画

平成２３～２４年度の実施予定
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№ №

202 受託研究・共同研
究、治験の推進や
奨学寄附金等を獲
得するため、企業
等へ効果的な情報
発信を進めるととも
に、弾力的な運用
が図られる体制を
整備する。（再掲）

【情報発信】
　研究シーズ集の更新を行い、ホームページで公開した。
　産学・地域連携センターの活動報告書及び産学連携体制等
に関するパンフレットを作成した。
　北洋銀行ものづくりテクノフェア（札幌）、イノベーショ
ンジャパン（東京）での出展や、バイオジャパン（横浜）で
の情報発信・収集などを行った。

【体制整備】
　（財）札幌医科大学学術振興会が行っていた寄付金の受け
入れを平成19年10月より法人が行うこととし、財団は精算し
た。
　民間企業等からの寄附金を受け入れするため、平成19年に
寄附講座に関する規程、細則及び寄附金規程を策定した。
　治験を推進していた「治験管理室」を、薬剤部スタッフや
治験コーディネーターを加え「治験センター」として設置
し、体制の充実を図った。

- （２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため年度計画
なし）

ー － 4 ー
産学地域・
連携セン
ター

203 特許収入の獲得を
目指し、知的財産
の創出、取得、管理
及び活用に関する
全学的な支援体制
を構築する。

【知的財産管理体制の整備】
  平成21年度に「発明審査会」を設置し、学内教員等に加
え、学外弁理士、技術移転機関などの学外有識者を活用した
体制とした。
  平成21年度に「研究成果有体物取扱規程」を整備するな
ど、本学が保有する権利の取扱を協議・決定できる体制を構
築した。

【知的財産に関する啓発活動】
  バイオベンチャー起業者、特許庁審査官等を講師に招き、
知財取得、創出に関する講義を行うなど、知財に関するセミ
ナー開催を企画した。
  他大学等に知財教育の資料・情報発信を行った。

（２１年度に実施済
み・２２年度より通
常業務として整理
したため年度計画
なし）

ー － 4 ー
産学地域・
連携セン
ター

事務局
年度
評価 平成２３～２４年度の実施予定

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
中期
計画
自己
評価



№ №

204 附属病院について
は、臨床医学の教
育・研修及び研究
の場であることを十
分踏まえつつ、医業
収入の確保を図
る。

【医業収入確保体制】
　病院運営会議、病院運営協議会のほか、平成21年度に新た
に病棟医長を構成メンバーとする「病院業務連絡会議」を設
置し、これら定例会等において、経営指標の進捗状況を報告
するとともに、病院の経営状況の周知を行った。
　必要に応じて、病院長から各診療科長等に対して、経営改
善に係る指導を継続的に実施した。

－

－ － 4 ー 病院課
（病院経営）

205 各種研修会等の実
施にあたって、それ
ぞれの開催目的、
対象者等を勘案し、
受講料、参加費等
の徴収について検
討する。

【受講料・参加費等徴収に係る検討】
　平成21年度に「病院の機能改善ワーキンググループ」を設
置し、既に参加料を徴収しているコメディカル研修以外の研
修会における参加費等の徴収について検討を行ったが、院外
の参加者に対して資料代等を請求できる適当な研修会・講習
会が無かったことから、徴収しないこととした。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 病院課

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局中期計画 平成１９～２１年度の実施状況
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№ №

206 大学が保有する施
設、機器、情報、技
術等の外部提供時
の使用料の徴収な
ど、新たな収入の確
保に取り組む。

150
再掲

医学部附属研究所
再編検討ワーキン
グにおけるサービ
ス部門のあり方検
討の結果を踏まえ
て、各種教育研究
機器などを他教
育・研究機関など
の利用に供する際
の機器などの範
囲、料金設定など
を決定する。（再掲
Ｎｏ.８５）

【各種教育研究機器等の他機関への貸出範囲・料金の検討】
　7月に「研究所・機器センター再編検討ＷＧ」を設置し、新研究所の研究
部門、教員定数、教育研究機器センターの組織、所管業務内容、再編方法
と時期などの検討を行い、8月に検討結果報告書をとりまとめた。
　この報告書を受け、「教育研究機器センター管理運営委員会」におい
て、所管機器の外部利用について次のとおり検討を進め、教育研究機器の
外部利用制度を創設したほか、外部利用対象機器候補の選定を行い、1月の
医学部教授会で報告し、承認された。
　
・11月15日　教育研究機器センター管理運営委員会を開催。
　　　　　　外部利用規程（案）及び対象部門について決定。
・12月13日　教育研究機器センター管理運営委員会を開催。
　　　　　　対象機器及び料金設定等について決定。
・ 1月27日　医学部教授会開催
　　　　　　外部利用規程（案）について、報告・承認。

Ａ ー 学務課
（学務、ＧＰ）

151
再掲

大学施設の開放に
当たって、住民な
どのニーズを把握
し、開放する施設
（ホール等）の範
囲、料金設定など
について検討す
る。
（再掲Ｎｏ.８６）

【開放施設の範囲、料金設定の検討】
　大学施設の開放に関し、住民などから、本学の「講堂」及び「記念ホー
ル」の利用可否に関する照会・要望が多く寄せられていることから、ニー
ズがあると判断し、両施設について有料で学外者の使用に供することを決
定し、使用基準、使用料金、手続等に関し、検討を進めた。
　その結果、平成23年3月に使用基準等を整理した｢札幌医科大学施設の学
外使用取扱要領｣を制定し、平成23年4月1日から施行することとした。

Ｓ ー 学務課
（学務）

152 病院領収書、ホー
ムページや施設な
どを活用した広告
の実施について
「病院の機能改善
ワーキンググルー
プ」で検討する。

【ホームページ等を活用した広告の実施】
　様々な媒体を活用した広告の実施について「病院の機能改善ワーキング
グループ」で検討した結果、附属病院だけでなく法人全体として取り組む
必要があるとの結論に達した。
　そこで、事務局関係課（総務課、総務課参事、経営企画課）で検討した
結果、窓口を一本化する必要があることから、本学のファシリティマネジ
メントの窓口を総務課とし、スペースの有効活用、法人資産の有効活用に
向けた取組を進めるため、関連する要綱等を制定した。
　今後、大学、附属病院などの施設への広告ポスター等の掲示のほか、
ホームページを活用したバナー広告の募集に取り組むため、それぞれの施
設等の管理している関係部署で広告募集要領等を制定する予定である。
・北海道公立大学法人札幌医科大学広告掲載要綱(H23.3.31制定)
・北海道公立大学法人札幌医科大学広告掲載基準(H23.3.31制定）

Ａ

施設等を管理している関係課（大学
施設～総務課、ホームページ～経営
企画課）及び附属病院～病院課）に
おいて、それぞれ「○○要領」等を
作成し、必要に応じて広告を募集す
る。

病院課
（管理）
総務課
管財課
経営企画課
（広報）

153 教員の知識・技術
などを活用した各
種グッズ、刊行物
等の作成・販売に
ついて「病院の機
能改善ワーキング
グループ」で検討
する。

【各種グッズ、刊行物の作成・販売】
　各種グッズ、刊行物等の作成、販売については、「病院の機能改善ワー
キンググループ」で検討した結果、病院の患者だけでなく学生も対象した
グッズ作成の効果が高いことから、全学的な取組とすることとなった。
　ただ、グッズの製作については、大学が直接、製作することが出来ない
ため、外部に発注する必要がある。
　グッズに入れるシンボルマークやロゴマークの取扱が定められていない
ため、「札幌医科大学広報委員会一般広報部会」で検討を進め、使用許
可、著作物利用料等について定めた「取扱要綱」等を定めた。
・札幌医科大学シンボルマーク使用取扱要綱(H23.3.24制定)
・著作物使用許諾契約書ひな形作成
　北海道弘仁会からグッズ作成の話があるため、取扱要綱に基づきH23.4に
所定の事務手続きを行う予定

S

・北海道弘仁会からシンボルマーク
使用申請（大学⇒許可）
・弘仁会にて、札医大グッズ製作、
販売予定
・売上額のうち定められた額を大学
に納入予定 病院課

（管理）
経営企画課
（広報）

154 患者などの利便性
を考慮し、各種ス
ペースの民間への
貸与などについて
「病院の機能改善
ワーキンググルー
プ」で検討する。

【各種スペースの民間への貸与について】
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において次のとおり検討した。

※検討結果
　病院１階のスペース等再精査した結果、これ以上のスペース確保が物理
的に不可能という結論に至った。

Ａ ー 病院課
（管理）

3

事務局平成２３～２４年度の実施予定
平成22
年度計画

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況 年度
評価

【新たな収入確保の取組】
（施設・スペース貸与）
　大学棟では、学内書店や売店にスペースを貸与し、使用料
を徴収したほか、附属病院では、コーヒーショップとコンビ
ニエンスストアにスペースを貸与し、使用料を徴収した。
　講堂・記念ホールの学外開放にかかる規程・料金設定につ
いて他大学調査を実施し、検討を進めている。

（教育研究機器）
　教育研究用機器の学外利用について、本学及び他機関の利
用実態等について調査し検討を進めている。

（情報・技術）
　平成21年度から附属総合情報センターにおいてコピー機使
用の料金を聴取しており、今後も適宜検討することとしてい
る。

（広告料）
　「病院の機能改善ワーキンググループ」において、病院
ホームページにバナー広告を設置する方向で検討を行ってい
る。

（各種グッズ・刊行物等の販売）
　教員の知識・技術を活用した各種グッズ等の作成・販売に
ついては、法人の社会的イメージに関わることから、引き続
き検討している。

中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）



№ №

207 サービスに見合っ
た受益者負担の観
点から、これまで提
供してきた各種
サービスについて
利用者の負担のあ
り方を検討する。

【利用者負担の取組】
　サービスに見合った受益者負担について、総合情報セン
ターのコピーを既に実施していたが、新たに図書館のプリン
ター利用を有料化した。
　また、他大学調査の結果、コピー、プリンター以外の受益
者負担の対象は無いことを確認した。

155 サービスに見合っ
た受益者負担の観
点から、利用者の
負担のあり方を検
討する。

【サービスに見合った受益者負担のあり方の検討】
　大学施設の開放に関し、住民などから、本学の「講堂」及び「記念ホー
ル」の利用可否に関する照会・要望が多く寄せられていることから、ニー
ズがあると判断し、両施設について有料で学外者の使用に供することを決
定し、使用基準、使用料金、手続等に関し、検討を進めた。
　その結果、平成23年3月に使用基準等を定めた｢札幌医科大学施設の学外
使用取扱要領｣を制定し、平成23年4月1日から施行することとした。

Ａ 4 ー

学務課
総合情報
センター
管財課
病院課

平成２３～２４年度の実施予定 事務局

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況 年度
評価
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中期目標項目
第４　財務内容の改善に関する事項
３　経費の効率的執行に関する目標

中期
目標

№ №

208 各種経費の執行状
況の定期的な点検
を行い、効率的執
行に努めるととも
に、職員のコスト意
識を醸成するため
の方策を講ずる。

【各種経費の定期点検】
　各種経費の執行状況については、予算区分毎に定期的に点
検を行った。

【コスト意識の醸成】
　公立大学協会主催の財務・会計研修に職員を参加させると
ともに、平成21年度予算編成方針において、使い切り予算と
いう意識を改め、予算の効率的・効果的な執行と経費節減へ
の取組みについて明記し、コスト意識の醸成を図った。

- （２０年度に実施済
み・２１年度より計
画統合のため、年
度計画なし）

－ － 4 ー 経営企画課

209 各種業務の効率
化・簡素化を図るた
め、事務手続き、刊
行物、各種情報な
どの電子化を推進
する。

【電子化の推進】
　規程類集など各種情報をホームページに掲載するなど、電
子化の推進を図った。また、書類の削減を図るため、電子
メール等を活用した。

（２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー

210 公正で効率的な契
約方法等の導入を
進める。

【公正な契約方法の導入】
　工事の発注については、道の多様な入札制度に準じ、平成
19年度に、「簡易公募型指名競争入札」「地域限定型一般競
争入札」を導入したほか、平成20年度からは、原則全て一般
競争入札によることとした。

【効率的な契約方法の導入】
　平成19年4月から一括支払いを実施したほか、平成20年度4
月から、清掃・警備の委託業務の全部、実験動物の飼育管理
業務などにおいて複数年契約を実施した。
　平成21年度に、附属総合情報センターにおいて、従来別々
に行っていた類似契約を統合し、経費の節減を図った。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 経営企画課

年度
評価

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局

中期
計画
自己
評価

平成22
年度計画

中期計画 平成２３～２４年度の実施予定平成１９～２１年度の実施状況

経費の執行について不断に点検するとともに、職員のコスト意識を醸成し、経費の効率的執行を図る。



中期目標項目
第４　財務内容の改善に関する事項
４　資産の運用管理に関する目標

中期
目標

№ №

211 資産の実態を常に
把握・分析し、適切
なリスク管理を行う
とともに、効果的・
効率的な運用を図
る。

【資産の実態把握・効果的運用】
　現有施設の適切な保全や機能維持を図るため、平成20年3
月に「札幌医科大学長期保全計画」を策定し、計画的な修繕
工事等を実施してきた。

※工事実績
⑲「札幌医科大学施設長期保全計画」策定
⑳個別冷暖房機更新、自動火災報知設備更新、外壁改修など
を実施
㉑�東棟内部塗装、保健医療学部棟外壁改修、臨床教育研究棟
冷暖房機更新などを実施

156 資産の適切なリス
ク管理を行うととも
に、長期保全計画
に基づき、保健医
療学部棟外壁改修
工事など、適切な
施設管理を行う。

【保健医療学部棟外壁改修工事等の実施】
　保健医療学部北外壁の改修、教育北棟・東棟、臨床教育研究棟の空調機
器等の設備改修を行った。
　附属病院中央診療棟の屋上防水改修、中央診療棟・病棟の変圧器、空調
機器等や給水給湯などの設備の改修を行った。

Ａ 3

資産の適切なリスク管理を行うとと
もに、施設長期保全計画に基づき、
保健医療学部棟東西外壁等改修や、
臨床教育研究棟の空調機器等の設備
に関する改修を実施する他、附属病
院北病棟の北外壁改修や、中央診療
棟・病棟の受配電盤、設備監視盤、
空調機器等の設備に関する改修を実
施するなど、適切な施設管理を行
う。

管財課

212 資産の有効活用を
図るため、全学的な
視点による設備・機
器等の共同利用や
維持管理に努め
る。

【設備・機器等の共同利用の推進】
　教育研究機器センターにおける共同利用機器について、オ
ペレータの配置を含め研究者が利用しやすい環境整備を行っ
た。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 学務課

213 資金運用及び管理
については、専門
家の助言を得るな
ど、効果的、効率的
に運用する体制を
整備する。

【資金運用・管理体制の整備】
　平成20年9月に譲渡性預金による運用を開始した。
　その後、資金管理計画に基づき、日々及び月末残高を考慮
したほか、銀行や証券会社の専門家から金利動向等について
の情報提供を受け、譲渡性預金及び定期預金による運用を引
き続き行った。

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー 経営企画課
（出納）

事務局

資産を適切に管理するとともに、多様な手法を取り入れるなど効率的運用を図る。
 なお、次のとおり数値指標を設定する。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期計画 平成１９～２１年度の実施状況 年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定
平成22
年度計画
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中期目標項目
第５　自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
１　評価の充実に関する目標
 

中期
目標

№ №

214 教育、研究、診療、
その他業務運営等
の状況について、
平成２１年度までに
自己点検・評価を実
施する。なお、平成
２２年度までに認証
評価機関による評
価を受ける。

【自己・点検評価の実施】
　平成21年度の自己点・検評価実施のため全学組織である
「自己点検・評価委員会」のもと、医学部評価委員会、保健
医療学部委員会、医療人育成センター評価委員会、附属病院
評価委員会を整備開催し、各種ＷＧや所属ごとに教育、研
究、社会貢献、診療等の状況について、自己点検・評価を実
施し、認証評価機関である大学基準協会に提出するととも
に、平成21年3月に「自己点検・評価報告書」を刊行した。

157 平成２０・２１年度
に実施した自己点
検・評価に基づき、
大学基準協会によ
る認証評価を受審
する。

【認証評価の受審】
　平成20・21年度に実施した自己点検・評価に基づき、(財)大学基準協会
による認証評価を受審した。
  その結果、平成23年3月30日に(財)大学基準協会の大学基準に適合してい
ると認定された。

※受審状況
平成22年 4月：大学評価資料の提出
平成22年10月：実地視察（外部評価委員が来学し、本学責任者と
　　　　　　　の面談、施設見学、授業参観、本学学生へのイン
　　　　　　　タビュー）
平成22年12月：大学評価結果（内示）の受理
平成23年 1月：大学評価結果（内示）の検討・意見提出
平成23年 3月：大学基準に適合していると決定

A 4 ー 経営企画課
（自己点検）

215 自己点検・評価及
び認証評価機関に
よる評価の結果を
教育研究等の質の
向上や業務の改善
に的確に反映させ
る。

【自己・点検評価の活用】
　前回の認証評価結果を踏まえた改善策を自己点検・評価委
員会や学部評価委員会等で再度確認し、継続的に業務改善を
実行した

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし） － － 4 ー

経営企画課
（自己点検）

216 中期計画、年度計
画などの学内運営
に関する重要な計
画の推進管理や自
己点検・評価等を適
切に実施する体制
を整備する。

【中期計画等の推進管理】
　主に四半期毎に進捗調査を実施し、状況把握に努め、課題
がある項目については担当理事等に協議・報告し、対応した
ほか、前年度の評価結果を各所属へフィードバックし、結果
を踏まえた取組となるよう推進管理に努めた。
　また、実績とりまとめ時には点検・評価内容を検証するた
め事務局担当課とヒアリングを行い、その結果を、教授会な
どの学内会議での審議、学内意見公募により、意見を集約す
るなど自己点検・評価の適切な実施に向け体制を整備してい
る。

158 年度計画について
は、定期的に進捗
状況を把握し、必
要に応じて、担当
理事と相談するな
ど、適切な推進管
理に努める。

【年度計画の進捗管理】
　8月及び11月に進捗状況の調査を実施し、状況の把握に努めたほか、課題
がある項目について、担当理事等と相談の上、対応し、推進管理に努め
た。（例：大学グッズの作成やファシリティマネジメントの推進にあたり
経営担当理事と適宜相談の上、要綱を作成するなど対応した）

Ａ 4 ー 経営企画課
（企画）

217 自己点検・評価を効
率的に実施するた
め各種基礎データ
の情報収集・分析
のシステムを構築
する。

【各種基礎データの情報収集・分析のシステム構築】
　各種基礎データの収集のため、「研究者データベース」の
整備を行ったほか、収集したデータを各評価委員会（ＷＧ)
で分析し、効率的に自己点検・評価を実施した。
　また、「自己点検評価報告書」に収録するとともにホーム
ページで公表した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 経営企画課
（自己点検）

218 自己点検・評価、認
証評価機関評価な
どの評価結果等を
ホームページ等に
より公表する。

【認証評価結果の公表】
　自己点検・評価、及び大学基準協会の相互評価に対する改
善状況について、改善内容を平成22年3月にホームページで
公表したほか、平成22年3月に「自己点検・評価報告書」を
刊行し、関係者へ配付する等、周知を図った。

159  自己点検・評価、
認証評価機関評価
などの評価結果な
どをホームページ
などにより公表す
る。

【認証評価結果の公表】
　大学評価（認証評価）結果の通知を受理後、平成23年3月31日に大学評価
（認証評価）結果をホームページに掲載した。

Ａ 4 ー 経営企画課
（自己点検）

中期
計画
自己
評価

　教育・研究、組織・運営等の状況について自己点検・評価を適切に実施し、結果を公表するとともに、法人の業務運営の改善に反映させる。

事務局中期計画
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成１９～２１年度の実施状況 平成２３～２４年度の実施予定年度

評価
平成22
年度計画



中期目標項目
第５　自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
２　情報公開等の推進に関する目標
 

中期
目標

№ №

220 産学・地域連携を推
進するための広報・
情報提供体制の充
実を図る。

【広報・情報提供体制の充実】
　広報専門員を活用した情報発信やホームページの改善によ
り情報提供体制の充実を図った。
  センタ－活動報告書やパンフレット等の作成・配布、セン
ター通信やメールマガジン(ホームページで誰でも閲覧可)の
配信等、様々な媒体を活用して、研究活動内容の広報に努め
た。

- （２２年度より計画
統合のため、年度
計画なし）

－ － 4 ー 産学地域携
センター

221 窓口を一本化した
広報・広聴体制を整
備・充実し、学外か
らの要望などの総
合受付と学内ナビ
ゲーション体制を平
成２２年度までに確
立する。

【広報・広聴体制の整備】
　平成19年度に経営企画課へ広報専門員を配置し、専任化に
より広報体制の整備、充実を図った。
　また、国内、海外からの問い合わせ者が瞬時に主要な対応
窓口がわかるように、平成22年度に本学ホームページを再構
築した際、総合受付とナビゲーションページを設けることと
した。

161 円滑な広報活動を
推進するため、報
道発表用の様式な
どについて整備
し、大学の教育・研
究・診療・社会貢献
等の積極的なＰＲ
に努める。

【広報委員会の体制整備・報道発表用の様式の整備】
　円滑な広報体制の充実を図り、効果的な広報戦略の展開を図るため、
「北海道公立大学法人札幌医科大学広報委員会規程」を改正（H22.6.21）
し、委員会の下部組織として、新たに「一般」、「学生」及び「病院」の
各専門部会を設置した。
　その中の一般広報部会で、記者会見、プレスリリース及び取材対応など
を広報ガイドラインとして集約すべく検討を行い、学内へのパブリックコ
メントを実施した後、報道発表用の様式等を整備した「札幌医科大学にお
ける広報ガイドライン（一般広報部会）」を作成した。

A 4 ー 経営企画課
（広報）

219 教育・研究・診療・
社会貢献等の活動
状況や、財務・組
織・管理運営に関
する情報を積極的
に発信する。

【活動・運営状況の積極的な発信】
　本学公式ホームページのほか、新聞紙面、ＴＶ、ラジオ、
新聞折り込み広報誌など多様な媒体を使用して大学の活動状
況を積極的に情報発信している。

（主な取組）
⑳ホームページのリニューアル
　HBCと共同で番組(医の１BAN)を制作し、平成20年10月～平
成21年3月まで放送(全23回)した。
㉑�迅速な情報発信のためCMSを導入し再構築
　健やか北海道プロジェクトの新たな取り組みとして、大学
の取組を紹介した折り込み広告(タブロイド版、全面カ
ラー、4ページ)を北海道新聞朝刊を活用して札幌圏に38万部
配布したほか、全市町村(公共施設、病院等)に5万部配布
し、本学の保健・医療、地域貢献等の活動状況を広く道民へ
発信した。

160 教育・研究・診療・
社会貢献などの活
動状況など、国内
外に迅速、かつ分
かりやすく情報発
信するため全学的
なホームページの
活用を推進すると
ともに、様々な広
報媒体を使用した
効果的な広報活動
を展開する。

【ホームページの活用推進】
　ホームページについては、平成21年度に導入したCMSシステムにより円滑
な運用が図れたが、ページに制限（500ページ以内）があったため、ホーム
ページの管理が難しかったが、平成22年度は、これらを解消するため、
ページ数の制限を無くした無制限版を導入した。そのことにより、利便性
がより高まった。

【様々な広報媒体を使用した広報活動の展開】
　携帯サイトの充実を図り、パソコンを使用しなくても手軽に情報の入手
が可能となったほか、トップページにある写真ニュースの充実を図るな
ど、興味を引くページ構成とした。
　ホームページ以外でも、新聞紙面、TV、ラジオ、新聞折り込み広報誌な
ど多様な媒体を使用して積極的な情報発信を行った。

A 3

大学のホームページのシステムが制
限なしのバージョンとなったことに
伴い、いままでは、個別に制作、管
理されていた医学部及び保健医療学
部のホームページにおいて、本体の
システムと同じシステムでの再構築
について検討を始める予定であり、
それぞれに検討会議を設置してい
る。

経営企画課
（広報）

平成１９～２１年度の実施状況 事務局中期計画

道民に開かれた大学として、積極的な情報の公開・提供を行い、道民に対する説明責任を果たす。

平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

中期
計画
自己
評価

113
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№ №

222 大学が保有する情
報等をデータベース
化し、地域社会等
の要望に応じ迅速
に情報提供する。

【情報のデータベース化】
　知的財産の出願状況（出願日、発明者、持分等）や共同研
究契約等の締結状況（契約の相手方、研究課題名、研究機関
等）をリスト化し、民間企業等とのライセンス交渉等を進め
るためのデータベース（附属産学・地域連携センター内部で
の検索用）を整備した。
　また、本学の研究成果を見やすく取りまとめた研究シーズ
集を作成・印刷し、各種展示会等において広く配布した。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー
産学地域・
連携セン
ター

224 広く道民から意見を
聴取する場を設け、
大学運営や各種計
画等に反映させる
仕組みを整備する。

【記者懇談会の開催】
　平成19年度から、毎年、記者懇談会を開催し、大学からの
情報提供、報道機関との意見交換等、双方向のコミュニケー
ションを図る仕組みを整備した。

※記者懇談会開催数
⑲３回、⑳２回、㉑�１回

163 学外から広く意見
を聞く機会として、
記者懇談会などを
開催する。

【記者懇談会の開催】
　5月18日に開催し、次の内容について意見交換を実施した。
　（報道機関12社15名参加）
※主な内容…60周年記念事業、国家試験合格状況についてなど
　なお、3月中旬に2回目の懇談会の開催を予定し、報道機関と調整をして
いたが、東日本大震災の影響により、延期となった。
　
【上記以外の学外意見聴取】
　1月31日に「札幌医科大学と道保健福祉部との懇談会」を開催し、本学の
取組について、道と意見交換を行い、次年度の本学の施策に反映させた。
　また、附属病院では、患者を対象に「患者満足度調査」を毎年度実施し
ており、出された意見を基に病院の機能改善に向けた取組を進めたほか、
各種公開講座の場において、本学に対する意見、要望等を確認するなど、
双方向的に意見交換を行った。

A 4 ー 経営企画課
（広報）

223 地域医療や道民の
健康づくりに貢献す
るため、地域へ先
進医療情報等を提
供する体制を整備
する。

【医療情報等の提供体制の整備】
　地域へ先進医療情報等を提供するため、次のような広報手
段、媒体等を整備した。

※主な整備内容
○病院ホームページ
　腫瘍診療センターで毎月開催している「公開合同カンファ
レンス」で用いたスライドを掲出し、最新の治療方法等を紹
介している。
○院内広報誌（年２回発行）
　職員向けの広報誌で、職場紹介や院内・学内の行事等を掲
載。
○院外向けの広報誌（年２回発行）
　約950箇所の関連医療機関に送付。
○患者向け広報誌（年２回発行）
　１階ロビーや外来待合等に配置。外来診療表のほか、当院
で行っている治療や院内設備の紹介等を掲載。

162
再掲

疾病の予防や健康
づくりに関する公
開講座や講演など
を積極的に開催す
るために、推進方
策及び学内推進体
制の整備を検討す
るとともに、各種メ
ディア、自治体広
報、ホームページ
などを利用した積
極的な情報発信を
行う。
（再掲No.８０、１１
７）

【公開講座等開催に係る推進方策等の検討】
　大学や各講座等で実施する公開講座等の開催については、学内の学術振
興助成事業等による助成を行い推進しており、医師会等とも十分連携しな
がら積極的な開催に取り組んだほか、公開講座等の情報を大学ホームペー
ジのトップページのイベント欄に掲載し、ホームページに掲載した大学の
研究成果や活動の情報を登録者に自動配信するＲＳＳ配信システムの稼働
を開始した。

【各種メディア、自治体広報、ホームページ等を利用した情報発信】
　ホームページによるリアルタイムな情報発信、「札医大だより」など広
報誌の発行、積極的なプレスリリースのほか、報道機関からの取材への対
応など、あらゆる機会、あらゆる媒体を活用して情報を提供している。

※参考
・平成22年度 プレスリリース数～54件
　　　　　　 うち、講演会・フォーラム9回、公開講座8回
・平成22年度 ホームページアクセス数～593,291件
・ホームページページビュー数～1,683,481件
　　受験関連ページ(98,792件）がトップ

A

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

3

疾病の予防や健康づくりに関する公
開講座や講演などを積極的に開催す
るとともに、各種メディア、自治体
広報、ホームページなどを利用した
積極的な情報発信を行う。

事務局中期計画

経営企画課
（広報）
病院課
（管理）

平成１９～２１年度の実施状況
自己点検・評価

（平成２２年度の実施状況）
平成22
年度計画

年度
評価



中期目標項目
第６　その他業務運営に関する重要目標
１　施設設備の整備、活用等に関する目標
 

中期
目標

№ №

225 施設整備を計画的
に進めるため、建築
物等の機能維持や
耐久性の確保を図
りながら、長期保全
計画及び施設整備
の方向性を示した
基本計画を平成１９
年度に策定する。

【施設整備基本計画と長期保全計画の策定】
　平成20年3月に、本学の施設整備の方向性や、各施設の必
要機能を示した「札幌医科大学における施設整備の基本計
画」を策定したほか、現有施設の適切な保全や機能維持を図
るための「札幌医科大学施設長期保全計画」を策定した。

- （２０年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 管財課

226 施設の維持管理に
おいては、ファシリ
ティマネジメントの
取組みを進めるとと
もに、平成２１年度
にＥＳＣＯ事業を開
始する。

【ファシリティマネジメントの取組】
　現有施設の適切な保全や機能維持を図るため、平成20年3
月に「札幌医科大学施設長期保全計画」を策定し、計画的な
修繕工事等を実施してきた。

※主な取組内容
⑲「札幌医科大学施設長期保全計画」策定
⑳個別冷暖房機更新、自動火災報知設備更新、外壁改修など
を実施
㉑�東棟内部塗装、保健医療学部棟外壁改修、臨床教育研究棟
冷暖房機更新などを実施

【ＥＳＣＯ事業の開始】
　平成20・21年度に省エネ改修工事を実施し、平成22年4月
より本格的に事業開始した。

※ＥＳＣＯ事業による省エネ率
㉑�6％達成
㉒�11％達成予定

164 ファシリティマネジ
メントの取組とし
て、施設について
は長期保全計画に
基づき保健医療学
部棟外壁改修及や
付属病院・東棟の
機械及び電気設備
に関する改修を実
施する。また、ＥＳ
ＣＯ事業について
は２２年からの本
格開始を受けてそ
の効果を検証して
いく。

【保健医療学部棟外壁改修工事等の実施】
　ファシリティマネジメントの取組として、「保健医療学部北外壁の改
修」、「教育北棟・東棟、臨床教育研究棟の空調機器等の設備改修」を
行ったほか、附属病院中央診療棟・病棟において、「屋上防水改修」や
「変圧器、空調機器等及び給水給湯などの設備の改修」を行った。

【ＥＳＣＯ事業の検証】
　事業開始から２年目となり、コージェネレーションが本格的に稼働し、
省エネ率の検証を行った結果、当初予定の省エネ率11％を5％上回る
「16％」の削減効果があったほか、7～9月の猛暑において、ＥＳＣＯ事業
を実施することにより、北電からの購入電気量を削減（2,300千kwh分）
し、大きな効果が発揮された。

Ａ 3

ファシリティマネジメントの取組と
して、施設については施設長期保全
計画に基づき、保健医療学部棟東西
外壁等改修や、臨床教育研究棟の空
調機器等の設備に関する改修を実施
する他、附属病院中央診療棟・病棟
において、外壁改修や、受配電盤、
設備監視盤及び空調機器等の設備に
関する改修を実施する。

管財課

中期
計画
自己
評価

平成１９～２１年度の実施状況

　施設設備の適切な維持管理及び効果的な活用により、施設の長寿命化及び管理運営に関するコストの縮減に努めるとともに、中長期的視点に立った計画的な整備に取り組む。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局平成２３～２４年度の実施予定年度
評価

平成22
年度計画

中期計画

115
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中期目標項目
第６　その他業務運営に関する重要目標
２　安全管理その他の業務運営に関する目標

中期
目標

№ №

228 安全管理に関する
責任体制を明確に
し、規程、点検マ
ニュアル等の定期
的な検証を行う仕
組みを確立する。

【安全管理に関する責任体制のを明確化】
　平成19年に「札幌医科大学安全衛生管理規程」を整備し
「総括安全衛生管理者」、「産業医」、「衛生管理者」、
「安全衛生委員会委員」を選任し、安全衛生管理体制を構築
し、平成21年度から安全衛生委員会（小委員会を含む。）を
原則月1回開催し、規程等の検証を実施することとした。

- （２１年度に実施済
みのため、年度計
画なし）

－ － 4 ー 総務課
（人事）

229 ガイドライン等に関
する講習会等を開
催するとともに、防
火・防災訓練等を効
果的に実施し、学
生及び教職員の安
全意識の向上に努
める。

【ガイドライン等の講習会開催】
　ガイドライン等（危機管理、役職員倫理）に関する講習
会・研修を実施したほか、定期的に、附属病院棟などで防
火・防災訓練等を実施し、安全意識の向上に努めた。

※講習会・研修実施内容
　危機管理に関する講習会（平成22年3月開催）
　参加者数…31名

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー 総務課
（人事）

230 キャンパス内の安
全を確保するため、
必要な防犯・防災
の体制及び設備の
点検・整備に努め
る。

【防犯・防災体制の整備】
　日常から警備業務の委託先と連携を密にして、防犯・防災
の体制整備に努めたほか、防災訓練を２回実施した。
　附属病院においては、平成19年度に「病院安全管理専門
員」を配置した。

【設備の点検・整備】
　定期的な点検が必要な施設については、計画的に点検を実
施した。（消化器、自動火災報知器、スプリンクラー、医療
ガス等）

- （２２年度より通常
業務として整理し
たため、年度計画
なし）

－ － 4 ー
総務課
（人事）

ー

227 労働安全衛生、事
故防止等に関する
学内規程等の点検
及び整備を行う。

【労働安全衛生体制の整備】
　平成19年度に「札幌医科大学安全衛生管理規程」等を整備
するとともに、教職員のリスクに対応した各種健康診断を実
施した。
　附属病院においては、平成20年9月に「院内暴言･暴力行為
対応マニュアル」を作成したほか、事故防止等に関する関係
規程を点検した。
　
※規程等の主な整備内容
⑲「安全衛生管理規程」制定
⑳「過重労働による健康障害防止対策取扱要領」制定
㉑�「札幌医科大学における精神疾患等職員への対応に関する
手引き」作成、「長期療養者職場復帰審査会設置要領」制
定、「職場復帰審査会事務取扱要領」制定、「職場リハビリ
テーション実施要領」制定

労働安全衛生に関
する規程整備のた
め健康診断関係要
領（案）を作成す
る。

【健康診断実施要綱の作成】
　労働安全衛生に関する規程整備のため、「札幌医科大学職員健康診断実
施要綱」を3月に決定した。
 
※作成までの検討経過
 5月～6月　事務局で原案作成
 6月～9月　第1～3回安全衛生委員会小委員会で検討協議
10月　　 　第2回安全衛生委員会に提案、検討協議
11月～2月  第4～7回安全衛生委員会小委員会で検討協議
 3月28日　 第3回安全衛生委員会において
　　   　　札幌医科大学職員健康診断実施要綱(案)を確認
 3月30日　 理事長決裁により決定

 

Ａ 4

平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局
年度
評価

中期
計画
自己
評価

（１）学生及び教職員に対する安全衛生管理体制並びにキャンパス内の防災、防犯体制を充実し、安全な教育研究環境を確保する。
  また、大規模な事故、災害等に備え、危機管理体制を整備する。

中期計画

総務課
（人事）

平成１９～２１年度の実施状況 平成２３～２４年度の実施予定
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№ №

231 教職員及び学生に
対し啓発活動を行う
など、情報管理を徹
底させるとともに、
平成２０年度までに
情報セキュリティシ
ステムの整備・充実
を図る。

【情報管理の徹底】
　教職員に対し、定期的にメール等を活用し、個人情報管理
の徹底について通知した。
　学生に対し「情報科学」、「医療情報学」の講義により情
報管理の徹底を図った。
　また、各講座等に対する啓発用ステッカー並びにパンフ
レットの配布により個人情報保護と情報管理の徹底周知を
図った。

【情報セキュリティシステムの点検、充実、改善】
　平成19年9月より新たに検疫ネットワークシステムを導入
し、セキュリティの向上を図った。
　運営委員会において、学内情報ネットワークシステムを精
査し、セキュリティ対策の技術仕様を決定した。

166 情報セキュリティポ
リシーの再検討を
行うとともに、リー
フレットの作成配
付などにより個人
情報管理やウイル
ス対策の自己啓発
の徹底を図る。

【情報セキュリティポリシーの再検討】
　情報セキュリティ・ポリシーの改訂について検討した結果、現在のポリ
シーの内容に加え、情報管理に関し、教育機関としての視点からの整理が
必要との結論となり、今後、国立情報学研究所及び他大学の規程を収集
し、検討を進めることとした。

【個人情報管理・ウイルス対策の徹底】
　個人情報管理、ウイルス等の情報セキュリティ対策について、各学部の
授業においてリーフレットを配布するなど、指導を実施した。

※各部学部での実施内容
 4/19  看護学科３年、医学部大学院前期ガイダンス
 4/8　 医学部４年、医療情報科学
 4/13  医学部４年、医療情報科学
 6/14  医学部１年、情報科学
 6/16  医学部１年、情報科学
 11/5  作業療法学科３年ガイダンス
 11/12 作業療法学科３年ガイダンス

Ａ 3

年度内におけるウイルスチェックシ
ステム及び検疫ネットワークシステ
ムの更新により、セキュリティ・シ
ステムの強化、向上を図る。

総合情報
センター

232 大規模な事故、災
害等に備え、リスク
管理のあり方を検
証し、リスク管理体
制を整備する。

【リスク管理体制の整備】
　平成21年の消防法の改正に伴い、｢消防計画｣及び｢震災等
対策要綱｣を見直す必要があることから、見直しにあたって
の留意点等について市中央消防署と打合せを実施した。

167  大規模な事故・災
害などに備え、消
防法改正に伴う新
たな消防計画を作
成するなどリスク
管理体制を整備す
る。

【新たな消防計画の作成】
　本学のリスク管理体制の整備に向け、消防法改正に伴う「札幌医科大学
防火規程」の改正や、新たな「札幌医科大学消防計画」を取りまとめ、中
央消防署と最終的な調整を実施した。

Ａ 4 ー

総務課
（総務）
病院課
（管理）

中期計画
中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定 事務局平成１９～２１年度の実施状況
平成22
年度計画

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

年度
評価
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中期目標項目
第６　その他業務運営に関する重要目標
２　安全管理その他の業務運営に関する目標

中期
目標

№ №

233 地球環境に対する
職員の意識を高
め、環境に配慮した
機器、物品等の使
用・購入や、省エネ
ルギー対策等の取
組みを進めるととも
に、廃棄物の適正
な処理に努める。

【環境に配慮した機器等の購入】
　平成19年度から、エコマーク商品のカタログを優先使用す
ることとした。

【省エネ対策の取組】
　電気の使用量削減や光熱水費節減のため、７月～９月を夏
季の省エネルギー強化月間と設定し、朝夕の学内放送や省エ
ネポスターの掲示、メールによる啓発などの取組を実施し
た。

【廃棄物処理】
　関係法令に基づき業務委託により適正に処理した。

168 再生品、エコマー
ク商品など、環境
に配慮した機器、
物品などの使用、
購入に努める。

【環境に配慮した機器・物品の使用購入】
　各所属宛に環境に配慮した物品等の購入を推進するよう通知した。
　再生品等の購入にあたり、医薬品・手術用品等において、再生品に適さ
ないものもあるが、可能な限り、再生品・エコマーク商品を使用・購入に
努めた。

Ａ 4 ー 管財課

平成22
年度計画

年度
評価

中期
計画
自己
評価

平成２３～２４年度の実施予定

（２） 廃棄物の削減、資源の再利用等環境に配慮した活動を実践し、法人としての社会的責任を果たす。

自己点検・評価
（平成２２年度の実施状況）

事務局中期計画 平成１９～２１年度の実施状況



６　その他の実績

　１　決算、収支計画及び資金計画 　５　施設及び設備に関する計画
　別紙のとおり

※平成２２年度の計画 （単位：百万円）

　２　短期借入金の状況 施設整備事業費 567 施設整備費補助金
※平成２２年度の計画 医療機器整備費 520 長期借入金

①短期借入金の限度額
　　　１８億円 ※平成２２年度の実績 （単位：百万円）
②想定される理由

施設整備事業費 540 施設整備費補助金
医療機器整備費 520 長期借入金

※平成２２年度の実績
　　　該当なし

　６　人事に関する計画

　３　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 ※平成２２年度の計画
　　　第２の３「人事の改善に関する目標を達成するための措置」に記載

※平成２２年度の計画 　　　のとおり
　　　該当なし

※平成２２年度の実績
※平成２２年度の実績 　　　第２の３「人事の改善に関する目標を達成するための措置」に記載
　　　該当なし 　　　のとおり

　４　剰余金の使途 　７　積立金の使途

※平成２２年度の計画 ※平成２２年度の計画
　　　該当なし

※平成２２年度の実績
※平成２２年度の実績 　　　該当なし

財源

財源

知事の承認を受けた目的積立金のうち１９百万円を研究の質の
向上等に充てた。

実績額

予定額

　 運営費交付金の受入れ遅延及び事故発生等により緊急に必要
となる対策費として借り入れすること。

全学的視点に立ち、教育・研究・診療の質の向上及び組織運営
の改善に充てる。

施設・設備の内容

施設・設備の内容
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別　紙

北海道公立大学法人札幌医科大学

（単位：百万円）

予算額 決算額 差額（決算－予算） 備　考

収入

運営費交付金 6,528 6,534 6

施設整備費補助金 567 540 △ 27

自己収入 21,014 22,526 1,512

授業料及び入学金検定料収入 905 866 △ 39

附属病院収入 19,505 20,775 1,270

雑収入 604 885 281

受託研究等収入及び寄附金収入等 967 1,726 759

長期借入金収入 520 520 0

目的積立金取崩 27 19 △ 8

計 29,623 31,865 2,242

支出

業務費 27,526 28,224 698

教育研究経費 1,659 1,680 21

診療経費 10,458 11,626 1,168

人件費 14,911 14,436 △ 475

一般管理費 498 482 △ 16

施設整備費 1,087 1,060 △ 27

受託研究等経費及び寄附金事業費等 736 663 △ 73

長期借入金償還金 274 273 △ 1

計 29,623 30,220 597

収入-支出 0 1,645 1,645

平成２２年度　決算

区　　　　分



北海道公立大学法人札幌医科大学

（単位：百万円）

予算額 決算額 差額（決算－予算） 備　考

経常費用 28,913 28,988 75

業務費 27,617 26,977 △ 640

教育研究経費 1,868 1,600 △ 268

診療経費 10,402 10,641 239

受託研究費等 436 300 △ 136

役員人件費 93 88 △ 5

教員人件費 4,457 4,059 △ 398

職員人件費 10,361 10,289 △ 72

一般管理経費 498 502 4

財務費用 14 13 △ 1

減価償却費 784 1,495 711

経常収益 28,886 30,002 1,116

運営費交付金収益 6,498 6,252 △ 246

施設費収益 0 37 37

授業料収益 797 770 △ 27

入学金収益 92 81 △ 11

検定料収益 16 15 △ 1

附属病院収益 19,505 20,775 1,270

受託研究等収益 504 421 △ 83

寄附金収益 491 511 20

雑益 553 610 57

資産見返運営費交付金等戻入 52 54 2

資産見返寄附金戻入 27 30 3

資産見返補助金等戻入 39 86 47

資産見返物品受贈額戻入 312 358 46

経常損益 △ 27 1,013 1,041

臨時損失 0 1 1

臨時利益 0 1 1

純損益 △ 27 1,013 1,040

目的積立金取崩額 27 16 △ 11

総利益 0 1,030 1,030

（注）金額の端数処理は百万未満を四捨五入しておりますので、合計金額と一致しないことがあります。

平成２２年度　収支計画

区　　　　　分



北海道公立大学法人札幌医科大学

（単位：百万円）

予算額 決算額 差額（決算－予算） 備　考

資金支出 29,623 33,493 3,870

業務活動による支出 28,170 27,443 △ 727

投資活動による支出 1,179 1,575 396

財務活動による支出 274 905 631

翌年度への繰越金 0 3,570 3,570

資金収入 29,623 33,493 3,870

業務活動による収入 28,536 29,518 982

運営費交付金による収入 6,528 6,407 △ 121

授業料及び入学金検定料による収入 905 771 △ 134

附属病院収入 19,505 20,434 929

受託収入 458 432 △ 26

寄附金収入 509 643 134

その他収入 631 835 204

預り科学研究費補助金等増減 0 △ 5 △ 5

投資活動による収入 567 1,126 559

施設費による収入 567 1,014 447

その他収入 0 111 111

財務活動による収入 520 520 0

前年度よりの繰越金 0 2,329 2,329

（注）

平成２２年度　資金計画

区　　　　分

金額の端数処理は百万未満を四捨五入しておりますので、合計金額と一致しないことがあります。
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